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１ 大学の概要  （令和３年５月１日現在） 

（１）大学名 

公立大学法人 公立鳥取環境大学 

 

（２）所在地 

 鳥取県鳥取市若葉台北一丁目１番１号 

 

（３）資本金の状況 

83 億 3,683 万円（鳥取県 50％ 鳥取市 50％） 

 

（４）役員の状況（任期含む） ※平成 30 年以前の任期は含まない 

職位 氏名 任期 

理事長 江﨑 信芳 平成 30 年４月１日～令和４年３月 31 日 

副理事長 西山 信一 平成 30 年４月１日～令和４年３月 31 日 

理事 今井 正和 平成 30 年４月１日～令和４年３月 31 日 

大田 斉之 平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

田中 洋介 平成 31 年４月１日～令和４年３月 31 日 

若原 道昭 平成 30 年４月１日～令和４年３月 31 日 

監事 北野 彬子 平成 30 年４月１日～任命後４年以内に終了する事業

年度のうち最終の財務諸表の承認の日まで 

小谷 昇 同上 

 

（５）教職員数（常勤教職員 ※設置者からの派遣職員を含む） 

教員        60 人（学長と特任・特命教員を除く） 

職員        39 人（常勤、常勤再雇用、県・市派遣職員） 

教職員計    99 人 

 

（６）中期目標の期間 

平成 30 年度から令和５年度まで（６年） 

 

（７）学部等の構成 

 ＜学部学科、収容定員、在籍者数＞※休学、停学者含む 

環境学部環境学科      568 人  623 人 

経営学部経営学科      568 人  618 人 

環境経営研究科       30 人   11 人 

 

 

＜附属研究機関・附属施設＞ 

 サステイナビリティ研究所 

 地域イノベーション研究センター 

 情報メディアセンター 

国際交流センター 

 

（８）組織図 
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２ 新型コロナウイルス感染症対策の状況 

 令和２年１月から始まった新型コロナウイルス感染症拡大に対し、学

長、副学長、学部長、副理事長、局長を中心とする危機対策本部会議を速

やかに設置し、令和元年度５回、令和２年度４２回、令和３年度９回（６

月３０日現在）の会議を行うなど、教育研究活動及び地域活動等に対して

の適時適切な判断を行い、教職員一丸となり取り組んだ。 

 

 鳥取県版新型コロナ警報に準拠した形で本学独自の「新型コロナウイル

ス感染症への警戒段階別対応方針」（令和２年５月暫定運用開始、令和２

年７月策定）を基に、警戒レベルに応じて授業、入構制限、研究活動、課

外活動等を行うこととし、変化する感染状況、行政からの要請、社会ニー

ズ等を考慮しながら、教育研究活動を進めてきた。 

 

授業においては、令和２年度はオンライン授業の準備のため、学年暦を

１ヵ月後ろ倒しし、クラウドサービスの契約含めた IT 環境を速やかに整

備し、また各種ガイドラインやマニュアル類を準備して令和２年５月から

Web コミュニケーションツールや動画配信等用いた授業を実施し、また実

験系科目については３密の回避や消毒等による適切な感染予防にて対面

授業を実施した。後期は対面でスタートしたが、年末年始での帰省等によ

る感染拡大を防ぐため、年始からオンライン授業に切り替えた。令和３年

度は対面授業を基本に開始したが、４月１５日に本学学生の新型コロナウ

イルス感染が確認されたため、速やかに休校措置を講じオンライン授業に

切り替え、その後５月１７日から順次対面授業を再開した。 
 
新型コロナウイルス感染症により急遽オンライン授業を行う事になっ

たが、従来から少数の科目で利用していた授業支援システムの利活用が進

み、対面授業に戻った状態でも多くの科目でネットワークを介しての資料

配布や課題提出等が行われている。また一部の科目では対面授業を行う際

も授業前後で課題学習を課したり、対面授業中もチャット的な仕組みを用

いてアクティブラーニング型の授業を行うなど、対面とオンラインを用い

た新たなハイブリッド型授業に取り組んでいる。 
 

 学生に対しては、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う感染リスク、修

学不安、経済不安等の問題の軽減を図るべく様々な施策に取り組んでき

た。学生の感染リスク低減に向けては、講義室の座席数を減らしソーシャ

ルディスタンスの確保、講義室の定期的な換気、各建物・講義室入口に消

 

 

毒液の配備等を行った。また、学生に感染予防についての注意喚起や、新

しい生活様式の呼びかけるとともに、「新型コロナウイルスの理解度確認

テスト」を実施したり、学内 Web 内に設けた「新型コロナウイルス特設サ

イト」で情報発信するなどウイルスの特性・感染対策の理解を図り、学生

の行動変容を促した。修学不安については、チューターからの定期的な呼

びかけや、新入生に相談・助言等を行う新入生サポーター（上級生）の配

置、学生支援センターを中心とした相談体制の整備等を行った。また留学

生に対しても従来からある「留学生サポーター」が大学生活のサポートを

行い、また来日できずやむを得ず１年間休学することになった韓国人留学

生対しては国際交流センターがメールや電話にて継続的にフォローを

行った。 

 

経済不安については、国の施策としての各種奨学金・経済支援制度の情

報提供を適切に行い、また、鳥取市からの補助金を利用した学内アルバイ

トの機会提供や、日本学生支援機構の助成と個人・企業からの寄付金、本

学基金を利用した本学売店で使用できる商品券の配布、本学食堂での食事

代の補助を行った。その他、地域の個人・企業から、経済的に困窮してい

る学生が学び続けられるように米や野菜等の食材・物資等の寄付をいただ

き、企業の方から直接又は学友会を通じて配布するなどし、多くの学生に

行き渡った。 

 

 大学運営にあたっては、全教職員が感染予防の意識を高め、危機意識を

持って業務にあたった。審議会や教授会など、学内外の会議は感染予防に

努めてオンライン会議を中心に行った。また公開講座やオープンキャンパ

ス、保護者懇談会等のイベントについては、Web コミュニケーションツー

ルを用いた面談等の実施や動画配信を効果的に活用するなどオンライン

で実施し、参加者からも良い評価を得た。特に広報においてはオープン

キャンパスでの動画作成を起点とし、更に複数の動画コンテンツを整備す

ることで、インターネットを介して志願者含めたより多くの視聴者に対し

て大学の魅力を伝える新たな広報手段としての発展的な成果を得た。 

 

入試業務など対面しなければならない事業については、手指消毒の徹

底、マスク・フェイスシールドの着用、アクリル板の使用など感染予防を

徹底して実施した。一方で感染リスクが高く相手方との調整が難しい地域

活動や海外大学との交流事業はやむを得ず実施を見合わせた。海外渡航が

できない中でも、国際交流や語学留学への意欲の維持・向上や学びの機会
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を提供するために、英語村の活動を通じた異文化の紹介、オンラインでの

国際交流、過去語学研修参加学生体験談会を開催し、あらゆる機会を捉え

て留学意欲の向上を図るなど、新しい仕組みづくりに取り組んだ。 

 

＜教育研究活動、学生生活への主な対応＞ 

【令和元年度】 

 学内 Web、学外 Web 等で学生に対し、連絡事項のみならず新型コロナ

ウイルス感染症拡大の注意喚起や情報提供を定期的に発信した。［令和

２年度、３年度も継続して実施］ 

 新型コロナウイルス感染リスクを考慮し、全学の学位授与式は中止し、

学部（専攻）別に学位記を交付した。 

 

【令和２年度】 

 入学式を中止し、前期ガイダンス・フレッシャーズセミナー及び授業

開始時期を延期した。 

 従来より、全学生に対して情報リテラシ科目によってパソコンの利用

方法等の指導を行っていたため、遠隔授業へ障害なく移行する素地が

養われていたが、新入生が速やかにオンライン授業に対応するために

４月２０日２１日にフレッシャーズセミナーと情報リテラシを実施し、

履修に関する説明とパソコン及び授業支援システムの指導を行った。

授業開始に必要な準備を整え、５月１１日からオンライン形式で授業

を開始し、感染拡大防止に留意しつつ、６月２２日より段階的に対面

授業を再開した。 

 オンライン授業を行うために、クラウドサービスの契約や授業実施に

関するガイドラインの策定、マニュアル等の準備を行った。 

 慣れないオンライン授業への対応のため、総合戦略課及び図書情報課

と環境学部・経営学部・人間形成教育センターの教員３名でなる遠隔

授業支援チームを発足し、事務局及び各組織の非常勤講師を含む教員

への授業支援システム活用の支援等のサポートを行った。 

 鳥取県版新型コロナ警報に準拠した形で本学独自の「新型コロナウイ

ルス感染症への警戒段階別対応方針」を令和２年７月に策定した。授

業形態、学生の入構、研究活動、課外活動等は警戒レベルに応じた内

容で行うこととした。 

 

 

 新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、遠隔授業の実施や様々な活動

の自粛が求められるなか、新入生の修学の不安を解消するために、新

入生に助言等を行う新入生サポーター（上級生）を配置し、新入生の

支援を行った。［令和３年度も実施］ 

 新型コロナウイルス感染症拡大の影響によりアルバイトが無くなって

困っている等、金銭的な心配がある学生向けに、本学でのアルバイト

を準備した。授業支援システム内で募集を行い、学生は植栽管理、メ

ディアセンター運営補助、授業実施補助等に従事した。［令和３年度も

実施］ 

 学生支援センターでは、不安を抱える学生が安心して学生生活が送れ

るよう、こころの相談室、保健室と連携したサポート体制を整えた。

学生支援センターが窓口となり電話、メール等でも相談を受け付けた。

［令和３年度も実施］ 

 新型コロナウイルスの流行による影響について、学生の実態と本学の

新型コロナウイルス対応の有効性を確認するために、学生に対して

Web アンケート調査（実施期間８月２８日～９月２５日。選択回答 35

問、自由記述７問）を実施した。アンケート結果は、危機対策本部会

議で共有され、支援施策やガイドライン策定等に役立てた。 

 学生への連絡手段として、スマホアプリ「がプリ」を導入した。学生

が自身のスマートフォンにインストールすれば、緊急情報、重要情報

の即時の伝達が可能となった。 

 後期授業実施に当たり、新型コロナウイルス感染症対策として、感染

拡大リスクの高い３密を回避しつつ授業が実施できるよう「後期授業

実施ガイドライン」及び「学外教育活動に関するガイドライン」を策

定した。本ガイドラインの留意事項を遵守し、安全かつ効果的な授業

の実施に努めた。 

 令和２年９月から、新型コロナウイルス関連特設サイト（学内のウェ

ブサイト内）を設け、国や近隣自治体等から発信される重要情報や学

校生活等において有益と考えられる記事等を掲載した。新型コロナウ

イルスに関する情報提供を行うことで、学生及び教職員の知識向上を

図った。 

 新型コロナウイルス対策及び感染予防への意識啓発のため、後期開始

時のガイダンスにおいて、本学独自で制作した動画（学長によるメッ
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セージ、新型コロナウイルスの特性、感染予防対策等）を学生が視聴

した。また、ミニレポートの提出を通じて知識定着を図った。 

 新型コロナウイルス感染症拡大の影響を鑑みて学生の経済支援を行う

こととし、独立行政法人日本学生支援機構の助成と企業・一般個人の

寄付金を利用して、本学売店で使用できる商品券５００円分（学生支

援緊急給付金受給者は３，０００円分）を全学生対象に配布するとと

もに、本学食堂における１食３００円以上の食事に対して２００円の

補助を行った。令和２年７月から１２月で２，８４７千円の支援となっ

た。 

 学内の授業支援システム内に、新型コロナウイルスの特性・感染対策、

新しい生活様式、学生生活における注意事項等を問う、本学独自の理

解度確認テスト（全 25 問）を作成し、令和２年９月から１１月に本学

学生教職員６５０名が受験し、基本的な知識の定着と、個人レベルで

の意識変革、行動変容を図った。効果を高めるために、チューターを

通じた声掛け、ミニレポートを交えたアフターフォローを行った。 

 新型コロナウイルス感染症拡大防止のために実施した令和２年度の遠

隔授業について、その有効性と課題を探るため、各教員の担当授業の

運営状況等に関するアンケートを実施した。アンケート結果について

は内部質保証推進会議を中心に関係部局と連携してＰＤＣＡサイクル

に沿ってオンライン授業の効果を高めていくこととした。 

 

【令和３年度】 

 「新型コロナウイルス感染症への警戒段階別対応方針」に基づき、感

染状況に応じて、授業、入構制限、課外活動、研究活動、学内会議等

を継続実施している。 

 「２０２１年度前期授業実施ガイドライン」、「学外教育活動に関する

ガイドライン」等で、授業における３密回避、実施方法（遠隔、対面）、

欠席者への取扱等を示し、授業等を実施している。 

 本学学生に新型コロナウイルス感染症の陽性者が発生したことに伴い、

学内で新型コロナウイルス PCR 検査を実施し、９６３名が受検し、行

政、保健所と連携し、感染拡大防止に向け早期の封じ込めを図った。 

 本学おけるクラスター発生（体育館・クラブハウス）を踏まえ、鳥取

県の協力のもと「施設における新型コロナウイルス感染症対策マニュ

 

 

アル」「学生団体等の新型コロナウイルス感染症対策ガイドライン」等

を５月１３日に策定した。 

 指定場所でのＰＣＲ検査が困難な学生に対応するため、鳥取県・鳥取

市と連携し、学内ＰＣＲ検査体制を構築し、６月１日から受付を開始

した。 

 より多くの人がワクチン接種することで社会的な集団免疫効果が発揮

されることが期待されるため、本学学生・教職員の他、地域の企業等

を対象に加え、大学拠点接種（職域接種）を実施した。７月から８月

の土、日曜１２日間で１，７８３人（うち、学生・教職員１，０１３

人）が２回接種を完了した。 
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３ 中間評価期間の全体的状況 

  
公立大学法人公立鳥取環境大学は、設置者である鳥取県と鳥取市が定め

た６年間（平成 30 年度から平成 35※令和５年度）を計画期間とする公立大

学法人公立鳥取環境大学第２期中期目標（以下「中期目標」という。）の

実現に向け、本学で策定した公立大学法人公立鳥取環境大学第２期中期計

画（以下「中期計画」という。）及び毎年度定める年度計画に沿い、「大

学教育の質の向上」や「安定的な経営確保・財務内容の改善」等に積極的

に取り組んだ。 

 中期目標制定から３年が経過し、中期目標で定める３年ごとの中間評価

を行ったので、設置者に報告を行う。 
（中期目標抜粋） 
Ⅵ 点検・評価・情報公開に関する目標 ３ 中間評価に関する目標 

３年ごとに、大学運営についての中間評価を実施するとともに、そ

の時点における数値目標等を適正に見直し、設置者へ報告し、公表す

る。 
また、中間評価において明らかとなった課題、問題点を速やかに改

善する具体的なアクションプランを策定し、中期目標の確実な実施を

担保する。 
 
（１）法人の総括 

毎年度、公立大学法人公立鳥取環境大学評価委員会の評価を受けるとと

もに、指摘を受けた事項については鋭意改善に努めた。 
中期目標期間の中間時点における中期目標の大項目に係る年度計画の

評点平均点の推移は次のとおりである。  
区    分 平成 30 年 度 令 和 元 年 度 令 和 2 年 度 

大学の教育等の質の向上 B（3.5）  B（3.4）  B（3.5）  
業務運営の改善及び効率化 B（3.2）  B（3.2）  B（3.2）  
安定的な経営確保・財務内容の改善  B（3.5）  B（3.5）  B（3.5）  
点検・評価・情報公開 B（3.4）  B（3.4）  A（3.6）  
その他業務運営 B（3.1）  B（3.2）  B（3.1）  
全体評価 B（3.4）  B（3.4）  B（3.4）  

評価は、５点満点。評点は５段階（S=4.3 以上、A=3.6 以上 4.2 以下、B=3.0
以上 3.5 以下、C=2.0 以上 2.9 以下、D=1.9 以下）。 

 

 

 

特に令和元年、２年度においては、新型コロナウイルス感染症対策とし

て危機対策本部会議の設置による迅速な意思決定体制を整え、またWeb コ

ミュニケーションツールや動画配信等を用いたオンライン授業の実施に

取り組んだ。その他従来対面で実施していた諸活動においても、一部オン

ラインを利活用して実施するなど工夫して取り組み、公開講座やオープン

キャンパス等大学広報においては、動画配信を効果的に活用するなど、大

学運営の転機となった。 
 
【主な取組】  

 主 な 取 組 項 目 

平

成

３

０

年

度 

・「SDGs 取組宣言」を行い、教育・研究の両面から SDGs の取

り組みを開始 
・中央大学及び鳥取県との三者による連携協定を締結し、首都圏

大学との交流をスタート 
・本学では初となる欧州圏の大学との提携協議を進め、新たに

カッセル大学（ドイツ・ヘッセン州）と語学研修プログラムの

実施について合意 
・専任の「産官学連携コーディネーター」、「県内入学者促進コー

ディネーター」を配置 
・岩美町に「岩美むらなかキャンパス」を開設 
・「環境方針」を改訂し、鳥取県版環境管理システム「TEAS」に

準拠したシステムを構築 
・入試のインターネット出願を導入 
・内部質保証を推進するため新たに「内部質保証推進会議」を設

置するとともに、教育の質保証に関する専門的な事項に関する

調査、研究を行う組織として「教育質保証推進ユニット」を設

置 
・事務局総務課内にＩＲの推進や大学の内部質保証等に関する事

務を所管する総合戦略室を設置 
・学外ホームページをリニューアル 

令

和

元

年

度 

・令和３年度から始まる新しい入試の制度設計を実施。またカリ

キュラム改革と副専攻制度の導入を決定。 
・COC/COC+事業として、地域人材を認定する資格制度「TUES 麒

麟マイスター」及び TUES 麒麟マイスターが行う一定の研究課

題に助成する「麒麟特別研究」制度を創設 
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・両学部の教員が連携して SDGs の啓発的専門書を出版 
・公立鳥取環境大学内部質保証に関する基本方針を制定 
・SDGs の達成に貢献するため、教育面においては、すべての授業

科目が SDGs のどのゴールに関連するかをシラバスに掲載。ま

た SDGs 特別シンポジウムや SDGs カフェなどを実施し、学生

への教育機会を充実 
・授業支援システムを利用するラーニングポートフォリオ（学修

成果の蓄積、学生の文章による振り返り、教員からのコメント）

の運用を開始 
・CEFR 測定のため、新たに GTEC 試験を導入 

令

和

２

年

度 

・全学的に取り組む SDGs に関して、総合教育科目として「SDGs
基礎」を開講。また、環境学部の「SDGs 地域塾」や経営学部の

「SDGs カフェ」等、学内で多様なイベント等を実施。 
・７年に１度の機関別認証評価を受審し、認定証を受領 
・新型コロナウイルス感染症対策として危機対策本部会議を設置 
・オンライン授業や外部との連携に必要となる ICT 環境を整備 
・学修や生活に不安を抱える学生への支援（新入生サポーター制

度や学食支援等） 
・動画による公開講座やホームページの動画コンテンツを充実 
・令和３年度入学生に対するカリキュラム改訂と併せて分野別副

専攻（環境学、経営学、AI・数理・データサイエンス）、課題別

副専攻（英語実践、地域実践（麒麟））を整備 
・メール等以外での学生への迅速な連絡手段として、スマホアプ

リ・システム（Push 通知・安否確認等）を導入 
・令和３(2021)年度入試では募集人員を増やし、新たな入試制度

（総合型選抜、学校推薦型選抜Ⅰ型・Ⅱ型・Ⅲ型）にて入試を

実施（Ⅱ型、Ⅲ型は県内出身者対象入試） 
・学生支援や就職支援を教職協働で進めるため、組織規程を整備

し、「学生支援センター」「就職支援センター」を設置 
また、入試実施や分析等の対応組織として「アドミッションセ

ンター」を令和３年度に設置することを決定 
・語学留学の代替措置として「オンライン de 国際交流」を実施 
・国際協定校として、セントラルクリスチャンカレッジ・カンザ

スと共同プログラム実施に向けた覚書を締結 
 

 

 

（２）大項目ごとの状況及び評価 
 ア 大学の教育等の質の向上に関する事項 
 人間形成教育、環境学部、経営学部、大学院環境経営研究科の目的に

沿って教育を行うとともに、環境学と経営学の基礎を幅広く理解して問

題解決能力を涵養する「公立鳥取環境大学版リベラルアーツ」の理念を

実現するため、経営学部５科目、環境学部６科目を人間形成教育セン

ター科目として受講できるようにしている。 

 本学の基本理念「人と社会と自然との共生」に合致する SDGs の達成

に貢献するため教育面においては、すべての授業科目がSDGsのどのゴー

ルに関連するかをシラバスに掲載し、履修科目選択の時点から社会的課

題への意識付けを促している。 

 地域人材の育成の面では、「プロジェクト研究 1～4」において、両学

部の全学生が２年次終了までに地域連携型の課題（麒麟プロジェクト研

究）を履修するシステムを構築し、また、地域志向科目として複数の科

目を設定し、実践的な教育を行っている。このほか、一定の地域志向科

目の修了等の要件を満たし、地域への理解を深め、かつ地域活動への貢

献意欲を有すると認められる学生に対する資格認定制度「TUES 麒麟マ

イスター」制度と、「TUES 麒麟マイスター」が行う卒論研究のうち、学

術的かつ地域への成果の還元が期待できる研究課題を「麒麟特別研究」

として採択し、研究費の一部を助成している。 

 令和２年度にはオンライン授業の実施および学内外の Web によるコ

ミュニケーション推進のため、外部オンラインストレージやストリーミ

ングサーバ、Web 会議システムを導入するなど ICT 環境の充実に取り組

み、引き続き ICT を活用した授業改善に取り組んでいる。 

 教育改善の取組としては、「内部質保証推進会議」、「教育質保証推

進ユニット」が中心となって、授業評価アンケート等をベースとした

PDCA サイクルを回すとともに、令和２年度には７年に１度受審する機

関別認証評価の認証手続きの過程で、教学に関わる事項を中心に各種項

目を点検することを通じ、内部質保証の取り組みを推進している。 
 各教員が毎期週２回オフィスアワーを実施し、また１年生について

は、前期・後期について必修科目から２科目を選択して、２年生につい

ては、前期必修科目のうち１科目を選択して、講義４回終了時に３回以

上欠席している学生を対象に、チューターと令和２年度に設置した学生

支援センターとがフォロー面談を実施することで、早期指導・解決に取

り組んでいる。その結果、退学率は以下の通り、国公私立大学の平均退
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学（除籍を含む。）率以下となっている。 
 

 平成 30 令和元 令和２ 

全国平均※ 2.65 2.7 2.7 

本学退学率 2.32 2.7 2.5 

本学退学者数 28 33 31 

 ※国公私立大学の平均退学率（除籍を含む） 
 
 学生支援については、資格取得、クラブ活動、就職活動等の経済支援

の他、「鳥取県内出身学生生活支援制度」にて県内出身学生に対し生活

費等の経済的支援を行っている。また令和２年度から実施された国の

「高等教育の修学支援新制度」に対応し、入学金や授業料の減額または

免除を行っている。 
就職支援については、令和２年度に就職支援センターを設置し、低学

年時から県内就職、企業の魅力を伝える授業等を体系的に実施し、また

３年次の学生全員に対し面談を実施するなどのきめ細かな対応を心が

け手厚く就職指導を行った結果、就職率等は以下のように全国国公立大

学平均を上回っている。 

なお、令和２年度の県内就職率が低下した理由は、コロナ禍の中での

就職活動において、①Web 面接導入による選択肢の多様化、②内定学生

の早期の就職活動終了傾向、③県外出身学生の地元志向、④県内有効求

人倍率の低下等が複合的に影響したものと分析している。 

 
 平成 30 令和元 令和２ 

就職内定率 99.1 98.7 98.4 

全国平均※ 97.3 98.2 95.9 

県内就職率 23.7 23.4 14.3 

※全国国公立大学平均値 
 
 サステイナビリティ研究所では、SDGs 推進の担い役として、SDGs 関

連イベントを数多く開催したほか、環境学部の「SDGs 地域塾」や経営学

部の「SDGs カフェ」等、学内の SDGs 関連イベントと連携して SDGs の全

学的活動を推進した。地域イノベーション研究センターでは「地域連携

活動推進助成金」を交付し、学生の地域での調査研究活動や地域連携活

動の促進を図っている。 

 

 

 国際交流については、英語村の充実の他、新たに「オンライン de 国

際交流」によるオンライン語学留学を実施し、学生の留学に対するモチ

ベーションや関心を更に高めるよう努力している。また、新たにカッセ

ル大学（ドイツ）やセントラルクリスチャンカレッジ・カンザス（アメ

リカ）と協定を結ぶなど、語学研修機会等の拡大を図っている。 

 公開講座は広く一般向けの講座のほか、小中学生向け科学教室や社会

人向けキャリアアップ講座など多様な参加者層を意識したテーマを設

け、本学、まちなかキャンパス、岩美むらなかキャンパス、西部サテラ

イトキャンパス等でも開催している。 
 

 平成 30 令和元 令和２ 

参加者数 2,398 2,963 2,071※ 

 ※令和 2 年度実績には、Web 参加や動画視聴も含む。 
 
イ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 
 学外有識者の参画をいただいて経営に関する重要事項を審議する「経

営審議会」、教育研究に関する重要事項を審議する「教育研究審議会」

を年４回程度開催している。 
 大学運営の重要な事項を協議する「幹部会議」を月２回定例開催し、

学部や人間形成教育センターの運営に係る重要事項について連絡調整

及び協議を行うため、「学部等連絡調整会議」を月１回開催している。 
 「公立鳥取環境大学を支援する会との産学官連携に関する懇談会」、

「TUES サポーターとの意見交換会」等の機会を利用して、外部の様々な

意見を聴き、大学運営の参考としている。また学生の修学状況及びそれ

に対する大学の支援状況等について保護者に理解を深めてもらうため

「保護者懇談会」を実施した。 
 事務局全体における業務改善および効率化のため、事務職員が鳥取県

職員人材開発センター及び公立大学協会主催の業務分野別協議会等、各

種研修機会を積極的に活用し、事務局における職位や経験年数に応じた

階層別研修を計画的に実施することで、職員個々の能力開発を図った。

また、全学的に展開して共有すべき事項については、ＦＤ・ＳＤ研修を

行い、大学運営に資する知識習得や意識啓発を行った。 
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ウ 安定的な経営確保・財務内容の改善に関する事項 
 鳥取県内においては前年入試及び高校訪問結果を検証したうえで、実

績が見込める高校に重点的に訪問し、また鳥取県外で鳥取大学と共催で

高校教員説明会を開催し、教員に対し概要・入試説明を実施した。 
 鳥取県教育委員会と連携した県内高校への働きかけと、高校訪問や教

員説明会、校長との意見交換会等を実施し、県内の高校生に対しては、

高校内ガイダンスや進学相談会を通じて、本学の魅力を伝えた。また多

くの来場者が見込める都市部で開催される大規模相談会や、本学教員の

模擬授業を行える進学相談会等に参加し、志願者確保に努めた。また

オープンキャンパスでは、教員との面談の他、職員による進学相談や学

生相談コーナーを設け、参加しやすい環境整備に努めた。その他、令和

２年度は新型コロナウィルス感染症対策のため、Web オープンキャンパ

ス用に大学紹介、模擬授業等を動画コンテンツとして作成し、終了後も

動画コンテンツ等を拡充して受験者向け広報を充実させた。 
上記取り組み等にて志願者を安定的に確保し、黒字を確保している。 
 

 平成 30 令和元 令和２ 

OC 参加者数 1,131 1,418 450※ 

※Web オープンキャンパスとし、申込者数のみの人数（１申込で相談会

等に保護者含めた参加あり）。また動画再生は期間中 2,510 回。 
 

志願倍率 … 国公立大学平均値以上を目指す。 

 平成 30 令和元 令和２ 

募集人員 276 276 300 

志願者数 1,643 1,360 1,344 

志願倍率 6.0 4.9 4.5 

国公立大平均 4.7 4.3 4.3 

 

入学定員充足率 … 100％を達成する。 

 平成 30 令和元 令和２ 

募集人員 276 276 300 

入学者数 299 306 315 

定員充足率 108.3 110.9 105.0 

 

 

 

県内入学率  … 中期目標期間内に県内入学率 25％以上を目指す。 
 平成 30 令和元 令和２ 

入学者数 299 306 315 

県内者 47 49 67 

県内入学率 15.7 16.0 21.3 

 
 収入額…年間７億円以上を達成する。 

 平成 30 令和元 令和２ 

自己財源 9.03 億円 8.82 億円 8.14 億円 

 

自己財源比率…中四国公立大学平均以上を目指す。 

 平成 30 令和元 令和２ 

比較大学平均

※ 

41.9 47.2 41.1 

本学 52.1 54.0 48.3 

 

経常的支出に占める人件費の割合…中四国公立大学平均以内を目指す。 

 平成 30 令和元 令和２ 

比較大学平均

※ 

64.4 67.8 63.8 

本学 59.3 63.8 64.5 

※比較対象となる他大学の平均は、１年古い年度の値（決算後でないと

確定しないため）。 
 令和２年度は、コロナの影響による事業の中止や縮小のため経常的支

出は減少し、相対的に経常的支出に占める人件費の割合は増加した。 
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エ 点検・評価・情報公開に関する事項 
新生公立鳥取環境大学運営協議会をはじめ、設置者との連絡調整を

図り、大学経営や運営の改善に取り組んでいる。 
「公立鳥取環境大学内部質保証に関する基本方針」に従い、内部質

保証を推進する「内部質保証推進会議」、教育の質保証に関する専門

的な事項に関する調査、研究を行う「教育質保証推進ユニット」が中

心となって、授業評価アンケートやラーニングポートフォリオ等を

ベースとした PDCA サイクルによる教育内容の改善・充実に取り組ん

でいる。 
 令和２年度は、７年に１度受審する機関別認証評価を受審し、一般

財団法人大学教育質保証・評価センターから認証を得た。認証手続き

の過程で、大学の基本情報や教育情報の公開状況を点検し、更に教学

に関わる事項を中心に各種項目を点検することを通じ、内部質保証の

取り組みを推進した。 
 
オ その他の業務運営に関する事項 

コンプライアンスの推進に関する基本方針や職員倫理規程の周知を

図るとともに、教職員、学生等にコンプライアンスに関わる啓発、研修

等を実施し、引き続きコンプライアンスの維持・向上に取り組んだ。ま

た、ハラスメント防止研修の開催、啓発パンフレットの配布などにより、

学生及び教職員等の修学上又は就労上における健全で快適な環境の確

保や、不正行為防止対策委員会と不正使用防止計画推進委員会が連携し

て、適切な研究活動を支援するほか、教職員・大学院生等を対象とする

啓発用リーフレットを配布し、研究不正の防止に努めた。 
キャンパス各所に「学生・教職員提案箱」を設置し、学生サービスの

向上や、事務の改善等につながる提案や意見を募り、風通しの良い大学

風土作りに取り組んだ。 
鳥取県版環境管理システム（TEAS 第Ⅰ種）の規格に基づく本学の環

境マネジメントシステムにより、本学の環境方針及び中期目標と整合し

た実行目標の達成に向けて取り組んだ。 
また施設保全計画に基づき、計画的な機器類の更新と、キャンパスの

ユニバーサルデザイン化及び魅力ある施設づくりに寄与する改修工事

を実施した。 
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４　細目ごとの評価推移

大項目 中項目 小項目 細目 No. H30平均 R1平均 R2平均

１　教育 教育の目的 1 4.00 4.00 4.00

人間形成教育の目的 2 3.00 3.00 3.00

環境学部の目的 3 4.00 4.00 4.00

経営学部の目的 4 4.00 4.00 4.00

大学院環境経営研究科の目的 5 3.00 3.00 3.00

（1）教育内容

①教育方針

②教育内容 ア　学部教育 9 3.33 3.00 3.00

イ　大学院教育 10 3.00 3.00 3.00

ウ　入学前教育 11 3.00 3.00 3.00

①教員の適正な配置等 13 3.00 3.00 3.00

②教員評価制度 14 3.00 3.00 3.00

①教育内容の質の点検 15 3.50 4.00 4.00

②授業改善の取組 16 3.00 3.50 3.50

③地域の企業や関係団体との連
携 17 4.00 4.00 4.00

④実践的な教育の展開 18 3.67 3.67 4.00

①ＩＣＴ環境等の充実 19 3.33 3.33 4.00

②研究用図書等の充実 20 4.00 4.00 4.00

③教育研究環境の充実 21 5.00 4.00 3.00

（５）就職支援

（６）学生支援 ①学修等支援 24 3.00 3.00 3.17

③多様な学生の支援 26 3.67 4.00 4.00

④経済的な支援 27 3.00 3.00 3.67

⑤健康等の支援 28 4.00 3.50 3.50

２　研究 29 3.67 3.67 4.00

30 3.67 3.67 3.00

①地域社会との連携 31 3.67 3.67 3.67

③地域連携の拠点 33 3.00 3.00 3.00

④地域社会に対する大学教育・成
果の還元

34 4.00 3.60 4.00

⑤地域との連携 35 3.40 3.40 3.60

⑥地域の学校との連携 36 3.00 2.67 3.00

⑦ＴＵＥＳサポーターの任命 37 4.00 3.00 3.00

（２）　国際交流

②海外留学の促進 39 3.25 3.50 3.67

③国際交流窓口機能の充実 40 3.00 3.50 3.00

3.00 3.00 3.0032

38 3.33 2.75 3.00

②「地（知）の拠点大学による地方
創生推進事業（COC＋事業）」の取
組

3.40 3.40 3.67

3.297 3.29 3.60

6

8 4.00 3.67 3.67

4.00 4.00 -

4.004.003.00

ア　学位授与方針（ディプロマ・ポリ
シー）に基づいた教育の実施

エ　リメディアル教育（基礎学力を
補うために行われる教育） 12

22

23

3.67 3.67 3.50

3.67 3.67 3.67

（１）　研究水準及び研究の成果等

25

②就職に役立つ資格取得の支援

イ　教育課程の編成・実施方針（カ
リキュラム・ポリシー）の明確化

ウ　入学者受入方針（アドミッショ
ン・ポリシー）に基づいた入学者選
抜

Ⅰ　大学の教育等
の質の向上

②学生一人ひとりの活動記録
（ポートフォリオ）の作成

①キャリア教育方針の明確化と学
生への就職活動支援

（３）教育の質の改
善及び向上

（２）教員評価制度・
任用制の適切な実
施

（４）教育環境の整
備

（２）　研究実施体制の整備

（１）　地域社会との
連携

①海外大学との交流推進と環境整
備

３　社会貢献・地域
貢献
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大項目 中項目 小項目 細目 No. H30平均 R1平均 R2平均

１　経営体制 41 3.50 3.50 3.00

42 3.17 3.29 3.75

43 3.00 3.00 3.00

44 3.00 3.00 3.00

45 3.33 3.00 3.00

１　安定的な経営確保 46 3.60 3.60 4.00

２　志願者確保 （１）志願者確保 47 3.80 3.80 3.80

48 3.00 3.00 3.00

49 4.00 3.67 3.67

（１）授業料等の設定 50 3.00 3.00 3.00

（２）競争的外部資金の獲得 51 4.00 4.00 3.00

４　経費の抑制 52 3.33 3.17 3.00

（１）適正な施設整備とその活用 53 3.00 2.50 4.00

（２）施設の積極的地域開放 54 4.00 4.00 -

１　チェック体制・設置者による評価 55 3.00 3.00 3.00

２　自己点検 56 4.00 4.00 4.00

３　中間評価 57

（１）実効的な広報戦略の展開 58 4.00 4.00 4.00

（２）積極的な情報提供 59 3.00 3.00 3.00

１　コンプライアンス（法令遵守） 60 3.00 3.00 3.00

61 3.00 3.00 3.00

62 3.50 3.33 3.00

63 3.00 3.33 3.33

H30 R1 R2

3.43 3.39 3.44

B B B

２　地域に開かれた大学づくり

３　事務局の組織・
人事制度と人材育
成

２　人権

３　施設整備

（２）事務職員人事評価制度の導入

（２）志願者動向の継続的な把握と大学の魅力づくりの
方策

３　自己財源の増加

（１）多彩で有能な事務職員育成

４　大学の効率化・合理化

評価委員会全体（年度）評価
 ※R2年度は法人評価

全体（年度）評価

Ⅴ　その他業務運
営

Ⅳ　点検・評価・情
報公開

Ⅲ　安定的な経営
確保・財務内容の
改善

４　安全管理

（３）入試のあり方等の検討

４　情報公開と広報
活動

５　資産の運用管理
の改善

Ⅱ　業務運営の改
善及び効率化

11



H30 R01 R02 R03 R04 R05

教育内容 学生の英語能力

中期目標期間内に、ＴＯＥＩＣ、ＴＯＥＦＬ、英
検等の英語検定試験において、ＣＥＦＲにおける
Ｂ１レベル（※）以上の者を、年間３０人以上達
成することを目指す。
※ＴＯＥＩＣ６００点相当、ＴＯＥＦＬ５０点相
当又は英検２級相当。

12 38 36

本学 99.1 98.7 98.4

国公立
大学平
均

97.3 98.2 95.9

54 52 35

228 222 244

23.7 23.4 14.3

75 75 100 100 100 100

118 127 91

2.65 2.7 2.7

2.32 2.7 2.5

28 33 31

40 40 45 45 50 50

90 92 68

環境に関する国際
会議、シンポジウ
ム等

毎年度実施 3 4 1

18.4 18.4 23.3

23 21 18

18.6 19.4 22.1

4 6 1

17.4 26.1 5.6

公開講座の開催回
数等

毎年度１，１００人の参加者数を達成する。 2,398 2,963 2,071

23 30 35

30 30 31

小中学校、高校へ
の出前授業回数

毎年度２８回以上実施する。 24 23 9

小中学校、高校の
公式行事としての
利用回数

毎年度２５回以上の利用を目指す。 19 15 10

52 58 0

9 8 0

海外大学との教員
交流・学術交流

連携大学数を増加し、共同研究を実施する。 9 10 11

交流回数（回）

小・中・高校公式
見学来学(回）

研究(件）

成果発表（件）

実績（回）

留学経験学生を中期目標期間内で２７０人を目指
す。

連携大学数（校）

海外大学との学生
交流・文化交流

毎年度学生数５０人、交流回数１０回以上を目指
す。

学生数（人）

地域活性化・地域
貢献に関する研究

毎年度研究３５件、成果発表３０件を達成する。

近県公立大学平均以上の採択率（継続課題を含
む。）を目指す。

他大学平均

本学（％）

本学新規採択数

区分等

達成状況

第２期数値目標

項目 数値目標

５　中期目標期間内に達成すべき目標・目指すべき目標として示された数値目標の推移

区分

Ⅲ　大学の教育等の質の向
上に関する目標

１教育

単位（人）

就職支援

就職
率
（％）

実績（人）

退学者数（人）

県内就職者（人）

県内就職率（％）

１００％を目指し、就職状況調査大学平均以上を
達成する。

設置者、産業界と協働して取り組み、中期目標期
間内に、県内就職率３０％以上を目指す。

就職率

年度目標（人）

就職者（人）

実績（人）

全国平均（％）

本学（％）

資格受検
学生全員の就職に役立つ資格の受検を推奨し、中
期目標期間内に延べ５５０人の検定取得を達成す
る。

年度目標（人）

単位（人）

３　社会貢献・地域貢
献

３　社会貢献・地域貢
献

学生支援

年度当初の在校学
生のうち当該年度
内に退学した学生
の割合

国公私立大学の平均退学（除籍を含む）率以下を
目指す。

２　研究

実績（回）

競争的外部資金の
申請

全教員が申請に関わり、同規模（教員数）公立大
の平均新規申請数以上を達成する。

他大学平均

本学（件）

競争的外部資金の
採択率

留学経験
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H30 R01 R02 R03 R04 R05区分等

達成状況

第２期数値目標

項目 数値目標
区分

全学的な大学行事
への参画率

オープンキャンパス等の教職員参加率80％以上を
目指す。

98 95 70

104 23 37

収入額 年間７億円以上を達成する。（自己財源） 9.03 8.82 8.14

41.9 47.2 41.1

52.1 54 48.3

64.4 67.8 63.8

59.3 63.8 64.5

276 276 300

1643 1360 1344

6.0 4.9 4.5

4.7 4.3 4.3

276 276 300

299 306 315

108.3 110.9 105

299 306 315

47 49 67

15.7 16 21.3

オープンキャンパ
ス参加者数

毎年度１，０００人以上の参加を目指す。 1131 1418 450

公開項目の公開度
ホームページ上で、学校教育法に定める公開項目
の公開度を向上

58 39 27

29 22 8

147 92 104

ＣＯ２排出削減量 年間１，０００トン以下を目指す。 1331.5 1297.0 1261.7

大学の評価を高め
ＰＲにつながるマ
スコミへの掲載数

毎年度マスメディアに５０件以上の掲載を目指
す。

報道提供（件）

新聞掲載数（件）

Ⅵ　点検・評価・情報公開に
関する目標

学校教育法施行規則に定められた事項（９項目）につい
てホームページ上に公開している。

４　情報公開と広報活
動

Ⅶ　その他業務運営に関す
る重要事項に関する目標

３　施設整備の整備活
用等

実績（トン）

掲載数（件）

実績（人）

実績（百万円）

実績（億円）

本学（％）

本学（％）

<当期総利益>

県内入学率（％）

入学者数（人）

県内者（人）

志願者数（人）

志願倍率（％）

中四国公立大学平均以上を目指す。

経常的支出に占め
る人件費の割合

中四国公立大学平均以内を目指す。

他大学平均

他大学平均

Ⅴ　安定的な経営確保・財
務内容の改善に関する目標

１　安定的な経営確保

黒字化
運営費交付金は地方交付税算入試算額以内とし、
黒字化を維持する。

入学定員充足率 １００％を達成する。

募集人員（人）

入学者数（人）

定員充足率（％）

国公立大平均

志願倍率 国公立大学平均値以上を目指す。

募集人員（人）

２　学生確保・入学者
受入

県内入学率２５％以上を目指す。県内入学率

自己財源比率

県内高校校長との意見交換会は毎年度開催。
保護者懇談会については、令和元年度から毎年実施。

２　地域に開かれた大
学づくり

実績（％）

高校・保護者との
意見交換

県内高校や経済界等との意見交換、保護者会を毎
年度開催する。

Ⅳ　業務運営の改善及び効
率化に関する目標

１　経営体制
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６ 中期目標を達成するための中期計画の内容と実施状況について 

 

Ⅰ 大学の教育等の質の向上に関する目標 

１ 教育の目的に関する目標 

中期目標 

公立鳥取環境大学では、自然環境保全と人間の経済活動とのバランスを考えた持続可能な社会の構築を目指し、環境と経営をともに理解し地

域の核となるとともに、世界を舞台に活躍できる、実践的な能力を有した人材を育成する。そのためにカリキュラムの改善等を含めた教育内

容の充実をたゆまず行うと同時に卒業生の質の一層の向上を図る。特に学部教育では、幅広い知識と基礎学力を身につけさせる「公立鳥取環

境大学版リベラルアーツ」の理念に基づいた教育を実践する。 

また、日本初の環境系大学として積み上げてきた蓄積を活かした環境学部、また、山陰初の経営学部を今後もさらに発展させ、山陰の知の拠

点としてその存在がより広く周知されるよう努力を続ける。  
 

No. 中期計画  実施状況 

1 

自然環境保全と人間の経済活動とのバランスを考

えた持続可能な社会の構築を目指し、環境と経営を

ともに理解し地域の核となるとともに、世界を舞台

に活躍できる実践的な能力を有した人材を育成し、

世に送り出すことを最重要な目標とします。そのた

めにカリキュラムの改善等を含めた教育内容の充

実をたゆまず行うと同時に一層質の高い卒業生の

輩出に努めます。 

特に学部教育では、幅広い知識と基礎学力を身に付

けさせる「公立鳥取環境大学版リベラルアーツ」の

理念に基づいた教育を実践し、公立鳥取環境大学発

の特色ある教育を確立していきます。 

また、日本初の環境系大学として積み上げてきた蓄

積を活かした環境学部、山陰初の経営学部を今後も

さらに発展させることによって、山陰の知の拠点と

してその存在がより広く周知されるよう努力して

いきます。 

 

 

  

平成 28 年度から新カリキュラム（16 カリキュラム）の運用を開始し、各学部の専門科目を他学部

の人間形成科目として履修できるようにしました（環境学部：経営学入門、現代経済学入門、統計

学入門、国際関係入門、経済史、経営学部：自然環境保全概論、循環型社会形成概論、人間環境概

論、環境と倫理、環境と文明）。 

平成 30 年度には、本学の建学の理念である「人と社会と自然との共生」の実現に貢献する有為な

人材の育成と創造的な学術研究を目標としつつ、この理念に合致する SDGs（国連の持続可能な開

発目標）を推進することを宣言（SDGs 取組宣言）しました。 

令和元年度は、SDGs の達成に貢献すべく、「教育」、「研究」、「地域貢献」のそれぞれの分野で具体

的な活動計画を策定し、この計画に沿った取り組みを推進しました。特に、教育面においては、本

学が開講するすべての授業科目が SDGs のどのゴールに関連するかをシラバスに掲載することで、

学生が履修科目を選択する際に参考となる指標を提供し、履修科目選択の時点から学習内容及び

成果を意識させることで、受講意欲を高め、学生自らが主体となって捉えるべき社会的課題への

意識付けを促しました。そのほか、SDGs 特別シンポジウムや SDGs 地域塾、SDGs カフェなどを実

施し、学生への教育機会を充実させました。 

 

【平成 30 年度：4.00】 

・ 2015 年９月の国連サミットで採択された持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向け、平成 30

年 10 月に「SDGs 取組宣言」を行い、教育・研究の面から SDGs の取り組みを開始。今後、知の

拠点として、ステークホルダーと連携を図りながら、SDGs の達成に貢献していくこととしまし

た。 

 

【令和元年度：4.00】 
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・ SDGs の達成に貢献すべく、「教育」、「研究」、「地域貢献」のそれぞれの分野で具体的な活動計

画を策定し、この計画に沿った取り組みを推進。特に、教育面においては、本学が開講するす

べての授業科目が SDGs のどのゴールに関連するかをシラバスに掲載し、学生が履修科目を選

択する際に参考となる指標を提供して、履修科目選択の時点から学習内容及び成果を意識させ

ることで、受講意欲を高め、学生自らが主体となって捉えるべき社会的課題への意識付けを促

進。その他、SDGs 特別シンポジウムや SDGs カフェなどを実施し、学生への教育機会を充実さ

せました。 

 

【令和２年度：4.00】 

・ 学生の SDGs への理解を深めるため、総合教育科目として「SDGs 基礎」を開講しました。  
 

【人間形成教育の目的】 

中期目標 
「公立鳥取環境大学版リベラルアーツ」の理念の下、環境学及び経営学それぞれの基礎を含む幅広い教養、自ら学び行動する力、コミュニケー

ション能力を高度に育成する。 

 

No. 中期計画  実施状況 

2 

教育課程の中に人間形成教育科目群として総合教

育科目、環境基礎科目、外国語科目、情報処理科目、

キャリアデザイン科目及び総合演習科目を配置し、

幅広い知識と基礎学力、問題発見から解決策を導き

出す能力や自ら行動する力など社会で必要な基礎

力を身に付けた人材を育成することを目指します。 

〔総合教育科目〕 

自らの学部の専門性に留まらない幅広い分野の基

礎的学力を高めます。また、鳥取固有の自然や歴史

文化などを学ぶ科目も配置し、地域への理解を深め

ます。 

〔環境基礎科目〕 

環境に関する基礎知識と様々な環境問題に対し、

自ら行動する意識を深めます。 

〔外国語科目、情報処理科目〕 

英語を中心としたコミュニケーション能力や社会

人として必要な情報処理技術を活用する基礎的な

社会で必要となる基礎力を身に付けた人材を育成することを目的とした人間形成科目群を開講し

ました。 

［総合教育科目］ 

・ 歴史、文化等の幅広い知識や数学の基礎的学力を涵養する科目や、地元鳥取の自然や歴史文化

を学ぶ「鳥取学」、報告書等作成に必要となる基礎的な国語力を養う「文章作成１・２」などの

科目に加え、社会体験学習を含んだ「基礎インターンシップ」や「特別演習」を開講しました。 

［環境基礎科目］ 

・ 「環境学概論」を開講しました。 

［外国語科目、情報処理科目］ 

・ 英語科目では「Intensive English １〜８」を必修科目として開講し、第２外国語科目として

中国語、韓国語、ロシア語を選択科目として開講しました。その他、選択科目として「発展英

語」や「海外語学実習」などを開講しました。 

・ 「情報リテラシー１・２」を必修科目として開講しました。 

［キャリアデザイン科目］ 

・ 「キャリアデザインＡ・Ｂ」を開講しました。 

［総合演習科目］ 

・ 「プロジェクト研究１〜４」を開講しました。それぞれ 36 テーマで開講し、そのうちの４分
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実践力を高めます。 

〔キャリアデザイン科目〕 

自分らしい生き方や働き方を、自らが考え探し出し

ていくことができる能力を高めます。 

〔総合演習科目〕 

２年間を通して段階的に、調査・分析・プレゼンテー

ションの方法、そして問題発見から解決策を導き出

す能力を育成します。併せてレポートのまとめ方、

討論の仕方、共同研究の進め方など社会で必要な基

礎力を高めます。 

の１のテーマについては「麒麟プロジェクト研究」と位置づけ、地元鳥取に深く関連したテー

マとしました。 

 

【平成 30 年度：3.00】 

【令和元年度：3.00】 

【令和２年度：3.00】 

 

 

【環境学部の目的】 

中期目標 

「持続可能な地域社会づくりのための具体的な提案･実践ができる人材の育成」を目指し、以下の観点から総合的に環境問題に取り組むことに

よって、環境問題の全体像の理解と同時に、専門的な知識と思考力･行動力や高い教養、応用力を身につけた人材を育成する。 

①「自然環境保全」：大気、水、土壌、地質及び生物からなる自然生態系を調べ、健全な状態を維持創出する方法を探る。 

②「循環型社会形成」：大量のエネルギーや物質を消費する人間活動が自然生態系に及ぼす影響を調べ、活動が生態系にダメージを与えない方

法を探る。 

③「人間環境」：人間が、より快適な生活ができるように作り出してきた、居住地をはじめとした人工的環境を調べ、生態系と共存するあり方

を探る。 

教職課程（中学・高校理科教諭）では、環境問題に関する基本的理解を持った理科教員を養成する。 

また、人材育成にあたっては、座学での理論的学修と同時に、鳥取の豊かな自然を活かし、地域に存在する環境問題を題材とするフィールド

ワークを重視した教育によって、環境問題の理解やその改善のための実践力及び汎用的な問題解決能力を育成する。 

さらに、理系分野からの環境問題の改善に繋がる能力、あるいは科学的な物の見方の向上には、様々な高度な機器を使用した測定や分析の体

験が重要であり、新設した実験研究棟や設備を活用し、実習活動を充実することで、対象の構造や変化の仕組み等を探求できる人材の育成に

努める。 

 

No. 中期計画  実施状況 

3 

「持続可能な地域社会づくりのための具体的な提

案･実践ができる人材の育成」を目指し、以下の観

点から総合的に環境問題に取り組むことによって、

環境問題の全体像の理解と同時に、専門的な知識と

思考力･行動力や高い教養、応用力を身に付けた人

材を育成することを目指します。 

ア「自然環境保全」：大気、水、土壌、地質及び生物

公立鳥取環境大学として取り組むこととなった SDGs 教育について、より深めた議論を行い、各講

義科目の SDGs 教育体系における位置づけを明らかにしたのみでなく、各講義においてもより積極

的に SDGs 教育の視点を取り入れていくこととしました。 

１，２年では環境問題を「自然環境保全」、「循環型社会構築」、「人間環境」という３つのプログラ

ムの視点から提示し、問題の全体像をつかんでもらい、そのうえで、３，４年次では、各々の学生

が興味をもった専門分野に進めるようなカリキュラムを設定しており、それに従って、教育を進め

てきました。その中に、地域現場での多くのフィールドワークも含めました。 
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からなる自然生態系を調べ、健全な状態を維持創

出する方法を探る。 

イ「循環型社会形成」：大量のエネルギーや物質を

消費する人間活動が自然生態系に及ぼす影響を

調べ、人間活動が自然生態系にダメージを与えな

い方法を探る。 

ウ「人間環境」：人間が、より快適な生活ができるよ

うに作り出してきた、居住地をはじめとした人工

的環境を調べ、生態系と共存するあり方を探る。 

エ「教職課程（中学・高校理科教諭）」：環境問題に

関する基本的理解を持った理科教員を養成する。 

このため、座学での理論的学修と同時に、鳥取の豊

かな自然を活かし、地域に存在する環境問題を題材

とするフィールドワークを重視した教育によって、

環境問題の理解やその改善のための実践力及び汎

用的な問題解決能力を育成します。 

平成 29 年度に竣工した実験研究棟を有効に活用す

るとともに、計画的に測定機器及び分析機器等を購

入し、実習活動の充実を図ります。 

令和元年度には、学生たちに対し、持続可能な社会の実現に貢献する地域の企業やベンチャー団体

に関心を持ちその現場を知ってもらうために新しい科目（演習）「鳥取グリーンベンチャー」を立

ち上げ開講しました。 

学生が「持続可能な地域社会づくりのための具体的な提案･実践ができる」能力を実際にどの程度

向上させているかを、学生自身が定量的に把握するシステムを構築し、年次を追った学生の知識、

能力の向上を確認しました。 

主に新入生を対象として、学部での学修の意欲を高めるために、就職の際にどのような職種で専門

分野を生かすことができるのかを「自然環境保全」、「循環型社会形成」、「人間環境」の各プログラ

ムの教員から紹介する取り組みを、さらに改善して行いました。 

 

【平成 30 年度：4.00】 

【令和元年度：4.00】 

【令和２年度：4.00】 

 

 

【経営学部の目的】 

中期目標 

「環境と共生する社会の構築に貢献できる人材の育成」を目指し、持続可能な経営のあり方を考え、様々な課題や業務等について具体的に企

画・実行できる幅広い知見と実践力を持つ人材の育成を目指す。 

この目的を達成するため、学問的基礎を発展させ、以下の面で能力を高める専門教育を行う。 

①高度な経営学の知見を持ち、企業や組織のマネジメントに活用できる能力 

②会計やファイナンスに関する専門的な知識を持ち、運用できる能力 

③地域産業の発展や地域社会の課題解決に経営学の知見を応用できる能力 

④情報技術を理解し、企業や組織の問題解決に活用できる能力 

また、持続可能性や多様性への理解や、アジア諸国を含めたグローバルな視点の獲得、データや統計の活用手法など、現代の企業・組織に共

通するスキルの習得を図り、対応力を深める教育を行う。 

さらに、企業や社会を取り巻く状況の変化や経営学の発展に対応し続けるため、上記の内容を含め教育課程及び教育内容の改善に向けた不断

の取組を行う。 

 

No. 中期計画  実施状況 
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4 

「環境と共生する社会の構築に貢献できる人材の

育成」を目指し、持続可能な経営のあり方を考え、

様々な課題や業務等について具体的に企画・実行で

きる幅広い知見と実践力を持つ人材の育成を目指

します。 

この目的を達成するため、学問的基礎を発展させ、

以下の面で能力を高める専門教育を行います。 

ア 基礎的な経営学の知見を持ち、企業や組織のマ

ネジメントに活用できる能力 

イ 会計やファイナンスに関する専門的な知識を

持ち、運用できる能力 

ウ 地域産業の発展や地域社会の課題解決に経営

学の知見を応用できる能力 

エ 情報技術を理解し、企業や組織の問題解決に活

用できる能力 

また、持続性や多様性への理解や、アジア諸国を含

めたグローバルな視点の獲得、データや統計の活用

手法など、現代の企業・組織に共通するスキルの習

得を図り、対応力を深める教育を行います。 

さらに、企業や社会を取り巻く状況の変化や経営学

の発展に対応し続けるため、上記の内容を含め教育

課程及び教育内容の改善に向けた不断の取組を行

います。 

公立鳥取環境大学として取り組むこととなった、SDGs 教育についてより深めた議論を行い、各講

義科目の SDGs 教育体系における位置づけを明らかにしたのみでなく、各講義においてもより積極

的に SDGs 教育の視点を取り入れていくこととしました。 

持続可能な経済社会（経営）の在り方を考える中心的な講義科目として、「環境経営論」、「共生経

営論」、「環境経済学」、「アジア環境論」、「アジア社会論」等を開講しました。 

フィールドワークを通じて持続可能な地域社会（経営）の抱える課題に対する理解を深めるために

「ワークショップ」を開講しました。 

持続可能な地域社会(経営)の在り方については、「農業経営論」、「地域振興論」、「観光経営論」、「コ

ミュニティ・ビジネス」、「地域マーケティング」、「地域産業論」、「地域経営論」、「地域経済論」等

の講義科目において議論を展開しました。 

持続可能な経営の在り方を考えてゆく上での様々な課題について具体的な問題解決能力を培うた

めに、ゼミを中心とした活発な活動を行っています。 

 

【平成 30 年度：4.00】 

【令和元年度：4.00】 

【令和２年度：4.00】 

 

 

【大学院環境経営研究科の目的】 

中期目標 

「人と社会と自然との共生」に基づく持続可能な社会の実現のため、経営の視点を持った環境学、環境を意識した経営が求められているとこ

ろである。 

このため、学士課程での環境、経営に関する基礎的知識をもとに、より専門性の高い知識、思考力、実践力の獲得を可能とするような教育・

研究環境を提供する。この研究科に設けられた「環境学専攻」と「経営学専攻」は、相互に他専攻の研究内容にもより深く触れ、「人と社会と

自然との共生」、「持続可能な社会」の構築に向けた、実現可能な提案や、その提案に基づいた実践的研究ができる人材を育成する。 

まず、本研究科の特色である環境経営科目群において、環境問題に経営的視点からアプローチできるような理論的、実践的知識を学ぶ。その

上で環境学専攻では、持続可能な社会の構築に向けて貢献でき、高度な専門性を持った職業人の育成に取り組む。 

経営学専攻では、経営学の基幹的な知識と分析力や仮説構築力を身につけた上で、地域課題に正面から取り組むための理論的、実践的知識及

び情報基盤の戦略的活用に求められる知識を身につけた人材を育成する。 
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No. 中期計画  実施状況 

5 

「人と社会と自然との共生」に基づく持続可能な社

会の実現のため、経営の視点を持った環境学、環境

を意識した経営学が求められています。 

このため、学士課程での環境、経営に関する基礎的

知識をもとに、より専門性の高い知識、思考力、実

践力の獲得を可能とするような教育・研究環境を提

供します。この研究科に設けられた「環境学専攻」

と「経営学専攻」は、相互に他専攻の研究内容にも

より深く触れ、「人と社会と自然との共生」、「持続

可能な社会」の構築に向けた、実現可能な提案や、

その提案に基づいた実践的研究ができる人材を育

成します。 

まず、本研究科の特色である環境経営科目群におい

て、環境問題に経営的視点からアプローチできるよ

うな理論的、実践的知識を学びます。その上で環境

学専攻では、持続可能な社会の構築に向けて貢献で

き、高度な専門性を持った職業人の育成に取り組み

ます。 

経営学専攻では、経営学の基幹的な知識と分析力や

仮説構築力を身に付けた上で、地域課題に正面から

取り組むための理論的、実践的知識及び情報基盤の

戦略的活用に求められる知識を身に付けた職業人

の育成に取り組みます。 

学部教育を基礎に、より高度な教育を通しての、それぞれの専門分野からの「人と社会と自然との

共生」、「持続可能な社会の構築」に必要な能力の育成に努めました。 

環境分野と経営分野が両立する「環境経営科目群」については２科目（４単位）以上を必修とし、

両分野の知識を踏まえた提案や実践力を育てるカリキュラムとしました。 

令和元年度に、教員が授業の改善を効果的に行えるよう、学生からの授業評価が得られ、それに対

応する改善策を教員が示し専攻長がチェックしアドバイスを行うシステムを構築しました。また、

令和２年度には、各授業について毎回学生の理解や意欲を把握し授業に反映できるようにルーブ

リック評価表を作り運用を開始しました。 

修士論文についても、実りある研究が進むように、年２回進捗状況を学生と指導教員が振り返って

記載し、その後の計画に反映させる仕組みを用いています。また、学生の研究論文、最終試験が主

査、副査により客観的に評価されるように、ディプロマ・ポリシーに沿った項目を配したルーブ

リック評価表をつくり活用しています。 

 

※ルーブリック 

米国で開発された学修評価の基準の作成方法であり、評価水準である「尺度」と、尺度を満たした

場合の「特徴の記述」で構成される。記述により達成水準等が明確化されることにより、他の手段

では困難な、パフォーマンス等の定性的な評価に向くとされ、評価者・被評価者の認識の共有、複

数の評価者による評価の標準化等のメリットがある。コースや授業科目、課題（レポート）などの

単位で設定することができる。国内においても、個別の授業科目における成績評価等で活用されて

いるが、それに留まらず組織や機関のパフォーマンスを評価する手段とすることもでき、米国

AAC&U（Association of American Colleges & Universities）では複数機関間で共通に活用するこ

とが可能な指標の開発が進められている。 

 

【平成 30 年度：3.00】 

【令和元年度：3.00】 

【令和２年度：3.00】 
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（１） 教育内容等に関する目標 

① 教育方針 

ア 学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）に基づいた教育の実施 

中期目標 
学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）に合致した教育の到達目標及び成績評価基準を設定することにより、より高水準の能力修得に向けた

学生の自己研さんを促す。 

 

No. 中期計画  実施状況 

6 

大学、各学部及び大学院が定める学位授与方針

（ディプロマ・ポリシー）に基づき、教育到達目標

を目指した教育と評価により、社会に対して本学を

卒業（修了）する学生の質を保証します。授業の成

績評価項目・基準は、あらかじめシラバス（授業計

画）に明示します。成績評価は、シラバスに示した

成績項目及び評価基準に基づき厳正に評価します。

キャップ制を導入し、過度な履修や安易な履修を避

けるために学期ごとに履修できる授業の数の上限

を設定します。 

各学期終了後保護者に対して成績を通知するとと

もに、学修意欲が少ないと判断される学生には、教

員、事務局及び保護者が連携して早期解決に取り組

みます。 

学生の成績及び授業アンケートにより、教育の成果

を明確にすることに努め、より高水準の知識習得に

向けて、教育内容や指導方法を改善します。また、

ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント：授業内

容・方法を向上させるための取組）等を通して授業

の実施方法や評価方法の研鑽を行い、大学としての

評価の統一化を図ります。 

 

 

令和３年度入学生向けの各学部ディプロマ・ポリシーに基づいて作成されたカリキュラム・ポリ

シーに従ったカリキュラムに改訂しました。また大学院のディプロマ・ポリシー、カリキュラム・

ポリシーを改訂しました。 

各授業の成績評価項目・基準は、あらかじめシラバス（授業計画）に明示し、学生に配付するとと

もに、学外ホームページに掲載しました。 

シラバスの様式に「先修科目」と「他学部履修」の項目追加を行い、科目階層の意識づけがなされ

るとともに、他学部履修の手続きが明確になりました。 

卒業要件に対し自己の履修状況を正しく把握することができるように、「成績通知書の見方」をガ

イダンス等で配布し、また、成績通知書とともに学生及びその保証人へ配付しました。成績通知書

の配付、履修指導等は、前期及び後期のガイダンスで実施し、その他、チューター・ミーティング

等でも説明と指導を行いました。 

進級要件が適用される 16 カリキュラムの１・２年生に対し、前期単位修得状況により、９月に「進

級不可予告」、「警告」、「注意」を、また後期の単位修得状況により、全学生に対し３月に「進級不

可」、「卒業不可」、「卒業不可予告」、「警告」、「注意」を文書で通知しました。注意喚起を通知した

学生には、自分の将来について十分検討し、保証人とよく話し合ったうえで「修学状況調査票」を

記入し、チューター面談を受けて今後の修業意思を確認するよう指導しました。 

１年生については、前期・後期について必修科目から２科目を選択して、２年生については、前期

について必修科目のうち、１科目を選択して、講義４回終了時に３回以上欠席している学生を対象

に、チューターと学務課がフォロー面談を実施しました。 

授業評価アンケートを、前期・後期とも期末（15回目）において実施し、結果を各教員へフィード

バックして、教育方法向上のための参考としました。 

学外講師の招致や本学の教職員が講師となり、ＦＤを開催し、教育の質向上に努めました。また、

公立大学協会が実施する「教育改革分科会」等に代表の教員が参加するなどして、授業改善に取り

組みました。 

【平成 30 年度：3.40】 

【令和元年度：3.40】 

【令和２年度：3.67】  
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イ 教育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）の明確化 

中期目標 教育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）に基づいて、カリキュラムの構築を行う。 

 

No. 中期計画  実施状況 

7 

 

教育目標を実現するために、授業科目を系統的に編

成します。効果的な授業を実施する方針を明確に

し、専門知識の修得とともに幅広い教養を身に付

け、社会に対応できる能力の養成を図ります。 

定期的に学生の状況や授業アンケートや社会的要

請を踏まえて教育課程の点検を行い、必要な改訂を

行います。 

学生に有意義となる科目等については、現在行って

いる他大学との単位互換制度の更なる充実を図り

ます。  

各学部のカリキュラム・ポリシーに基づいた検討を行い、新たな科目を設定してカリキュラムの補

強を行ったり、授業の開講年次、学期を再調整したりするなど、カリキュラムを最適化に努めまし

た。また、学期末には授業評価アンケートを実施し、教員の授業改善に役立てています。 

令和元年度から開始した鳥取県内４大学単位互換制度にて、県内大学との単位互換に取り組んでい

ます。また放送大学との単位互換制度を用いて外国語科目を補完しています。 

単位互換は行わないまでも、中央大学と連携したフィールドワークを実施し、本学においては「特

別演習」にて単位認定を行う制度を設けました。 

令和３年度に予定しているカリキュラム改訂、副専攻制度の導入を見据え、カリキュラム・ポリシー

の見直しを行いました。本学の魅力向上のため、本学が提供している学びの特徴を整理、一部拡張

し、令和３年度から次の５つの副専攻を設置することとし、制度設計を行いました。 

■分野別副専攻（３プログラム） 

①環境学副専攻（経営学部生向け） 

②経営学副専攻（環境学部生向け） 

③ＡＩ・数理・データサイエンス副専攻（両学部生向け） 

■課題別副専攻（２プログラム、両学部生向け） 

④英語実践副専攻（英語実践力を伸ばす） 

⑤地域実践（麒麟）副専攻（地域実践科目を中心とする） 

 

【平成 30 年度：3.29】 

・ 授業評価アンケートを、前期・後期とも期末（15 回目）においてそれぞれ実施しました（１科

目に対し複数クラスがあるものは１科目として計上、前期 168 科目、後期 163 科目のアンケー

ト回収）。結果は各教員へフィードバックし、教育方法向上のための参考としました。 

・ 他大学との単位互換を推進しました。 

【４大学連携事業（「大学学部教育における『環境教育』共通カリキュラム開発のための戦略的大

学連携事業」）】 

＜共同フィールドワーク＞（単位認定：人間環境大学(他大学)、本学学生は本学で「特別演習」科

目にて単位認定） 

前期集中： 

・ 「鳥取砂丘と浦富海岸（本学実施）」（本学単位修得者５名、他大学単位修得者 21 名） 
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・ 「京都大学公開森林実習」（人間環境大学）（本学履修希望者 17 名、西日本豪雨による演習林被

害のため実習中止） 

【鳥取県内４大学単位互換制度】 

本学提供科目数及び他大学受講希望者： 

（前期）提供科目２科目、受講者なし、（後期）提供科目 14 科目、受講者なし 

他大学提供科目数及び本学受講希望者： 

＜鳥取大学＞（前期）提供科目計 13 科目、本学受講者なし、（後期）提供科目 11 科目、本学受講

者３名（２科目） 

＜鳥取短期大学＞前期・後期とも提供科目なし（本学履修登録期間に案内なし） 

＜鳥取看護大学＞前期・後期とも提供科目なし 

【放送大学】第１期（前期） 単位修得者なし（履修者１名）、第２期（後期） 履修者なし 

・ 平成 29 年度中に文部科学省に認可申請を行った新教職課程について、課程認定委員会の審査

を経て、平成 31 年 1 月 25 日付文部科学大臣認定を受けました。 

・ 新教職課程のカリキュラムに対応する学内諸規程への改訂手続きを行い、平成 31 年４月より

教職課程を開始する準備を整えました。 

 

【令和元年度：3.29】 

・授業評価アンケートを実施しました（前期 168 科目、後期 168 科目のアンケート回収）。 

・ 各学部のカリキュラム・ポリシーに基づいた検討を行い、新たな科目を設定してカリキュラム

の補強や、授業の開講年次、学期を調整したりするなど、カリキュラムの最適化に努めました。 

・ 令和３年度に予定しているカリキュラム改訂、副専攻制度の導入を見据え、カリキュラム・ポ

リシーの見直しを実施しました。 

・ 本学の魅力向上のため、本学が提供している学びの特徴を整理、一部拡張し、令和３年度から

次の５つの副専攻を設置することとし、制度設計を実施しました。 

・ 大学間連携事業を通じて、他大学との単位互換を推進しました。 

【鳥取県内４大学単位互換制度】 

本学提供科目数及び他大学受講希望者：（前期）提供科目２科目、受講者なし 

他大学提供科目数及び本学受講希望者： 

＜鳥取大学＞（後期）提供科目 20 科目、本学受講者１名 ※前期は単位互換なし 

【放送大学】 

第１期（前期） 単位修得者なし（履修者１名）、第２期（後期） 履修者１名 

・ 単位互換は行わないまでも、中央大学と連携したフィールドワークを実施し（令和元年度は中

央大学主催で能登フィールドワーク）、本学においては「特別演習」にて単位認定しました（単

位修得者７名）。 
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【令和２年度：3.60】 

・ 授業評価アンケートを実施しました（前期 160 科目、後期 170 科目のアンケート回収）。 

・ 令和３年度入学生に向け、カリキュラム改訂、副専攻制度の実施準備を進めました。 

・ 鳥取県４大学間単位互換協定に基づく単位互換については、新型コロナウイルス感染症拡大防

止の観点から、４大学間での協議の結果、中止しました。 

・ 放送大学については、以下のとおり実施しました。 

第１期（前期） 単位修得者１名（履修者１名）、第２期（後期） 履修者なし 

 

 

ウ 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に基づいた入学者選抜 

中期目標 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に則った学生の受入れを行う。必要に応じてアドミッション・ポリシーの改善を行う。 

 

No. 中期計画  実施状況 

8 

 

入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）を本

学の教育目的や教育内容に基づいて定め、本学が求

める人物像や大学入学までに学んで欲しい科目を

明確に示します。この入学者受入方針（アドミッ

ション・ポリシー）に基づき、多様な入試を実施し、

入学者の選抜を行います。 

高大接続改革の進展に合わせ、必要な入学者受入方

針（アドミッション・ポリシー）の改定を行うとと

もに、入学者の選抜方法については、筆記試験結果

を指標として選抜する一般入試と、志願者の学修意

欲等を含めた学力を総合的に評価する特別入試に

区分し、それぞれに適切な定員を配分します。留学

生及び社会人については、別途留学生入試や社会人

入試を実施することとし、学修意欲の高い学生の確

保に努めます。 

選抜方法の詳細については、入学者の追跡調査、志

願者動向、高校教員・保護者・地域等の要望及び意

見を参考にしながら検討します。  

入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）を本学の教育目的や教育内容に基づいて定め、その

ポリシーに基づいた入学試験を実施しました。 

入試は筆記試験結果を指標として選抜する一般入試と、志願者の学習意欲等を含めた学力を総合的

に評価する特別入試に区分し、適切な定員を配分しました。 

令和３年度入学生に対する新入試について、志願者動向、高校教員・保護者・地域等の要望等を参

考にしながら専門部会で検討し、地域枠については、県内限定の共通テストを利用する推薦入試（学

校推薦型選抜Ⅱ型）を設定し、更に環境学部においては高等学校からの意見も参考にした推薦入試

（学校推薦型選抜Ⅲ型）を実施しました。 

 

【平成 30 年度：4.00】 

・ ＡＯ入試の志願倍率は 7.0 倍（+0.4 ポイント）と増加し、推薦入試は 1.9 倍（昨年と同率）と

倍率を維持しました。一般入試は、経営学部の隔年現象の影響はありましたが、環境学部の倍

率が改善し一般入試全体で 7.7 倍（-0.2 ポイント）と微減しました。平成 31 年度入試全体で

は 6.0 倍（-0.2 ポイント）となり、５倍以上の倍率を維持しました。 

・ 地域枠について検討を行い、県内限定の共通テストを利用する推薦入試を 2021 年度から実施

することに決定しました。 

・ 私費外国人留学生入試の志願者は 21 名でした。 

・ 鳥取県内志願者は、両学部とも減少しました。推薦入試の地域枠について、環境学部は志願者

数が少なかったため、合格基準に達する受験生がおらず未充足でした。経営学部は県内志願者

数が微減となったものの、合格者は地域枠の定員を充足しました。 

23



・ 平成 32 年度から始まる新入試については、志願者動向、高校教員・保護者・地域等の要望等を

参考にしながら専門部会で検討し、地域枠について、県内限定の共通テストを利用する推薦入

試を 2021 年度から実施する概要をまとめ２月に公表しました。 

 

【令和元年度：3.67】 

・ ＡＯ入試の志願倍率は 7.6 倍（+0.6 ポイント）、推薦入試は 2.3 倍（+0.4 ポイント）と増加し

ました。一般入試は、環境学部のＡ方式と両学部のＢ方式の志願者が大きく減少し、一般入試

全体で 5.7 倍（-2.0 ポイント）と減少しました。令和２年度入試全体では 4.9 倍でした（-1.1

ポイント）。 

・ 地域枠について検討を行い、県内限定の共通テストを利用する推薦入試を令和３年度入試から

実施することに決定しました。 

・ 環境学部において、高等学校からの意見も参考にし、県内限定の新たな推薦入試を令和３年度

入試から実施することに決定しました。 

・ 鳥取県内志願者は、両学部とも減少し、合格者(１名増)、入学者(２名増)は微増でした。推薦

入試の地域枠について、環境学部は志願者数が少なかったため、合格基準に達する受験生がお

らず未充足でした。経営学部は県内志願者、合格者とも微増となり、地域枠の定員を充足しま

した。 

・ 私費外国人留学生入試の志願者は 44 名でした。 

 

【令和２年度：3.67】 

・ 総合型選抜（旧ＡＯ入試）は定員を 20 名から 40名と倍増させた影響により志願倍率は 3.7 倍

でした（-2.9 ポイント）。学校推薦型選抜Ⅰ型（旧一般推薦型入試）は志願倍率が 2.5 倍（+0.2

ポイント）、本年度から実施した学校推薦型選抜Ⅱ型、Ⅲ型は 0.5 倍、1.1 倍でした。一般入試

前期日程 A方式が 4.1 倍（-0.2）、B 方式が 9.1 倍（+5.5）、後期日程が 18.2 倍でした(+0.7)。 

・ 私費外国人留学生入試は定員若干名に対して 29 名の出願がありました。 

・ 令和３(2021)年度入試では募集人員を増やし、志願者数は微減(-1.1%)しましたが、受験者は微

増しました（+3.4%）。今後、この結果をアドミッションセンターで分析する予定です。  
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② 教育内容 

ア 学部教育 

中期目標 

ア 環境と経営の基礎を幅広く理解し、問題解決能力をかん養する「公立鳥取環境大学版リベラルアーツ」の理念のもと、社会に役立つ人間と

して心豊かに力強く生きていく能力を培う実践的教育を行う。 

イ 地域の課題に取り組む自治体や産業界等との共同研究や連携活動を通じ、地域に愛着を持ち、発展に寄与する地域志向の人材の育成に取り

組む。 

ウ 国際化に対応し、グローバルに交流を円滑に行える語学力やコミュニケーション能力を養うとともに、異文化に対する理解を深め、国際社

会で活躍できる人材を育成する。とりわけ、英語、北東アジア各国の語学教育を充実し、語学に関する資格取得も支援する。 

 

達成すべき数値目標等 

・学生の英語能力 … 中期目標期間内に、TOEIC、TOEFL、英検等の英語検定試験において、CEFR（様々な外国語検定試験の評価結果を達成度

別にランク分けする国際標準規格。）におけるＢ１レベル（※）以上の者を、年間 30 人以上達成することを目指す。 

※CEFR におけるＢ１レベル: TOEIC 600 点相当、TOEFL 50 点相当又は英検２級相当。 

 

No. 中期計画  実施状況 

9 

環境学と経営学の基礎を幅広く理解し、問題解決能

力を涵養する「公立鳥取環境大学版リベラルアー

ツ」の理念を実現するため、指定された他学部の学

部基礎科目を人間形成教育センター科目として受

講できるようにします。 

平成 27 年９月に文部科学省から「地（知）の拠点

大学（COC 事業）に認定されたことを踏まえ、これ

まで以上に地域連携を進めるとともに、「鳥取学」

等の地域志向科目の充実を図り、地域に愛着を持

ち、発展に寄与する地域志向の人材育成に取り組ん

でいきます。 

１，２年生の必修科目である英語の授業について

は、国際化に対応した語学力やコミュニケーション

能力を養うことができるよう、授業形態等の改善を

検討します。 

英語教育の充実については、中期目標期間内にCEFR

のＢ1 レベル以上のスコアを持つ学生を年間 30 人

以上出すことを目指し、合格者の段階的な増加を図

ります。 

環境学部生には経営学部の「経営学入門」、「現代経済学入門」をはじめとした５科目を、経営学部

生には環境学部の「自然環境保全概論」、「循環型社会形成概論」をはじめとした６科目を人間形成

科目として設定し、「公立鳥取環境大学版リベラルアーツ」の理念を実現しました。 

１年次の「Intensive English １～４(16)」では、英語による表現力や論理的思考力を養うととも

にコミュニケーション能力などを集中的に養成しました。更に、２年次の「Intensive English ５

～８(16)」では、英語によるディスカッションやディベートを行う能力など、より高度で実践的な

英語力を養成しました。また、大学内に英語村を設け、学生の実践的な英語力の更なる向上、外国

人とのコミュニケーション能力や異文化に対する理解力の養成に努めています。 

 

【平成 30 年度：3.33】 

・ 外部専門学校と連携し、TOEIC 対策講座を開講しました。 

・ CEFR における B1 レベル以上相当 12 名 

 

【令和元年度：3.00】 

・ 初めて GTEC の試験を希望者に対して実施し、学生の英語力の向上及び修得状況の把握に努め

ました。 

・ CEFR における B1 レベル以上相当 38 名（重複除く実人数） 

 

【令和２年度：3.00】 
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・ 感染防止のため、授業については一定期間、英語村活動は一年を通じて、Web コミュニケーショ

ンツールを用いたオンラインで実施しました。 

・ 希望者に対して GTEC の試験を実施し、感染症対策も踏まえ各自が自宅等で試験を受験できる

よう、仕組みを整えました。 

・ CEFR における B1 レベル以上相当  36 名（重複除く実人数） 

 

数値目標：学生の英語能力 … 中期目標期間内に、TOEIC、TOEFL、英検等の英語検定試験において、

CEFR（様々な外国語検定試験の評価結果を達成度別にランク分けする国際標準規格。）におけるＢ

１レベル（※）以上の者を、年間 30 人以上達成することを目指す。 

 平成 30 令和元 令和２ 

B1 以上 12 38 36 

  
 

イ 大学院教育 

中期目標 

ア 自然科学と社会科学の両面から「環境」が理解できる高度な知識を持った職業人を養成する。このため、専攻に関わらず共通して「環境経

営科目群」にある科目を修得する。 

イ 環境学専攻、経営学専攻とも、それぞれの専攻に設置された科目間の連携を図りつつ、個別領域の高度専門職業人を育成する。 

 

No. 中期計画  実施状況 

10 

主として自然科学を軸とする「環境学専攻」と、社

会科学に軸をおく「経営学専攻」、そして、両専攻分

野を横断した融合的科目として「環境経営科目群」

を設置し、より専門性の高い知識、思考力、実践力

の獲得を目指すとともに、実現可能な提案や、その

提案に基づいた実践的行動ができる高度専門職業

人の育成を進めていきます。 

平成 30 年度に新規科目として「環境学専攻」は２科目、「経営学専攻」は３科目を追加しました。 

１年次に実施する中間発表会を専攻別に開催するなどして、より専門性を高めるような指導に努め

ました。 

授業のシラバスを改善し、キーワード等から、学生が各々の授業概要、到達目標を理解しやすい様

式にしました。 

研究指導においては、教育・研究指導計画書に基づいて、１年次終了前に進捗状況報告書を提出さ

せ、研究指導の状況を可視化し、また、次年度の教育・研究計画書に活用しています。また、２年

次に実施する修士学位論文審査を環境学専攻は発表会最終審査、経営学専攻は発表会・口頭試問に

て開催し、副査を２名にしてより客観性を高めた体制としています。 

 

【平成 30 年度：3.00】 

・ 新規科目として「環境学専攻」は２科目、「経営学専攻」は３科目を追加しました。 

・ １年次に実施する中間発表会を専攻別に開催するなどして、より専門性を高めるような指導に

努めました。 

・ 授業のシラバスを改善し、学生が各々の授業の到達目標を理解できるような様式をつくり運用
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しました。 

 

【令和元年度：3.00】 

・ ２年次に実施する修士学位論文審査を環境学専攻は発表会最終審査、経営学専攻は口頭試問に

て開催し、副査を２名にして、より客観性を高めた体制に変更しました。 

・ シラバスを改善し、キーワード等から、学生が各々の授業概要、到達目標を理解しやすい様式

に変更しました。 

・ 研究指導においては、教育・研究指導計画書に基づいて、１年次終了前に進捗状況報告書を提

出させ、研究指導の状況を可視化し、また、次年度の教育・研究計画書に活用するように変更

しました。 

 

【令和２年度：3.00】 

・ 教員授業１コマごとにルーブリック評価し、採点する仕組みを運用しました。 

 

 

ウ 入学前教育 

中期目標 （なし） 

 

No. 中期計画  実施状況 

11 

ＡＯ入試及び推薦入試の合格者に対して、入学後の

学修が円滑に進めることができるよう、入学までの

期間に取り組むべき課題を課す入学前教育を行い

ます。 

総合型選抜入試（旧ＡＯ入試）及び学校推薦型選抜（旧推薦入試）の合格者に対して、入学前教育

を実施しました。実施の効果は、アドミッションセンターを中心に入学後の成績の推移等を含めて

検証していきます。 

実施科目 

環境学部：英語、数学、物理 

経営学部：国語、数学 

 

【平成 30 年度：3.00】 

【令和元年度：3.00】 

【令和２年度：3.00】 
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エ リメディアル教育（基礎学力を補うために行われる教育） 

中期目標 （なし） 

 

No. 中期計画  実施状況 

12 

 

入学前に十分な教育時間を受けていない科目があ

る学生や、特定の科目について基礎学力が不足して

いる学生については、大学の専門教育を受ける前提

となる基礎学力を補うリメディアル教育を行いま

す。 

 

環境学部は希望者を対象とし、外部講師による授業を数学と物理で実施しました。 

経営学部は入学直後に数学の試験を実施し、学部が設定する基準を満たしていないに対し、学外講

師による授業を実施しました。 

 

【平成 30 年度：4.00】 

・ 環境学部は希望者を対象とし、数学（前期 33 名、後期 27 名）、物理（前期 53 名、後期 20 名）

が学外講師による授業を受講しました（人数は１回以上参加した学生数）。 

・ 経営学部は入学直後に数学の試験を実施し、学部が設定する基準を満たしていない学生 57 名

が学外講師による授業を受講しました（人数は１回以上参加した学生数）。 

・ 平成 30 年度から入学直後に実施する英語のクラス分け試験の結果を踏まえ、新たに人間形成

教育センターの専任教員が英語リメディアル教育を試験的に実施し、前期開始時に対象者 40

名でスタートし、前期 31 名、後期に７名が受講しました（人数は１回以上参加した学生数）。 

 

【令和元年度：4.00】 

・ 環境学部では、数学（前期 60 名、後期 16 名）と物理（前期 72 名、後期 19 名）の授業を実施

しました。 

・ 経営学部では、数学（61 名）の授業を実施しました。 

・ 人間形成教育センターでは、英語の授業を実施しました（前期開始時に対象者 91 名でスター

トし、後期は前期から継続して６名が受講）。 

 

【令和２年度：-】 

・新型コロナウィルスの影響により、外部講師に依頼する講義が実施できませんでした。 
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（２）教員評価制度・任用制の適切な実施 

①教員の適正な配置等 

中期目標 人事制度は教育・研究活動を効果的かつ効率的に推進することを旨に運用し、常に優秀な人材を確保・活用して教育の質的向上を図る。  

       

No. 中期計画 実施状況 

13 

教員の適正な配置や教員評価制度を実施するとと

もに、教員の質的向上を図るためのＦＤ（ファカル

ティ・ディベロップメント：教員が授業内容・方法

を向上させるための組織的な取組）及びＳＤ（ス

タッフ・ディベロップメント。大学教職員を対象と

した管理運営や教育・研究支援等を含めた資質向上

のための組織的な取組）を充実します。 

①教員の適正な配置等 

大学専任教員数、教授数をそれぞれの学部、人間形

成教育センター及び大学院に適正に配置するとと

もに、特に力を入れる分野には、重点的な教員配置

も検討します。 

また、年齢構成や専任教員と非常勤教員の比率にも

配慮しつつ、主要科目については専任教員が担当し

ます。 

教員の採用は公募を原則とし、一般社会からも広く

応募を受け付け、採用にあたっては教育業績、研究

業績、その他活動及び人物について厳正に審査し採

用を決定するなど、常に優秀な人材を確保・活用し、

教育の質的向上を図ります。 

新規採用時に任期制を導入し、任期期間中の評価結

果等により更新の判断を行います。 

教員は環境学部、経営学部及び人間形成教育センターに大学設置基準に基づき適正に配置してい

ます。 

教員の採用については、「公立大学法人公立鳥取環境大学教員採用及び昇任の手続きに関する規程」

に基づき公正、公平かつ厳格に実行しています。 

 

【平成 30 年度：3.00】 

・退職者の後任９名の教員を配置しました。 

 

【令和元年度：3.00】 

・令和２年度採用２名及び令和３年度採用１名の教員を内定しました。 

 

【令和２年度：3.00】 

・２名の教員の採用を内定しました。令和３年度採用の教員は、前年度に採用が内定している教員

１名を加えて、計３名でした。 
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②教員評価制度 

中期目標 

教員の意欲を向上させ、教育・研究活動の活性化が図られるよう、教員評価制度及び任期制を運用するとともに、ＦＤ（ファカルティ・

ディベロップメント。授業内容・方法を向上させるための取組）等の教員の資質向上を図るための取組を充実させる。さらに、優れた教育

実績・研究実績を正当に評価するように教員評価制度を運用する。 

 

No. 中期計画 実施状況 

14 

教員評価制度は、教育、研究、社会貢献、大学運営

等から多面的かつ厳正に評価を実施するとともに、

定期的にＦＤを開催します。教員は、年度当初に評

価項目に応じて目標と計画を立て、その目標に向

かって取り組みます。学長、学部長等の評価者は、

各教員の目標達成度、活動実績等により評価を実施

します。 

なお、評価項目、評価方法等については、大学の教

育・研究等の目標に沿って適宜見直しを行うととも

に、評価制度の信頼度が高まった段階で、その結果

を研究費の優先配分等の優遇制度、昇任や給与等の

処遇に活用します。 

 

 

教員評価制度は、教育、研究、社会貢献、大学運営等から多面的かつ厳正に評価を実施しました。 

教員の任期更新に係る判断基準や手続きについて周知を図るとともに、制度に沿って年度末に任

期の終期を迎える教員の再任審査を行いました。 

 

【平成 30 年度：3.00】 

・ 教員の任期更新に係る判断基準や手続きについて周知を図るとともに、制度に沿って平成 30

年度末に任期の終期を迎える教員１名の再任審査を実施しました。（再任１名） 

 

【令和元年度：3.00】 

・ 令和元年度末に任期満了を迎える教員２名の再任審査を実施しました。（再任２名） 

 

【令和２年度：3.00】 

・ 令和２年度末及び令和３年度９月末に任期満了を迎える教員５名の再任審査を実施しました。

（再任４名） 
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（３）教育の質の改善及び向上に関する目標 

①教育内容の質の点検 

中期目標 
教育課程、学部構成について絶えず点検を行うとともに、学生による授業評価制度などの活用により、カリキュラム・ポリシーに合致した

授業内容となっているかどうかの見直しや、時代の変化に適合した見直しを行い、継続的に教育内容の質的向上に取り組む。 

       

No. 中期計画 実施状況 

15 

半期ごとに学生の授業アンケートを実施し、教育の

質の点検を行います。また、高校訪問や高校教員説

明会等で集めた要望・意見、地元経済界からの要望

等を参考にしながら、時代に適合した魅力ある学部

や教育課程について検討・見直しを行います。 

各学期末に授業評価アンケートを実施し、結果を教員にフィードバックしました。授業評価アン

ケートの結果を受け、授業に対する学生の意見に対して各教員が自己分析を行い教育の改善方法

を検討しました。また、各部局長はアンケート結果及び各教員の改善に係る検討結果を活用して

各教員との面談（各科目の検証、改善）を実施し、部局としても教育の質向上に取り組みました。 

授業評価アンケート結果は、各学部、センターごとに学外ＨＰで公開しました。 

特命学長補佐を長とする教育質保証推進ユニットが、教育の質保証に係る調査、研究、提案を行

い、授業評価アンケートやラーニングポートフォリオ等をベースとした PDCA サイクルによる教育

内容の改善・充実に取り組みました。 

 

【平成 30 年度：3.50】 

・ 内部質保証を推進するため、特命学長補佐を任命するとともに、内部質保証推進会議を設置し

ました。全学的な内部質保証は、学長の責任の下、内部質保証推進会議が主体となって推進し、

内部質保証推進会議が各部局の PDCA サイクルのマネジメントを実施しました。教育の質保証

に関する専門的な事項に関する調査、研究を行う組織として教育質保証推進ユニットを併せて

設置し、組織体制を構築しました。 

 

【令和元年度：4.00】 

・ 特命学長補佐を長とする教育質保証推進ユニットが、教育の質保証に係る調査、研究、提案を

行い、授業評価アンケートやラーニングポートフォリオ等をベースとした PDCA サイクルによ

る教育内容の改善・充実に取り組みました。 

・ 教育質保証推進ユニットの検討結果をもとに、内部質保証推進会議でさらに議論を深め、全学

的に展開しました。授業評価アンケートを活用した教育の質保証に関しては、各教員は改善に

係る検討結果を各部局長に提出し、各部局長はアンケート結果及び各教員の改善に係る検討結

果を活用して各教員との面談（各科目の検証、改善）を実施し、各部局長が教員との面談後に

報告する内容をもとに、各科目、部局の検証結果、改善方法等を教育質保証推進ユニット会議

および内部質保証推進会議で確認、検討しました。 
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【令和２年度：4.00】 

・ 授業評価アンケートは、新型コロナウイルスにより遠隔授業を中心とした授業運営を行ったた

め、従来の紙から Web での実施に切り替えて実施しました。 

・ 授業評価アンケートは、部局の検証結果、改善内容は教育質保証推進ユニットおよび内部質保

証推進会議で点検を実施しました。 

 

②授業改善の取組 

中期目標 教育・研究活動の進展及び社会の要請等に対応していくため、教育・研究組織の必要に応じた適切な見直しを行う。 

 

No. 中期計画 実施状況 

16 

授業アンケートを実施し、学生の理解度を深めるた

めの教育方法の更なる改善に取り組みます。授業ア

ンケート結果は、客観性、信頼性を確保するため、

大学ホームページに公開します。また、他大学の事

例等も研究を重ね、ＦＤ等で更なる授業改善に取り

組みます。 

授業評価アンケートを実施し、学生の意見を踏まえ、教育方法の更なる改善に取り組みました。 

大学として社会への説明責任を果たすとともに、教育の質向上に係る情報を積極的に活用し改善

していくため、授業評価アンケート結果を各学部、センターごとに学外ＨＰで公開しました。 

学外から講師を招致して内部質保証に関するＦＤを実施したほか、本学教員が講師となり、プロ

ジェクト研究、授業支援システムの活用等のＦＤを実施しました。 

公立大学協会が実施する「教育改革分科会」等に代表の教員が参加するなどして、授業改善に取り

組みました。 

 

【平成 30 年度：3.00】 

・ 教員を対象に、学外から講師を招致して「内部質保証等を重視した評価－３つのポリシーに基

づく教学マネジメントシステムの構築に向けて－」のＦＤ研修会を 11 月に実施したほか、本

学の教職員が講師となり、プロジェクト研究、授業支援システムの活用に関するＦＤを複数回

開催するなど教育の質向上に努めました。 

・ 公立大学協会が実施する「教育改革分科会」等に代表の教員が参加するなどして、授業改善に

取り組みました。 

 

【令和元年度：3.50】 

・ 本学の教職員が講師となり、プロジェクト研究、授業支援システムの活用に関するＦＤを複数

回開催するなど教育の質向上に努めました。 

 

【令和２年度：3.50】 

・ 新型コロナウイルスへの対応のために行った遠隔授業の実施効果と課題を確認するため、学生

と教員にそれぞれアンケートを行い、実態把握と点検を実施しました。 
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・ 令和２年度は、７年に１度受審する機関別認証評価を受審し、認証を得ました。その過程で、

教学に関わる事項を中心に各種項目を点検することを通じ内部質保証の取り組みを推進しま

した。 

・ ６月にコロナ禍における遠隔授業をテーマにＦＤを実施したほか、12 月に認証評価機関から

の指摘を受け、シラバスの記載について研修会を開催するなど教育の質向上に努めました。 

 

 

③ 地域の企業や関係団体との連携 

中期目標 
学修効果を高め、学生の理解度を深めるための継続的な教育方法の改善に取り組むとともに、専門科目の少人数化など丁寧な教育環境の実

現に努める。 

 

No. 中期計画 実施状況 

17 

企業、各種団体等との関係を深め、また、地域で活

躍する人々の情報を集め、地域の企業、各種団体、

地元の人々を講師として招くなど優れたノウハウ

を教育に活かします。 

 

「キャリアデザインＢ(16)／Ⅱ(12)」で、地元企業等から外部講師を招きました。 

「鳥取学(16)／鳥取学Ⅱ(12)」では、地元の非常勤講師による授業を行いました。また、鳥取県知

事による特別講義では、受講した学生たちは、地域の魅力や課題について知見を広めました。 

 

【平成 30 年度：4.00】 

・ 「キャリアデザインＢ(16)／Ⅱ(12)」で外部講師（５コマ）を地元の企業等から招聘しました。 

・ 「鳥取学(16 カリ)／鳥取学Ⅱ(12 カリ)」では本学の専任教員と非常勤講師の計６名が講義を

実施しました。そのうち、鳥取県知事による特別講義では、受講した学生たちは、地域の魅力

や課題について知見を広めました。 

 

【令和元年度：4.00】 

・ 「キャリアデザインＢ(16)／Ⅱ(12)」で、外部講師（５コマ）を地元の企業等から招聘しまし

た。 

・ 「鳥取学(16 カリ)／鳥取学Ⅱ(12 カリ)」では鳥取県知事による特別講義を実施しました。 

 

【令和２年度：4.00】 

・ ・「キャリアデザインＢ」ではコロナ禍の影響により Web 配信に授業形式を変更し、外部講師

（５コマ）を地元の企業等から招聘しました。また、本学卒業生によるパネルディスカッショ

ンを実施しました。（地元企業等５社） 
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④ 実践的な教育の展開 

中期目標 地域の優れたノウハウや地域資源を教育に活かす仕組みを構築するとともに、フィールドワーク等を含む実践的な教育の質の向上を図る。 

 

No. 中期計画 実施状況 

18 

鳥取をフィールドとして積極的に活用した演習や、

卒業研究のテーマとして地元を取り上げるなど、身

近でかつ実社会と繋がる実践的な教育を展開しま

す。 

 

COC 事業「麒麟の知（地）」による学生教育プログラムとして鳥取県東部の課題とその解決策をテー

マとし、プロジェクト研究（１，２年次配当）の一部を「麒麟プロジェクト研究」として設定して、

身近でかつ実社会と繋がる実践的な教育を展開しています。 

インターンシップを単位化するほか、環境学部では「環境学フィールド演習」（１年次配当）を開

講し、実体験を重視した教育を行っています。 

卒業研究のテーマとして地元を取り上げるなど、実践的な教育を行っています。 

 

【平成 30 年度：3.67】 

・ プロジェクト研究（１，２年次配当）の一部を「麒麟プロジェクト研究」として設定し、プロ

ジェクト研究１・３（前期）は各々９テーマ（合同実施あり）で受講者１，２年生 618 名、プ

ロジェクト研究２・４（後期）も９テーマ（合同実施あり）１，２年生 617 名で実施しました。 

・ 前期に「環境学フィールド演習」（１年次配当）を開講し、受講者は 148 名でした。 

・ 人間形成科目に「基礎インターンシップ」（選択科目・配当年次１・単位数１）を設け、とっと

りインターンシップに参加した学生が単位を取得できるようにし、３年生８名、２年生７名、

１年生２名が当該科目を履修しました（単位取得）。 

【令和元年度：3.67】 

・ 「麒麟プロジェクト研究」として、プロジェクト研究１・３（前期）は各々９テーマ（合同実

施あり）で１，２年生 595 名が、プロジェクト研究２・４（後期）も９テーマ（合同実施あり）

で１，２年生 591 名が受講しました。 

・ 前期に「環境学フィールド演習」（１年次配当）を開講し、受講者は 140 名でした。 

・ 「基礎インターンシップ」は、学生２名が後期に履修しました。 

【令和２年度：4.00】 

・ 「麒麟プロジェクト研究」として、プロジェクト研究１・３（前期）は各々９テーマ（合同実

施あり）で１，２年生 599 名が、プロジェクト研究２・４（後期）も９テーマ（合同実施あり）

で１，２年生 590 名が受講しました。 

・ 前期に「環境学フィールド演習」（１年次配当）を開講し、受講者は 146 名でした。 

・ 長期（２週間以上）のインターンシップに参加した場合に単位が認められる「インターンシッ

プ」（選択科目・配当年次３・単位数２）は、履修者（単位申請）１名でした。 

・ 「基礎インターンシップ」は、履修者（単位申請）４名でした。 
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（４）教育環境の整備に関する目標 

①ICT 環境等の充実 

中期目標 
公立鳥取環境大学の基本理念、目的、各学部・研究科の目的を実現するため、学生が学修に打ち込める環境づくりに取り組み、地域の知の

拠点として研究活動を促進する環境や条件を整備する。 

 

No. 中期計画 実施状況 

19 

新しい時代に対応した ICT 環境や学術研究の高度

化・多様化・国際化に伴う学術情報基盤の整備につ

いては、学生が学修に打ち込むことができ、教育成

果・研究成果が挙げられるよう、点検・充実します。 

※ICT・・・情報通信技術のこと。Information＆

Communications Technology の略。  

平成 30 年度に大学全体の情報ネットワークシステム、令和元年度に大学全体のサーバシステムの

機器等を更新しました。 

情報システム運用管理のアウトソーシング体制を構築し、安定した情報インフラの運用を行って

います。 

授業支援システムを用いて、ネットワークを介して授業資料の配布やレポートの提出等が行える

環境を整えました。 

令和２年度にメール等以外での学生への迅速な連絡手段として、スマホアプリ・システム（Push 通

知・安否確認等）を導入しました。 

 

【平成 30 年度：3.33】 

・ 大学全体の情報ネットワークシステムの機器等を更新しました。 

・ 情報システム運用管理のアウトソーシングがほぼ完全運用となりました。 

・ 平成 29 年度に構築し、平成 30 年度より本運用を開始した授業支援システムを前期 35 科目、

後期 41 科目で利用しました（科目数はコース数として、プロジェクト研究やゼミ系科目は担

当教員ごとに計上。また読み替え科目は１科目として計上）。 

・ 後期プロジェクト研究発表会において、各種レポートの提出を授業支援システムにて提出する

試行を複数テーマの教員及び学生の協力で実施しました。 

 

【令和元年度：3.33】 

・大学全体のサーバシステムを更新しました。 

・ 授業支援システムを前期 49 科目、後期 58 科目で利用しました（科目数はコース数として、プ

ロジェクト研究やゼミ系科目は担当教員ごとに計上。読み替え科目は１科目として計上）。 

・ プロジェクト研究発表会の各種レポートを、授業支援システムで提出する形に運用を変更しま

した。 

 

【令和２年度：4.00】 

・ 前期オンライン授業に対応するために、外部オンラインストレージやストリーミングサーバ、
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Web 会議システムを導入しました。オンライン授業におけるガイドラインや利用マニュアル等

の作成を行うことで教職員・学生がスムーズに準備・利用ができる体制を整えました。 

・ オンライン授業の実施に伴い、授業支援システムを用い、授業資料の配布や課題提出等を実施

しました。 

・ プロジェクト研究発表会は、前期は動画発表として授業支援システムとオンラインストレージ

を組み合わせたオンライン発表会とし、各種レポートも 2019 年度に引き続きオンライン提出

としました。後期も授業支援システムを用いた発表会を実施しました。 

・ メール等以外での学生への迅速な連絡手段として、スマホアプリ・システム（Push 通知・安否

確認等）を導入しました。 

 

 

②研究用図書等の充実 

中期目標 （なし） 

 

No. 中期計画 実施状況 

20 

教育・学修及び研究用図書資料については、現在所

蔵している自然環境系及び経営系の蔵書に加え、更

にその周辺分野も加え幅広く収集し、充実を図ると

ともに、企業や官公庁が発行する刊行物や報告書に

ついても収集します。また、山陰初の経営学部とし

て、専門書の整備も進め、地域における経営学の研

究拠点となるよう経営系の資料の充実を図ります。 

社会人としての豊かな感性等を身に付けるため、図

書やレファレンス機能をより充実するとともに、電

子情報資源の充実や電子情報を有効に活用するた

めに、情報環境の整備を図ります。 

図書整備については、教員の選書により教育・学修及び研究用図書資料の充実を図りました。 

学生によるブックハンティングを実施し、学生目線の選書による図書の充実を図りました。 

電子データベースの利用促進を図るため、業者による利用講習会を開催し、さらなる利用促進に努

めました。 

情報メディアセンターだよりを年２回発行し、図書館の利用促進を図りました。 

 

【平成 30 年度：4.00】 

・ 平成 29 年度に引き続き、新研究科用図書の充実を図りました。（整備実績は平成 31 年２月末

現在で 3,515 冊、10,258。このうち新研究科用図書が 324 冊、1,548 千円。） 

・ 学生によるブックハンティングを年３回に拡充して、学生目線の選書による図書の充実を図り

ました。（第１回 116 冊、第２回 113 冊、第３回 100 冊、計 329 冊整備） 

・ 電子データベースの利用促進を図るため、利用講習会を年２回開催し、さらなる利用促進に努

めました。（教員７人、学生 57 人が参加） 

・ 全１・２年生を対象とした図書館利用説明会を初めて実施し、図書館サービスの周知を実施し

ました。（１年生 217 人、２年生 150 人、計 367 人参加） 

・ 新入生全員を対象とした図書館ツアーを実施するとともに、情報メディアセンターだよりを年

２回発行し、図書館の利用を促進しました。 

 

【令和元年度：4.00】 
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・ 図書整備は全体で 4,214 冊 11,791 千円、このうち教員による選書は 2,641 冊 8,736 千円。 

・ 学生によるブックハンティングを年３回開催しました。（第１回 125 冊、第２回 74 冊、第３回

119 冊、計 318 冊整備） 

・ 全１・２年生を対象とした図書館利用説明会を実施しました。（１年生 189 名、２年生 127 名、

計 316 名） 

・ 電子データベース利用促進を図るため、３年生以上を対象とした電子データベース活用講習会

を開催しました。（63 名参加） 

・ 年２回「情報メディアセンターだより」を発行しました。 

 

【令和２年度：4.00】 

・ 図書整備、全体で 2,565 冊 8,131,307 円、このうち教員による選書は 2,255 冊 7,305,246 円。 

・ 電子ジャーナル２種を追加導入したほか、継続中のデータベースを収録雑誌タイトル数の多い

製品にアップグレードし、電子的資料を拡充しました。 

・ 学生によるブックハンティングを予定していましたが、新型コロナウイルス感染防止のため、

オンライン書店を利用したインターネットブックハンティングに変更して実施しました。５名

の学生参加があり、51 冊の図書を購入しました。 

・ オンライン授業の実施に伴い、通常は学内閲覧限定としている電子ジャーナルや電子書籍を学

外からもアクセス可能とするよう整備し、学内 Web や授業支援システムで利用案内を行って電

子的資料の利用を促進しました。 

・ 「情報メディアセンターだより」を発行しました。 

・ 後期ガイダンスで１年生向けの情報メディアセンターガイダンスを行い、図書館の利用につい

ての説明を実施しました。 

 

 

③教育研究環境の充実 

中期目標 （なし） 

 

No. 中期計画 実施状況 
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21 

「まちなかキャンパス」、新たに岩美町に開設する

「むらなかキャンパス（仮称）」をはじめ、鳥取県

内をフィードとしてより一層の教育、研究ができる

よう環境整備に努めます。 

 

鳥取駅前の「まちなかキャンパス」では、里山生物の展示などの学生によるユニークな活動、他大

学との学生交流会、就職相談会、社会人のキャリアアップ講座、まちなか英語村、地元中高生への

学習支援「環境大学スタディ（略称：環スタ）」の実施など、多岐にわたる活用により教育活動の

充実を図りました。 

平成 30 年４月に「岩美むらなかキャンパス」を開所し、海辺の立地を活かしたゼミ活動や地域連

携・交流イベント、岩美町の地域課題に係る公開講座などのほか、中央大学との共同フィールド

ワーク、出張英語村など、本学の教育研究活動の拠点として活用を図りました。 

 

【平成 30 年度：5.00】 

・ 「岩美むらなかキャンパス」を開所し、海辺の立地を活かしたゼミ活動や地域連携・交流イベ

ント、岩美町の地域課題に係る公開講座などのほか、中央大学との共同フィールドワーク、出

張英語村など、本学の教育研究活動の拠点として活用を図りました。（延べ 367 人利用） 

・ 鳥取駅前の「まちなかキャンパス」では、里山生物の展示などの学生によるユニークな活動、

他大学との学生交流会、就職相談会、社会人のキャリアアップ講座、まちなか英語村、地元中

高生への学習支援「環境大学スタディ（略称：環スタ）」の実施など（延べ 3,837 人利用）多岐

にわたる活用により教育活動の充実を図りました。 

 

【令和元年度：4.00】 

・ 「岩美むらなかキャンパス」は、延べ 616 人が利用しました。 

・ 「まちなかキャンパス」は、延べ 3,593 人が利用しました。 

 

【令和２年度：3.00】 

・ 「岩美むらなかキャンパス」、新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、前期のゼミ活動、公

開講座、また出張英語村などを実施することが出来ず、利用者数が減少しました（延べ 203 人

利用）。 

・ 「まちなかキャンパス」では、新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、学外者の利用を制

限したほか、里山生物の展示を一時的に撤去しました。更に、他大学との学生交流会、就職相

談会、社会人のキャリアアップ講座、まちなか英語村、地元中高生への学習支援「環境大学ス

タディ（略称：環スタ）」も実施することが出来なかったため、利用者数が減少しました（延べ

428 人利用）。 
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（５）就職支援に関する目標 

①キャリア教育方針の明確化と学生への就職活動支援 

中期目標 

入学から卒業まで、一貫した就職等支援を行うための体制を強化し、全教職員あげて、学生の進路に関する適切な支援を実施する。 

ア 学生のキャリア支援を行うため、カリキュラムの充実を図る。 

イ 体系的な就職指導の促進を図るため、学内体制を強化する。 

ウ 地元企業・自治体との連携やインターンシップ等を活用し、県内企業への就職率の向上に重点的に取り組む。 

 達成すべき数値目標等 

・県内就職率 … 設置者、産業界と協働して取り組み、中期目標期間内に、県内就職率 30％以上を目指す。 

・就職率 … 100％を目指し、就職状況調査大学平均以上を達成する。  
 

No. 中期計画 実施状況 

22 

大学が基本理念の下に育成した人材が、社会で活躍

し貢献するため、体系的なキャリア教育ときめ細か

い進路指導等により、学生が描く目標を実現するた

めの支援を行います。 

〔キャリア教育〕 

職業観・勤労観、進路選択に必要な能力や心構えに

ついて、キャリアデザイン科目を通じて修得すると

ともに、実際に企業・団体等での就業体験を通し、

将来の職業選択に活かすインターンシップを推進

します。インターンシップでは、単位化を推進する

とともに地域の企業や各種団体等の協力の下、様々

な形態のインターシップを経験することで、就業体

験を積み、社会で働くことの意義や実際の企業等の

活動内容を修得させます。 

〔就職支援体制〕 

入学から卒業まで、一貫した就職等支援を行えるよ

うに、相談窓口「就職支援センター」など学内体制

の充実に取り組んでいきます。 

併せて、企業開拓員を県内・県外に配置して積極的

に企業開拓を行うとともに、企業訪問を通して求人

情報等を収集し、学生に情報をタイムリーに提供し

ます。特に鳥取県内に複数の企業開拓員を配置し、

山陰エリアの就職情報をきめ細かく収集し、県内企

職業観・勤労観、進路選択に必要な能力や心構えを身に着けるため、「キャリアデザイン」科目を

開講しました。特に「キャリアデザインＢ」の５コマ分で地元企業等から外部講師を招聘して、よ

り具体的な職業認知を図りました。またインターンシップを単位化し、社会で働くことの意義や実

際の企業等の活動内容の経験を得ています。 

経営学部では「経営学特別講義」で、県内・市内金融機関により、地域金融ビジネスに関する講義

を実施しました。 

入学から卒業まで、一貫した就職等支援を行えるように、「就職支援センター」を設置し、教職協

働の学内体制の強化と、学生に対しての支援の強化に取り組みました 

鳥取県東部・西部、岡山、関西に企業開拓担当参与を配置（関西は令和元年度まで）し、企業訪問

や学生の就職活動指導を行いました。また学生に対しては、学内個別企業説明会や、企業懇談会を

実施し、低学年から社会に目を向けたキャリア教育に取り組みました。 

学生の企業訪問や採用試験受験に要する交通費等の一部助成を行いました。 

令和２年度はコロナ禍において県内就職率が大幅な低下が見受けられ、就職支援センターにて県内

就職率を高めるための計画を新たに策定しました。 

 

【平成 30 年度：3.67】 

・ 「キャリアデザインＢ(16)／Ⅱ(12)」では外部講師５コマを地元の企業等から招聘しました。 

・ 鳥取県東部・西部、岡山、関西に企業開拓担当参与を配置し、企業訪問や学生の就職活動指導

を実施しました。（４月～１月：企業訪問 延べ 783 社、学生指導 447 名） 

・ 就活実践個人指導（毎週木曜日と金曜日）とキャリアカウンセリング（隔週月曜日、毎週火曜

日）を実施しました。（延べ利用人数 155 名） 

・ 就職担当職員により３年生との面談を実施しました。（夏（７～８月）：178 名、冬（１～２月）：

93 名） 
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業への就職率の向上を図ります。また、就職情報に

精通した人材を招き、きめ細やかな就職支援を行い

ます。 

さらに、定期的な就職ガイダンスの開催のほか、就

職活動に対する経済的支援制度の導入、学内合同企

業説明会、同窓会と連携した就職相談会、企業懇談

会等を実施します。 

就職率については、中期目標期間内の各年度とも、

100％の就職率を目指すとともに、県内の企業、行

政機関や設置者等と協力して、県内の就職率を次の

数値目標以上とすることを目指します。  

・ 進路、就職ガイダンスを実施しました。（１、２、４年生 年２回期初に実施。３年生 年間 44

回実施） 

・ ３年生に対して就職活動対策集中講座を実施しました。（参加学生数 29 名） 

・ 学生の企業訪問や採用試験受験に要する交通費等の一部助成を実施しました。（鳥取-大阪間、

鳥取-岡山間バス回数券 1650 円販売：580 枚、交通費補助延べ 113 名、宿泊費補助延べ 20 名） 

・ 学内個別企業説明会を実施しました。（延べ 31 社開催） 

・ 企業懇談会を実施しました。（５会場、計 160 社、学生 192 名参加） 

・ 学内合同企業セミナー（合同企業説明会）を実施しました。（学生約 200 名参加） 

・ 学内合同企業説明会（県と連携）を２回実施しました。（計 60 社、学生 200 名参加） 

・ とっとりインターンシップ（地域協働型インターンシップ）に参加する学生数は、夏季休暇中

に 42 名、春季休暇中は 12 名でした。人間形成教育科目に「基礎インターンシップ」（16）を設

けており、このインターンシップに参加した１年生 18 名が単位修得しました。その他に、鳥

取県内のインターンシップに 12 名、鳥取県外に 16 名が参加しました。 

・ 県内の企業や各種団体等の協力の下、県、鳥取市、ハローワーク等の行政機関と連携し、様々

な形態のインターンシップやキャリア教育を実施しました。 

・ 県定住機構との共催により、就職活動支援集中講座で県内・市内企業の３社の見学会を実施し

ました。 

・ 県内・市内で活躍するＯＢ・ＯＧ（就活サポーター）による学生との交流会開催し、４社と学

生 21 名が参加しました。 

・ 鳥取県経済同友会東部地区主催「学生と経営者が語る地元企業の魅力発信 2019」に学生が参加

しました。 

 

【令和元年度：3.67】 

・ 「キャリアデザインＢ(16)／Ⅱ(12)」では外部講師（５コマ）を地元の企業等から招聘しまし

た。 

・ 企業開拓担当参与が企業訪問や学生の就職活動指導を実施しました。（企業訪問 698 社、学生

指導 388 名） 

・ 就職担当職員により３年生との面談を実施しました。（夏：208 名、冬：107 名） 

・ 就活実践個人指導（毎週木曜日と金曜日）とキャリアカウンセリングを実施しました。（隔週月

曜日、毎週火曜日）（延べ利用人数 164 名） 

・ 進路、就職ガイダンスを実施しました。（１、２、４年生 年２回期初に実施。３年生 年間 56

回実施） 

・ ３年生に対して就職活動対策集中講座を実施しました。（参加学生数 26 名） 

・ 交通費等の一部助成を実施しました。（鳥取-大阪間、鳥取-岡山間バス回数券 正規価格の半

40



額販売：428 枚、交通費補助延べ 60 名、宿泊費補助延べ 28 名） 

・ 学内個別企業説明会を実施しました。（延べ 38 社開催） 

・ 企業懇談会を実施しました（４会場、計 164 社、学生 206 名参加） 

・ 学内合同企業セミナー（合同企業説明会）を実施しました。（学生約 250 名参加） 

・ 学内合同企業説明会（県と連携）を２回実施しました。（計 60 社、学生 179 名参加） 

・ とっとりインターンシップ（地域協働型インターンシップ）に参加する学生数は、夏季休暇中

に 42 名、春季休暇中は８名でした。その他に、鳥取県内のインターンシップに 12 名、鳥取県

外に 17 名の計 29 名が参加しました。 

・ 県定住機構との共催により、就職活動支援集中講座で県内・市内企業を３社見学しました。 

・ 県内・市内で活躍するＯＢ・ＯＧ（就活サポーター）による交流会実施しました。（５社、学生

31 名） 

・ 鳥取県経済同友会東部地区主催「学生と経営者が語る地元企業の魅力発信 2020」に学生２名が

参加しました。 

 

【令和２年度：3.50】 

・ 「キャリアデザインＢ(16)／Ⅱ(12)」では外部講師（５コマ）を地元の企業等から招聘しまし

た。本学卒業生５名によるパネルディスカッションを開催しました。 

・ 企業開拓担当参与が企業訪問や学生の就職活動指導を実施しました。（企業訪問 418 社、学生

指導 813 名） 

・ 就職担当職員により３年生との面談を実施しました。（夏：208 名、冬：84 名） 

・ 就活実践個人指導、キャリアカウンセリング（それぞれ週２回）を実施しました。 

・ 進路、就職ガイダンスを実施しました。（１、２、４年生 年２回期初に実施。３年生 年間 17

回、別途 Web 配信４回実施） 

・ 就活塾を実施しました。（年間５回） 

・ 交通費等の一部助成を実施しました。（鳥取-大阪間バス回数券 正規価格の半額販売：111 枚、

交通費補助延べ 28 名、宿泊費補助延べ 12 名） 

・ 新たに東京・大阪・広島・福岡の４か所にあるセカンドキャンパス（業者契約）を活用して、

都市部での学生の利便性向上（待機場所確保）に努めました。 

・ 学内個別企業説明会を Web 配信の併用で実施しました。（延 21 社 開催学生５名） 

・ 学内合同企業説明会等を Web 配信に変更して実施しました。（48 社参加、学生 86 名参加） 

・ OB・OG 就職相談会を実施しました。（OB/OG13 名、学生 27 名） 

・ 各種就職関連ガイダンスを実施しました。（65 社、学生 79 名） 

・ 県内企業（14 社）見学バスツアーに参加しました。（学生 42 名） 

・ コロナ禍の影響により企業懇談会（名古屋・大阪・岡山・鳥取）を中止しました。代替措置と
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して、本学の企業向けＰＲ用動画（約 13 分※保護者向け動画は約 18 分）を制作しました。 

・ とっとりインターンシップの参加学生数は、夏季休暇中は延 29 名、春季休暇中は延 15 名でし

た。その他、鳥取県内のインターンシップに１名、鳥取県外に 15 名、計 16 名が参加しました。 

・ COC+後継事業である「地域創生人材の育成・定着推進事業」の枠組みを活用し、地元への就職

が進むようインターンシップの方法等について、企業・行政と連携して検討するとともに、イ

ベントに参加しました。（どこでも合説（春））10 名、どこでも会社見学会２名） 

・ 鳥取県経済同友会東部地区主催「学生と経営者が語る地元企業の魅力発信 2021」に学生３名が

参加しました。 

・ コロナ禍の中での就職活動は、①Web 面接導入による選択肢の多様化、②内定学生の早期の就

職活動終了傾向、③県外出身学生の地元志向、④県内有効求人倍率の低下等が複合的に影響し

て県内就職率が低下したと就職支援センターで分析しました。 

・ 就職支援センターにて、県内就職率を高めるための計画を策定しました。 

 

数値目標：県内就職率…設置者、産業界と協働して取り組み、中期目標期間内に、県内就職率 30％

以上を目指す。 

 平成 30 令和元 令和２ 

県内就職率 23.7 23.4 14.3 

 

数値目標：就職率…100％を目指し、就職状況調査大学平均以上を達成する。 

 平成 30 令和元 令和２ 

就職内定率 99.1 98.7 98.4 

全国平均(※) 97.3 98.2 95.9 

※全国国公立大学平均値 

※令和元年度業務実績報告時点の数値として、全国平均は 93.5（2/1 時点）としていたが、その後、

98.2 が確報値となった。 
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②就職に役立つ資格取得の支援 

中期目標 

学生の進路選択を有利にさせるための資格取得や講座への参加を促進する。 

達成すべき数値目標等 

・資格受検 … 学生全員の就職に役立つ資格の受検を推奨し、中期目標期間内に延べ 550 人の検定取得を達成する。 

 

No. 中期計画 実施状況 

23 

学生の進路選択を有利にさせるとともに、目標を立

てて自主的に学ぶことで「意欲」や「積極性」のあ

る学生を養成するため、資格取得支援担当職員を配

置するとともに、就職活動に有利となる資格取得及

び公務員試験対策について、外部専門学校等と提携

して講座を開設するなど、キャリアディペロップメ

ントプログラムを引き続き実施します。併せて、本

学が指定する資格・検定を対象に、受検料（検定料）

の一部を助成するなど、資格取得の人数を次の数値

目標以上とすることを目指します。 

 

資格取得支援担当職員を配置し、資格取得を推進しました。 

クレアール、LEC 東京リーガルマインドと提携し、公務員対策講座、TOEIC 対策講座、各種資格取

得支援講座を開講しました。 

本学が指定する多様な資格・検定、TOEIC 等を対象に、受験料（検定料）の一部を助成しました。

また表彰制度を設け、資格取得等の表彰を実施しました。 

 

【平成 30 年度：3.67】 

・ 資格支援講座を実施した検定合格実績は、簿記３級７名、ＦＰ３級６名でした。 

・ 上記に加え、eco 検定（環境社会検定） 42 名、TOEIC 600 点以上 10 名、英語検定 準１級２名

等を表彰しました。 

 

【令和元年度：3.67】 

・ 資格支援講座を実施した検定合格実績は、簿記３級 12 名、２級３名、１級１名、ＦＰ３級４名

でした。（一部講座未受講学生含む） 

・ 上記に加え、eco 検定 28 名、TOEIC 600 点以上 11 名等を表彰しました。 

 

【令和２年度：3.67】 

・ 講座の受講者数は、簿記３級 26 名、２級 11 名、１級６名、FP３級 27 名、公務員受験対策講

座 82 名でした。 

・ 外部専門学校と連携した TOEIC 対策講座を２回開講しました（Web 方式９月 10 名・２月８名）。 

・ eco 検定 11 名、CEFR における B1 レベル以上 21 名等を表彰しました。 

 

数値目標：資格受検 … 学生全員の就職に役立つ資格の受検を推奨し、中期目標期間内に延べ 550

人の検定取得を達成する。 

 平成 30 令和元 令和２ 

年度目標 75 75 100 

検定取得数 118 127 91 

※検定取得数には TOEIC 550 点以上、CEFR B1 相当以上を含む。 
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（６）学生支援に関する目標 

① 学修等支援 

中期目標 

学生が安心して充実した学生生活を送られるよう、学生の修学、生活に関する適切な支援を実施する。 

ア 学生の自主的な学修活動や課外活動の支援と活動実施にあたって必要な相談体制、設備環境の整備 

 イ 正課教育に連動する正課外教育の整備 

 ウ 学生に応じた補充教育等の実施、成績不振者等の状況把握・指導体制の充実 

 

No. 中期計画 実施状況 

24 

学生の学修活動や学生生活に対する個人的な相談

に応じ、適切な指導と助言を行い、学生が充実した

大学生活を送ることができるよう、指導教員

（チューター）制度を充実します。また、授業への

出席率が悪い、あるいは学修意欲が低い学生に対し

ては、副学長の下、指導教員と事務局が一体となっ

て保護者と連携し、早期指導・解決に取り組みます。 

スポーツ活動等を積極的に行うクラブに対して経

済的な支援を実施するとともに、学生表彰制度を設

け、学業成績が優秀な学生や、課外活動等で顕著な

成果を挙げた学生、社会に貢献した学生を表彰し、

更なる活動の活発化に繋げます。 

学生アンケートの実施や学生団体と定期的に意見

交換会を開き、常に学生の意見や要望・提案を聞く

体制を作り、安全で充実した大学生活を送ることが

できる環境を整備していきます。  

各教員が毎期週２回オフィスアワーを実施しました。 

１年生については、前期・後期について必修科目から２科目を選択して、２年生については、前期

必修科目のうち１科目を選択して、講義４回終了時に３回以上欠席している学生を対象に、チュー

ターと学務課がフォロー面談を実施しました 

スポーツ活動等を積極的に行うクラブに対しての強化支援として、経済的支援を実施しました。 

日本交通と契約を締結し、日本交通の路線バスを利用した通学と授業時間に合わせた専用便（ス

クールバス）を鳥取駅南口と本学間に運行することにより、学生の通学手段を確保しました。 

学業成績が優秀な学生や資格取得等対象者に対して、表彰を行いました。 

学生生活実態アンケートにて、学生の生活環境等の把握を行いました。 

学友会との意見交換会を実施し、学生からの意見や要望・提案を聞きました。また学生・職員提案

制度にて、学生及び教員・職員からの意見聴取を図りました。 

 

【平成 30 年度：3.00】 

・ １年生については、前期・後期について必修科目から２科目を選択して、２年生については、

前期について必修科目のうち、１科目を選択して、講義４回終了時に３回以上欠席している学

生を対象に、チューターと学務課がフォロー面談（〔前期〕14 人、〔後期９人〕）を実施しまし

た。（１年生フォロー対象者は、前期３人、後期９人） 

・ ６団体（体育系５団体、文化系１団体）を強化支援認定しました。鳥取マラソン一般の部で２

年連続優勝者を輩出しました。 

・ 表彰対象者は 56 名でした。 

・ 学生・職員提案制度については、施設やスクールバスに関するものなど計 11 件の提案があり、

提案に基づき可能な範囲で改善を図りました。 

・ 日本交通と契約を締結し、日本交通の路線バスを利用した通学と授業時間に合わせた専用便

（スクールバス）を鳥取駅南口と本学間に運行し、学生の通学手段を確保しました。専用便の

路線・便数については、鳥取駅南口と本学間に、内吉方・雲山・桜谷経由を８便、市立病院経
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由を４便運行しました。 

・ 日本交通が平成 30 年５月に実施した路線バスの乗降調査によると、平日は約 500 人の学生が

利用し、専用便については、同年７月及び 11 月に実施した乗降調査によると、約 300 人の学

生が利用しました。 

 

【令和元年度：3.00】 

・ 講義４回終了時に３回以上欠席した学生を対象に、チューターと学務課がフォロー面談（〔前

期〕９人、〔後期〕５人）を実施しました。（１年生フォロー対象者は、前期１人、後期５人） 

・ ６団体（体育系４団体、文化系２団体）を強化支援認定しました。 

・ 表彰対象者は 46 名でした。 

・ 学友会との意見交換会を実施しました。 

・ 学生・職員提案制度については、計５件の提案がありました。 

・ 日本交通が令和元年５月に実施した路線バスの乗降調査によると、平日は１日あたり約 600 人

の学生が利用し、専用便については同年６月及び 11 月に実施した乗降調査によると、１日あ

たり約 260 人の学生が利用しました。 

 

【令和２年度：3.17】 

・ 講義３回又は４回終了時に３回以上欠席した学生を対象に、チューターと学務課がフォロー面

談（〔前期〕32 人、〔後期〕９人）を実施しました。（１年生フォロー対象者は、前期 12 人、後

期９人） 

・ ５団体（体育系３団体、文化系２団体）を強化支援認定しました。（ただし、文科系１団体は、

新型コロナウイルス感染症の影響により当初予定の活動ができず辞退） 

・ 表彰対象者は 38 名でした。 

・ 学友会との意見交換会を２回実施しました。 

・ 学生・職員提案制度については、施設整備に関するものなど計５件の提案がありました。提案

に基づきトイレの洋式化を進めるため今年度設計を終了し、令和３年度に工事に着工する予定

です。 

・ 学生生活実態アンケートは、１～３年生は授業支援システムのアンケート機能を利用し９月に

実施しました。４年生はマークシート方式、と授業支援システムのアンケート機能の両方を利

用し実施しました。 

・ ほぼすべての学生がスマホを所有していることを踏まえ、より迅速に情報を提供するため、学

生とのコミュニケーションアプリ「がプリ」を導入しました。 

・ 日本交通の専用便は、鳥取駅南口と本学間に、内吉方・雲山・桜谷経由を８便、市立病院経由

を４便運行していましたが、新型コロナ感染症対策として、１号車を２台編成（３号車を追随）
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で運行させ、９月からは内吉方・雲山・桜台経由を２本増便しました。 

・ 日本交通が令和２年６月に実施した路線バスの乗降調査によると、平日は１日あたり約 259 人

の学生が利用し、専用便は 11 月に実施した乗降調査によると、１日あたり約 357 人の学生が

利用しました。 

 

②学生一人ひとりの活動記録（ポートフォリオ）の作成 

中期目標 （なし） 

 

No. 中期計画 実施状況 

25 

学生一人ひとりの活動記録（ポートフォリオ）を作

成し全教員が必要な情報を共有することで、学生が

入学して卒業するまでを見守り、適時に適切な指導

ができるような仕組みの構築について検討します。  

授業支援システムを利用するラーニングポートフォリオ（学修成果の蓄積、学生の文章による振り

返り、教員からのコメント）を整備し、適時に適切な指導ができる環境を整えました。 

学生は、授業への参加状況や課題の取組状況を記すポートフォリオを１週間単位で担当のチュー

ターに提出し、チューターは、それに対してコメントを書くなどして、担当学生の指導を手厚く行

いました。学生の学習意欲は徐々に高まっており、学生の気づきや成長を促すという点で貢献して

います。 

 

【平成 30 年度：3.00】 

・ 平成 31 年２月に教育質保証推進ユニット会議を立ち上げ、ラーニングポートフォリオ（学修

成果の蓄積、学生の文章による振り返り、教員からのコメント）の検討を実施しました。 

 

【令和元年度：4.00】 

・ ４月から、授業支援システムを活用し、新入学生を対象とした「ラーニングポートフォリオ」

の運用を開始しました。 

 

【令和２年度：4.00】 

・ 学生は、授業への参加状況や課題の取組状況を記すポートフォリオを１週間単位で担当の

チューターに提出し、チューターは、それに対してコメントを書くなどして、担当学生の指導

を手厚く実施しました。特に令和２年度前期はオンライン授業を行ったことから学生と対面す

る機会が減ったため、ポートフォリオによる学生の情報把握は修学支援において重要な役目を

担いました。学生の学習意欲の把握、学生の気づきや成長を促すという点で貢献しています。 

 

 

 

 

46



③多様な学生の支援 

中期目標 
ア 留学生等の多様な学生に対する修学支援 

イ 障がいのある学生に対する修学支援体制及び設備・環境の整備 

 

No. 中期計画 実施状況 

26 

授業料減免等の経済的支援制度や学修・生活支援の

ための相談窓口「学生支援センター」など、安心し

て大学生活を送ることができる体制を整備します。

また、国際交流センターを通じ外国人留学生の支援

の充実を図ります。 

平成 28 年 4月 1 日から施行された「障害を理由と

する差別の解消の推進に関する法律」（いわゆる「障

害者差別解消法」）を遵守するように取り組みます。

また、障がいのある学生も他の学生と同様に学修活

動を行うことができるよう、施設のユニバーサルデ

ザイン化や個々の障害特性に応じた学修環境を整

備するとともに、個別の相談や支援を行う体制を整

えます。  

国際交流センターに、韓国語・中国語圏担当専門職員１名及び英語圏担当の専門職員を２名配置し

て、外国人留学生や海外大学からの受入学生の学習面や生活面の相談に対応しました。 

本学独自の私費外国人留学生の入学料・授業料減免制度を設けて、留学生の経済支援を実施しまし

た。 

障害者差別解消法への対応のひとつとして、鳥取大学の学生支援センターが主催する、鳥取県内の

高等教育機関の情報交換会に参加し、他大学等との連携を図りました。 

「公立鳥取環境大学における障がいを理由とする差別の解消の推進に関する教職員対応要領」を定

め、新たに学修・生活支援のための相談窓口「学生支援センター」を組織化して、教職員が協働し

て、障がいだけでなく広く学生の修学支援を行う体制を整えました。 

常勤の臨床心理士１名を配置し、カウンセリングなどの対応を行いました。 

 

【平成 30 年度：3.67】 

・ 本学独自の私費外国人留学生の入学料・授業料減免制度を利用して、２人の授業料を減免しま

した。 

・ 「公立鳥取環境大学における障がいを理由とする差別の解消の推進に関する教職員対応要領」

を定めて公開しました。 

・ 障がいのある学生から合理的配慮について、学務課内に設置された「学生支援センター」が窓

口になり、当該学生の所属する学部の長やチューター等に配慮や対応を依頼するなどの支援を

実施しました。（合理的配慮申請者２名） 

 

【令和元年度：4.00】 

・ 新たに開始した「留学生サポーター」が留学生との交流を深め、異文化を理解しながら、留学

生の大学生活のサポートを実施しました。 

・ 市内の日本語学校に委託し、毎週１回の外国人留学生への日本語習得の特別授業を新たに実施

し、学業及び生活面での語学支援を実施しました。 

・ 私費外国人留学生の入学料・授業料減免制度を利用して、３名の授業料を減免しました。 

・ 合理的配慮申請者は４名でした。 

・ 公立鳥取環境大学学生支援センター規程を制定し、令和２年度から同規定に基づき、教職員が

協働して、障がいだけでなく広く学生の修学支援を行う体制を整備しました。 
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【令和２年度：4.00】 

・ 「留学生サポーター」には新たに 17 名の日本人学生が加わり、新型コロナウイルスの感染対

策を講じたうえで、「留学生サポーター」（24 名）と留学生（20 名）との交流会を実施しまし

た。 

・ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響で来日出来ずやむを得ず１年間休学することとなった

韓国人留学生１名（2020 年４月入学・私費留学）に対して、国際交流センターの職員がメール

や電話により継続的にフォローを実施しました。 

・ 私費外国人留学生の減免制度について、入学料減免が３名、授業料減免が５名でした。 

・ 合理的配慮申請者は３名でした。 

 

 

④経済的な支援 

中期目標 県内出身学生生活支援制度、授業料減免等の経済的支援 

 

No. 中期計画 実施状況 

27 

厳しい経済的状況にあっても学生が学業に専念で

きる環境を整備するため、授業料減免制度等の経済

的支援策を引き続き実施します。 

また、経済上の理由でやむを得ずアルバイトを必要

とする学生に対して、学生に相応しい職種の仕事を

紹介します。学内においても、学業にかかわりの深

い授業補助、図書業務補助、大学内イベント補助業

務等、学生をアルバイトとして活用します。 

費用対効果を十分見極めながら、県内出身の学生の

経済的な負担を軽減する支援制度を運用していき

ます。 

大学独自の「授業料減免制度」から、令和２年度からは「高等教育修学支援新制度」に切り替えて

学生の経済的支援を実施しました。 

「鳥取県内出身学生生活支援制度」にて、本県出身の入学生に対して給付金を支給し、経済的支援

を実施しました。 

危険を伴う環境整備作業を避け、ヘルプデスク、授業アシスタント、資料印刷や受付等、学内で行

う作業等で学生アルバイトの活用に努めました。授業補助作業の他、他大学との連携事業、公開講

座等でもアルバイトを雇用し、学業と関わりの深い分野において作業対象を広げました。 

 

【平成 30 年度：3.00】 

・ 「授業料減免制度」対象者 半額免除 32 名、全額免除 14 名 

・ 「鳥取県内出身学生生活支援制度」対象者 

前期 91 人（平成 29 年度入学 46 人、平成 30 年度入学 45 人） 

後期 91 人（平成 29 年度入学 46 人、平成 30 年度入学 45 人） 

 

【令和元年度：3.00】 

・ 「授業料減免制度」対象者 半額免除 24 名、全額免除 11 名 

・ 「鳥取県内出身学生生活支援制度」対象者 
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前期 136 人（平成 29 年度入学 44 人、平成 30 年度入学 45 人、令和元年度入学 47 人） 

後期 130 人（平成 29 年度入学 41 人、平成 30 年度入学 44 人、令和元年度入学 45 人） 

 

【令和２年度：3.67】 

・ 「高等教育修学支援新制度」対象者 122 名 

・ 「鳥取県内出身学生生活支援制度」対象者 

前期 174 人（平成 29 年度入学 43 人、平成 30 年度入学 43 人、令和元年度入学 42 人、 

令和２年度入学 46 名） 

後期 179 人（平成 29 年度入学 45 人、平成 30 年度入 45 人、令和元年度入学 44 人、 

令和 2年度入学 46 名） 

・ 令和３年度入学生から、コロナの影響による家計の状況に応じて、教材用パソコンの購入経費

の全部または一部を支援することに決定しました。 

・ 鳥取市内学生支援事業交付金（補助金）を活用し、新型コロナウイルスの感染拡大により、ア

ルバイト収入の減少等による経済的に困窮している学生を対象にアルバイトを雇用し、緊急支

援を実施しました。 

・ 新型コロナウイルスの感染拡大により、新入生が適切な支援を受けられない状況にあったこと

から、新入生等に対して学習、学生生活その他の支援活動を行うことを目的に「新入生サポー

ター制度」を実施し、サポーターを委嘱した学生に対して奨励費を支給しました。アルバイト

ではないものの、サポーター学生の経済的な支援となりました。 

※鳥取市内学生支援事業による学生アルバイト、新入生サポーター奨励費 6,393,700 円 
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⑤健康等の支援 

中期目標 

ア ハラスメント防止のための体制の整備 

イ 学生の心身の健康、保健衛生及び安全・衛生への配慮 

 

達成すべき数値目標等 

・年度当初の在校学生のうち当該年度内に退学した学生の割合 … 国公私立大学の平均退学（除籍を含む。）率以下を目指す。  
 

No. 中期計画 実施状況 

28 

学生が健康的な生活を送ることができるよう、保健

師及び臨床心理士を配置し、医療機関との連携によ

り、心身の相談に親身に対応するとともに、より専

門的な見地からの健康相談、メンタルヘルス相談を

定期的に実施します。さらに、契約医師を随時紹介

するなどの健康管理体制の充実に取り組みます。 

退学率を減少させるため、常に授業への出席状況等

を把握し、副学長の下、指導教員、事務局及び保護

者が連携しながら、その原因を調査し、面談等を通

じて早期退学者対策を実施していくことにより、退

学率を次の数値指標以下とすることを目指します。 

  

 

常勤の看護師１名を配置し、応急処置などに対応しました。また常勤の臨床心理士１名を配置し、

カウンセリングなどに対応しました。 

新入生全員を対象に UPI 健康調査を実施し、結果から気になる学生にはこころの相談室（臨床心理

士）にて個別面談を実施しました。 

学校医による健康相談（一般月２回、メンタル月１回）を行い、専門の医師が心身の相談に対応し

ました。 

退学率を減少するために、学生フォロー制度により出席状況等を早期に把握し、指導教員（チュー

ター）や事務局及び保護者が連携して対応しました。 

 

【平成 30 年度：4.00】 

・ 保健室の対応件数は、586 件（学生 465 件、教職員 115 件、その他６件）、救急搬送２件（学

生）。 

・ こころの相談室の相談件数は、309 件（学生 249 件、教職員 57 件、保護者 ３件）。 

・ 学校医による月２回の健康相談の件数は、21 件（学生 14 件、教職員７件）。 

・ 学校医による月１回の健康相談（メンタル）の件数は、12 件。 

・ ストレスマネジメントとして、グループワークを複数回実施しました（料理教室、お弁当教室、

座禅体験）。 

・ 鳥取市保健所と共同で「ストレス測定」イベントを実施しました。 

・ 新入生全員を対象に UPI 健康調査を実施し、結果から気になる学生には個別面談を実施しまし

た。 

 

【令和元年度：3.50】 

・ 保健室の対応件数は、872 件（学生 706 件、教職員 166 件）、救急受診２件（学生１件、職員１

件）。 

・ こころの相談室の相談件数は、426 件（学生 355 件、教職員 63 件、保護者 ８件）。 

・ 学校医による月２回の健康相談の件数は、28 件（学生 14 件、教職員 14 件）。 
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・ 学校医による月１回の健康相談（メンタル）の件数は、11 件（学生 10 件、教職員１件）。 

・ ストレスマネジメントとして、グループワークを複数回実施しました（お弁当教室、座禅体験）。 

・ 臨床心理学に関する勉強会を３回実施しました。（発達障害、依存症、ストレス測定） 

 

【令和２年度：3.50】 

・ 保健室の対応件数は、478 件（学生 310 件、教職員 168 件）。 

・ こころの相談室の相談件数は、404 件（学生 262 件、教職員 120 件、保護者 22 件）。 

・ 学校医による月２回の健康相談の件数は、２件（学生１件、教職員１件）。 

・ 学校医による月１回の健康相談（メンタル）の件数は、10 件（学生７件、教職員３件）。 

・ 感染症対策広報として、手洗いうがい励行、共用部消毒、水洗トイレ飛沫防止、ゴミの捨て方、

体調チェックシート作成等を実施しました。 

・ 新型コロナによる不安への対応のため、通常の対面相談以外に新たに電話相談、メール相談、

オンライン相談の支援を実施しました。 

・ 保健室・こころの相談室では、入室前の検温と問診用紙記入を原則とし、入室前廊下に問診ス

ペースを設置しました。 

・ 令和２年４月から月１回の頻度で健康だよりを発行しました。 

・ 後期ガイダンス内で１年生を対象に、新型コロナに関する予防啓発を実施しました。 

・ １～４年生を対象に、新型コロナウイルス感染症によるメンタルケアに関する資料と相談先一

覧を配布しました。 

・ 新型コロナにより、自宅で定期試験やレポート課題に取り組む際の心理的反応や対策方法につ

いて情報提供を実施しました。 

 

数値目標：年度当初の在校学生のうち当該年度内に退学した学生の割合 … 国公私立大学の平均退

学（除籍を含む。）率以下を目指す。 

 平成 30 令和元 令和２ 

全国平均※ 2.65 2.7 2.7 

本学退学率 2.32 2.7 2.5 

本学退学者数 28 33 31 

※国公私立大学の平均退学率（除籍を含む） 
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２ 研究に関する目標 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標 

中期目標 

大学全体の研究水準を向上させ、社会課題や地域課題に取り組むため、共同研究等の実施件数などについて明確な数値目標を掲げ、それを達

成するための取組を推進し、共同研究等の積極的な実施を図る。 

また、持続可能な社会を構築し、地域の豊かな生活実現を目指すため、サステイナビリティ研究所、地域イノベーション研究センターにおい

て、環境保全、地域社会等に係る研究を推進する。 

 達成すべき数値目標等 

・環境又は経営に関するシンポジウム等 … 毎年度実施する。 

 

No. 中期計画 実施状況 

29 

サステイナビリティ研究所では、持続的な循環型社

会の形成等に向けた調査研究を継続・発展させ、循

環型社会の形成に関する調査・研究をリードする研

究機関としてその役割を果たします。 

地域イノベーション研究センターでは、固有の自然

環境を基盤とする本県の地域社会や文化、産業につ

いて、調査・研究を行い、その地域の特性、特徴を

把握するとともに、行政や産業界、関係機関と連携

し、地域の活性化等に取り組む研究機関として役割

を果たします。 

また、研究発表会やシンポジウムを開催するととも

に、人的ネットワークの活用や産学官懇談会等で交

流を深め、受託研究や共同研究を積極的に実施しま

す。  

サステイナビリティ研究所では、各分野の第一戦で活躍する専門家や研究者を招いたシンポジウ

ムを開催し、循環型社会形成に向けた先近的な取組や研究成果の報告・発表を行いました。 

地域イノベーション研究センターでは、再生エネルギー、廃棄物処理、水産資源、気象、コミュニ

ティ、中小企業振興など、さまざまな分野で地域課題に基づくテーマの研究活動に取り組みまし

た。また、「地域連携活動助成金」制度を設け、学生による地域での調査研究活動や地域連携活動

の促進を図りました。 

平成 30 年度に専任の産官学連携コーディネーターを新たに配置し、研究シーズ集の作成、関係機

関のコンソーシアムによる連携活動、県内経済団体が開催する異業種交流会等への積極的参加な

どにより、企業ニーズと研究シーズのマッチング活動を行い、共同研究・受託研究を推進しました。 

「とっとり麒麟地域活性化プラットフォーム地域連携推進会議」、「公立鳥取環境大学を支援する

会 定期総会」、「公立鳥取環境大学との産学官連携に関する懇談会」等で、教員及び学生、卒業生

による研究成果発表や意見交換を行い、大学の取り組み等を紹介しました。 

2021 年度より、鳥取商工会議所と SDGs での連携を開始し、同商工会議所の地域への SDGs の普及・

啓発を図るための活動に協力したほか、同商工会議所工業部会に属する企業の課題解決と SDGs の

達成に向けた連携を進めました。 

 

【平成 30 年度：3.67】 

＜サステイナビリティ研究所関連＞ 

・ 特別企画シンポジウム２件（参加者数：計 414 人） 

・ 国際シンポジウム１件（参加者数：175 人） 

＜地域イノベーション研究センター関連＞ 

・ 地域課題に基づく８テーマの研究活動に取り組みました。 

・ 「地域連携活動助成金」を４団体に交付しました。 

・ 専任の産官学連携コーディネーターを新たに配置し、研究シーズ集の作成、関係機関のコン
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ソーシアムによる連携活動、県内経済団体が開催する異業種交流会等への積極的参加などによ

り、企業ニーズと研究シーズのマッチング活動を推進しました。 

 

【令和元年度：3.67】 

＜サステイナビリティ研究所関連＞ 

・ 特別協力シンポジウム２件（参加者数：計466人） 

・ 特別企画シンポジウム１件（参加者数：172人） 

・ 特別シンポジウム１件（参加者数：278人） 

＜地域イノベーション研究センター関連＞ 

・ 地域課題に基づく５つのテーマの研究活動に取り組みました。 

・ 「地域連携活動推進助成金」を８団体に交付しました。 

 

【令和２年度：4.00】 

＜サステイナビリティ研究所関連＞ 

・ 新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けてシンポジウムの開催を見送りました。一方、地域

イノベーション研究センターと合同で昨年度の研究成果を報告する「令和元年度サステイナビ

リティ研究所・地域イノベーション研究センター研究成果報告会」をオンラインで開催しまし

た。 

・ 鳥取商工会議所と SDGs での連携を開始し、特に同商工会議所工業部会に属す企業の課題解決

と SDGs の達成に向けた連携を進めました。 

＜地域イノベーション研究センター関連＞ 

・ 地域課題に基づく７つのテーマの研究活動に取り組みました。 

・ 「地域連携活動推進助成金」を１団体に交付しました。 

 

数値目標：環境又は経営に関するシンポジウム等 … 毎年度実施する。 

＜平成 30年度＞ 

・サステイナビリティ研究所関連シンポジウム ３件 

＜令和元年度＞ 

・サステイナビリティ研究所関連シンポジウム ４件 

＜令和２年度＞ 

・サステイナビリティ研究所・地域イノベーション研究センター研究成果報告会（オンライン） 
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（２）研究実施体制の整備に関する目標 

中期目標 

研究活動の活発化を図るため、競争的外部資金の獲得などについて、明確な数値目標を掲げ、教員による研究費の申請を促し、研究活動の促

進を図る。また、活発で積極的な申請を実現するため、事務的なサポート体制を構築し、申請数の拡大と質の向上を図る。 

 達成すべき数値目標等 

・競争的外部資金の申請  … 全教員が申請に関わり、同規模（教員数）公立大の平均新規申請数以上を達成する。 

・競争的外部資金の採択率 … 近県公立大学平均以上の採択率（継続課題を含む。）を目指す。  

 

No. 中期計画 実施状況  

30 

若手研究者の育成及び学長のリーダーシップによ

る学内プロジェクト研究の機動的実施のために、学

内に競争的研究費を設けます。また、教員評価制度

において、研究実績を評価項目の一つに掲げ、全教

員が研究に取り組み、研究活動の活性化に繋げる意

識を高めます。 

また、大学全体の研究水準の向上や更なる地域活性

化を図るため、組織やその機能の在り方について、

検討を進めます。 

 

  

学内競争的研究費助成制度（特別研究費助成）にて、研究費助成を行いました。 

令和元年度から学外研究費獲得助成枠に採択された研究課題については、科研費の申請を義務付

けたほか、学会での研究発表への参加旅費の助成や書籍の出版費の助成などにより、研究の活性化

を図りました。更に令和２年度からは、若手研究者の育成及び研究の活発化を後押しし、外部資金

獲得を目指すために、外部資金獲得助成（申請書レビュー費用）を新設しました。 

教員評価制度において、研究活動についても評価項目とすることで、研究活動の活性化に努めまし

た 

 

【平成 30 年度：3.67】 

・ 学内競争的研究費助成制度（特別研究費助成）で、22 課題を選定しました。 

・ 競争的外部資金の申請件数は、科学研究費、鳥取県環境学術研究等振興事業等の申請件数は合

計で 34 件（新規 28 件、継続６件）、そのうち採択件数は９件でした(新規５件、継続４件）。

科学研究費の新規申請数は、23 件で、新規採択率は 17.4%でした。 

 

【令和元年度：3.67】 

・ 学内競争的研究費助成制度（特別研究費助成）で、22 課題を選定しました。 

・ 学外研究費獲得助成枠に採択された研究課題については、科研費の申請を義務付けたほか、学

会での研究発表への参加旅費の助成や書籍の出版費の助成などにより、研究の活性化を図りま

した。 

・ 科学研究費の新規申請数は 23 件、新規採択件数は６件で、採択率は 26.1%でした。 

 

【令和２年度：3.00】 
・ 学内競争的研究費助成制度（特別研究費助成）で、19 課題を選定しました。 

・ 学外研究費獲得助成枠に採択された研究課題については、科研費の申請を義務付けたほか、学

会での研究発表への参加旅費の助成や書籍の出版費の助成などにより、研究の活性化を促進し

ました。 
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・ 令和２年度からは、若手研究者の育成及び研究の活発化を後押しし、外部資金獲得を目指すた

めに、外部資金獲得助成（申請書レビュー費用）を新設し、３名が利用しました。 

・ 科学研究費の新規申請数は 18 件、新規採択件数は１件で、採択率は 5.6%でした。 

 

数値目標：競争的外部資金の申請…同規模（教員数）公立大学の平均新規申請数以上を達成する。 

 平成 30 令和元 令和２ 

比較大学平均 18.4 18.4 23.3 

本学 23 21 18 

 

数値目標：競争的外部資金の採択率（科研費）…近県公立大学平均以上の採択率を目指す。 

 平成 30 令和元 令和２ 

比較大学平均 18.6 19.4 22.1 

本学 17.4(4) 26.1(6) 5.6(1) 

※()内は科研費の採択件数 
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３ 社会貢献・地域貢献に関する目標 

（１）地域社会との連携に関する目標 

① 地域社会との連携 

中期目標 

平成 27 年９月に認定を受けた「地（知）の拠点大学（COC）」として、地域の研究、地域の協力者と行う研究等の充実により、地域に根ざした

文化、経済、暮らし方など「麒麟の地（知）」への理解を深め、地域に愛着を持つ地域志向の人材の育成を図る。また、地（知）の拠点大学に

よる地方創生推進事業（COC＋事業）やインターンシップ等の取組を推進し、地元企業、自治体等との連携を図ることにより、学卒者の地元定

着率の向上に取り組む。  
 

No. 中期計画 実施状況  

31 

平成 27 年９月に文部科学省の認定を受けた「地

（知）の拠点大学事業」（COC 事業）に基づき、本県

東部地域を中心にその現状と課題について把握し

理解を深めるため、本学、関係市町村や企業等で構

成する「とっとり麒麟地域活性化プラットホーム」

会議に係る取組の活性化を図ります。また、産官学

連携の充実を図るため産官学連携コーディネー

ターを配置して、更なる連携を進めます。併せて、

必修科目である「鳥取学」のほか地域志向科目群の

充実を図るとともに、少人数のクラスを編成し実際

に地域に出かけ、実践的な問題発見・解決力を養う

地域連携型少人数 PBL※科目である「プロジェクト

研究」の充実により、地域に愛着を持つ地域志向の

人材の育成に努めます。 

※PBL・・・課題解決型学修のこと。Project-Based 

Learning の略。 

 

「とっとり麒麟地域活性化プラットフォーム地域連携推進会議」で、自治体や各種団体と学生や卒

業生が意見交換等を行い、地域課題の解決を目指す取り組みを行いました。 

平成 30 年４月に「岩美むらなかキャンパス」を開所し、海辺の立地を活かしたゼミ活動や地域連

携・交流イベントを開催しました。 

平成 30 年度より「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC＋事業）」に基づく地域志向

科目を修了し、かつ地域活動への貢献意欲を有すると認められる学生に対する資格認定制度とし

て「TUES 麒麟マイスター」を設けました。また「TUES 麒麟マイスター」が行う卒論研究のうち、

学術的かつ地域への成果の還元が期待できる研究課題に対して、「麒麟特別研究」として研究費の

一部助成を行いました 

少人数制 PBL である「プロジェクト研究１・２・３・４(16)」において、９課題を地域連携型の課

題（麒麟プロジェクト研究）とし、環境学部と経営学部の全学生が、２年生終了までにこの麒麟プ

ロジェクト研究を履修しています。また、地元企業と連携した「特別演習(16)／特別実習・演習(12)

（地域社会体験学習）」を地域志向科目に設定し、会社業務の一環を体験実習する仕組みとしまし

た。 

16 カリキュラムでは、令和元年度から、より地域志向科目を充実させており、令和２年度では環

境学部専門 25 科目、経営学部専門 13 科目、人間形成８科目となりました。 

 

【平成 30 年度：3.67】 

・ 「とっとり麒麟地域活性化プラットフォーム地域連携推進会議」では、若桜町の地域協力隊員

などを経て、地域に定着している本学の卒業生が、現在の活動内容や課題などについて発表を

行い、麒麟地域（鳥取県東部と新温泉町）の自治体担当者及び各種団体と若者の地元定着につ

いて、意見交換を行い、課題の共有を図りました。 

・ 地域志向科目「特別演習(16)／特別実習・演習(12)（地域社会体験学習）」（１年次配当）で、

ＳＣ鳥取が運営するプロサッカーチーム・ガイナーレ鳥取のホームゲームに関わる会社業務の

一環を体験実習しました。 
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・ 16 カリキュラムでは、平成 30 年度から、より地域志向科目を充実させ、環境学部専門 14 科

目、経営学部専門８科目、人間形成４科目となりました。 

・ 平成 30 年４月に「岩美むらなかキャンパス」を開所し、海辺の立地を活かしたゼミ活動や地

域連携・交流イベント、岩美町の地域課題に係る公開講座などのほか、中央大学との共同フィー

ルドワーク、出張英語村など、本学の教育研究活動の拠点として活用を図りました。（延べ 367

人利用） 

・ 「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC＋事業）」に基づく地域志向科目を修了し、

かつ地域活動への貢献意欲を有すると認められる学生に対する資格認定制度として「TUES 麒

麟マイスター」を設けました。 

 

【令和元年度：3.67】 

・ 「とっとり麒麟地域活性化プラットフォーム地域連携推進会議」では、各自治体担当者が大学

との連携事例を持ち寄り、また、大学からも教員による地域と連携した活動の情報提供を行い、

地域の課題やこれからの連携のあるべき姿について議論しました。 

・ 地域志向科目を充実させ、環境学部専門 25 科目、経営学部専門 13 科目、人間形成４科目に拡

充しました。 

・ むらなかキャンパスでは、延べ 616 人利用しました。 

・ 「TUES 麒麟マイスター」に 12 名を認定。「TUES 麒麟マイスター」が行う卒論研究のうち学術

的かつ地域への成果の還元が期待できる研究課題に対して、４件の研究を「麒麟特別研究」と

して研究費の一部を助成しました。 

 

【令和２年度：3.67】 

・ ２月にオンラインで第７回目となる「とっとり麒麟地域活性化プラットフォーム 地域連携推

進会議」を開催しました。また、同プラットフォームを通して各自治体等担当者と「野生鳥獣

との共存」、「学生地域ボランティア活動」の２つのテーマで連携グループをつくり、意見交換

を行うなど、地域課題の解決を目指す取り組みを開始しました。 

・ 地域志向科目は、環境学部専門 25 科目、経営学部専門 13 科目、人間形成８科目に拡充しまし

た。 

・ 「TUES 麒麟マイスター」に 10 名を認定。また１件の研究を「麒麟特別研究」として研究費の

一部を助成しました。 
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② 「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC＋事業）」の取組 

中期目標 （なし） 

 

No. 中期計画 実施状況  

32 

平成27年９月に文部科学省の認定を受けた「地（知）

の拠点大学による地方創生推進事業」（COC＋事業）

に基づき、鳥取大学、鳥取短期大学、鳥取看護大学

及び国立米子工業高等専門学校と連携して、より一

層の学卒者の県内就労や地域定着に努めます。 

「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC＋事業）」に基づき、鳥取大学、鳥取短期大学、

鳥取看護大学及び国立米子工業高等専門学校と連携して、より一層の学卒者の県内就労や地域定

着に努めました。 

教職課程を履修している学生が「環大スタディ」を毎週水曜日に「まちなかキャンパス」にて開催

し、地域の中高生の学習を支援しました。 

 

【平成 30 年度：3.00】 

・ 県経済同友会共催のセミナーに本学の学生が参加し、若者の地域定着・定住対策について、地

域の経営者と充実した情報交換を行うとともに、関係構築に努めました。引き続き学務課を中

心として、鳥取県内の企業等と情報交換・収集を行い、卒業予定者の就職支援充実を図りまし

た。 

・ 本学の教職課程を履修している学生が地域の中高生の学習を支援する「環大スタディ」は、毎

週水曜日に「まちなかキャンパス」にて開催し、延べ 352 人の中・高校生が参加しました。 

 

【令和元年度：3.00】 

・ 県経済同友会と共催のセミナーに本学の学生３名が参加しました。 

・ 卒業生の県内就職や地域定着の増加を目指し、キャリア支援センターを中心として、鳥取県内

の企業等と情報交換を行い、卒業予定者へ求人情報を紹介するなどして支援充実を図りまし

た。 

・ 「環大スタディ」を毎週水曜日に「まちなかキャンパス」にて開催し、延べ 475 人の中・高校

生が参加し、延べ 247 人の本学の学生が活動を実施しました。 

 

【令和２年度：3.00】 

・ COC+後継事業である「地域創生人材育成・定着事業」の枠組みを活用して、県内就職や地域定

着の増加を目指し、「どこでも合説」、「どこでも会社見学」等のイベントを開催、県内企業等

との情報交換の場や求人情報を学生へ提供しました。 

・ まちなかキャンパスで行う「環大スタディ」は新型コロナウィルス感染予防のため開催を中止

しました。 
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③地域連携の拠点 

中期目標 （なし） 

 

No. 中期計画 実施状況  

33 

地域イノベーション研究センターは、地域の豊かな

生活実現に貢献するとともに、地域振興を担う人材

を育成する役割を担い、地域経済・制度、中心市街

地や中山間地域の活性化等の地域社会を対象とし

た調査研究・地域連携活動や情報収集提供活動等を

展開する、地域連携活動の拠点とします。 

研究活動を幅広く行うため、県内の産業界、行政、

高等教育機関との連携強化を図ることが必要であ

り、地域イノベーション研究センターは地域と大学

を結ぶ窓口の一つとして役割を果たします。 

 

 

 

 

地域イノベーション研究センターでは、地域の豊かな生活実現に貢献するため、地域課題に関する

研究や地域活性化に資する事業を行いました。また、「研究発表会」を行うほか、成果をまとめた

年次報告書「地域イノベーション研究」を発行し、広く社会へ還元しました。 

また「地域連携活動推進助成金」を交付し、学生の活動意欲の向上と地域活性化に貢献しました。 

まちなかキャンパスでは、地域の方々への交流空間としての“場の提供”のみではなく、社会人の

キャリアアップのための公開講座、まちなか英語村（毎週木曜日開催）、科学教室などを開催して、

生涯学習や子どもたちへの学習の機会提供を行いました。 

「とっとり麒麟地域活性化プラットフォーム 地域連携推進会議」を開催し、各自治体等担当者と

意見交換を行うなど、地域課題の解決を目指す取り組みを行いました。 

 

【平成 30 年度：3.00】 

・ 再生エネルギー、廃棄物処理、水産資源、気象、コミュニティ、中小企業振興など、さまざま

な分野で地域課題に基づく８テーマの研究活動に取り組みました。 

・ 地域イノベーション研究センターでは、砂丘ごぼうを活かした商品開発と販売促進活動、八頭

町日下部の古民家を活用したイベント、鳥取市の中心市街地の空き家等の調査など、地元企業

や地域との連携による４件の活動に対し、「地域連携活動推進助成金」を交付し、学生の活動意

欲の向上と地域活性化に貢献しました。 

・ まちなかキャンパスは、地域の方々への交流空間としての“場の提供”のみではなく、社会人

のキャリアアップのための公開講座、まちなか英語村（毎週木曜日開催）、科学教室などを開催

して、生涯学習や子どもたちへの学習の機会を提供しました。 

・ まちなかキャンパスは、住民、教員、学生の延べ 3,837 人が利用し、交流、学習、語らいの場

として利活用されました。 

 

【令和元年度：3.00】 

・ 地域課題に基づく５つのテーマで研究活動に取り組む。前年度に行った研究課題について、報

告書（地域イノベーション研究）にまとめ、関係機関に配布したほか、「研究成果報告会」を行

い、行政、企業関係者など 122 名の参加者と成果の共有を図りました。 

・ 「地域連携活動推進助成金」を学生８名に交付しました。 

 

【令和２年度：3.00】 
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・ 地域課題に基づく７つのテーマで研究活動に取り組みました。前年度に行った研究課題につい

て、報告書（地域イノベーション研究）にまとめ、関係機関に配布したほか、オンラインで「研

究成果報告会」を行い、行政、企業関係者などと成果の共有を図りました。 

・ 「地域連携活動推進助成金」を学生１名に交付しました。 

・ ２月にオンラインで第７回目となる「とっとり麒麟地域活性化プラットフォーム 地域連携推

進会議」を開催しました。また、同プラットフォームを通して各自治体等担当者と「野生鳥獣

との共存」、「学生地域ボランティア活動」の２つのテーマで連携グループをつくり、意見交換

を行うなど、地域課題の解決を目指す取り組みを開始しました。 

 

 

④地域社会に対する大学教育・成果の還元 

中期目標 
地域社会と大学との連携を密にし、県内の地域に学生等が出かけるとともに、まちなか・むらなかキャンパスや西部サテライトキャンパス等

を中心に効果的な活用策を講じるなど、県内全域にわたり地域貢献活動への取組を推進する。 

 

No. 中期計画 実施状況  

34 

大学が保有する知識・情報・教育資源及び研究成果

を積極的に地域社会に還元するため、地域社会の

ニーズを把握するとともに、企業・団体等との連携

を図りながら、県民への多様な学修機会の提供を図

ります。 

広く一般の者を対象としたもののほか、社会人の

キャリアアップを目的として知識を体系的に修得

できるセミナー、夏期休業中の小・中・高校生を対

象にしたもの、教職課程を履修する学生及び指導教

員による学習支援事業「環大スタディ」など、内容、

対象、時間にマッチした参加しやすい多様な講座、

催しを開設します。 

また、県民の知的好奇心の向上や地域活性化に資す

るため、関係団体や地域と連携した公開講座の実施

を検討していきます。 

なお、開催場所については、本学、まちなかキャン

パス、西部サテライトキャンパスのほか、新たに岩

美町に開設する「むらなかキャンパス(仮称)」など、

本学の地域連携拠点を活かして開催します。 

公開講座は広く一般向けの講座のほか、小中学生向け科学教室や社会人向けキャリアアップ講座

など多様な参加者層を意識したテーマを設け、本学、まちなかキャンパス、西部サテライトキャン

パス等の他、平成 30 年度に開設した岩美むらなかキャンパスでも開催しています。現役世代の帰

宅時間帯に合わせた平日夜間の開催など、受講しやすい工夫を行い、多数の地域住民の方に参加し

ていただきました。 

後期「特別講義Ａ(16)／特別講義Ⅰ(12）」を鳥取県との連携事業（とっとり消費者大学「くらしの

経済・法律講座」）として実施しました。 

まちなかキャンパスは、地域の方々への交流空間としての“場の提供”のみではなく、社会人のキャ

リアアップのための公開講座、まちなか英語村（毎週木曜日開催）、科学教室などを開催して、生

涯学習や子どもたちへの学習の機会提供を行いました。 

教職課程を履修する学生が「環大スタディ」を毎週開催し、地域の中高生たちに学習支援を行いま

した。 

岩美むらなかキャンパスは、平成 30 年に開設し、海辺の立地を活かしたゼミ活動や地域連携・交

流イベント、岩美町の地域課題に係る公開講座などのほか、中央大学との共同フィールドワーク、

出張英語村など、本学の教育研究活動の拠点として活用を図りました。 

 

【平成 30 年度：4.00】 

・ 公開講座は一般向け講座のほか、社会人対象の「TOEIC 講座」、小・中学生対象の「夏休み科学

教室」など計 19 回開催し 397 名が参加しました。従来からの鳥取、倉吉、米子会場に加え、
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あらたに開設した岩美むらなかキャンパスでも初めて講座を開催しました。 

・ COC＋事業として教職課程を履修する学生が「環大スタディ」を毎週開催し、地域の中高生たち

に学習支援を実施しました。 

・ 後期「特別講義Ａ(16)／特別講義Ⅰ(12）」を鳥取県との連携事業（とっとり消費者大学「くら

しの経済・法律講座」）として実施しました。一般受講者は 622 名でした（計 15回の参加者数、

重複あり）。 

 

【令和元年度：3.60】 

・ 公開講座は、台風や新型コロナウィルスの影響により３回の講座が中止となり、計 18 回 375

名が受講しました。 

・ SDGs 特別シンポジウム、サステイナビリティ研究所特別シンポジウム、地域イノベーション研

究センター研究成果報告会、夏休みエネルギー教室など、多種多様な催しを開催し、2,963 人

に学びの機会を提供しました。 

・ 教職課程を履修する学生が「環大スタディ」を開催し、地域の中高生たちに学習支援を実施し

ました。 

・ 後期「特別講義Ａ(16)／特別講義Ⅰ(12）」の一般受講者 492 名でした（計 15 回の参加者数、

重複あり）。 

 

【令和２年度：4.00】 

・ 公開講座は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により２回の講座の中止や実施形式を変

更。動画配信や Web コミュニケーションツールを活用する等して、地域の方々への学びの機会

を継続的に提供しました。（前期はオンライン形式、後期はオンラインと対面形式を併用、夏休

み小学生対象講座は中止） 

・ まちなかキャンパスで行う「環大スタディ」は新型コロナウィルス感染予防のため開催を中止

しました。 

・ 後期「特別講義Ａ／特別講義Ⅰ」は新型コロナウイルス感染症対策のため、鳥取県と調整のう

え、学外からの受講生受入れずに実施しました。 

 

⑤地域との連携 

中期目標 

各種の連携活動や公開講座などの地域社会に対する大学の教育・研究成果の還元に積極的に取り組む。 

達成すべき数値目標等 

・公開講座等の開催回数等 … 毎年度 1,100 人の参加者数を達成する。 

・地域活性化・地域貢献に関する研究 … 毎年度研究 35 件、成果発表 30 件を達成する。 
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No. 中期計画 実施状況  

35 

地域連携に関する相談窓口となる地域連携コー

ディネーターを配置し、広く地域から要望や意見を

聴取するとともに、これらのニーズに基づく公開講

座や各種セミナーの開催、調査・研究を行い、大学

の知の財産を地域社会に還元します。 

図書館については、県内外の大学図書館や県内の公

共図書館等と連携し、資料の充実を図るとともに、

学生・教職員の利用にとどまらず、広く一般に利用

されるよう環境整備に努めます。 

西部サテライトキャンパスでは、公開講座や講演

会、研究成果発表会等を開催、また高校や企業・団

体等との連携窓口としての機能を果たしながら、鳥

取県西部地区に対する地域貢献を実施します。 

 

 

広く一般向けの講座のほか、小中学生向け科学教室や社会人向けキャリアアップ講座など多様な

参加者層を意識したテーマを設けて開催しました。また、「特別講義Ａ(16)／特別講義Ⅰ(12）」を

鳥取県との連携事業（とっとり消費者大学「くらしの経済・法律講座」）として実施しました。 

サステイナビリティ研究所シンポジウムや経営学部特別公開講演会、ジオパーク科学実験教室等

の大規模イベントを実施しました。 

まちなかキャンパスでは地域の相談窓口として、学生ボランティアの派遣や専門知識を持つ教員

の紹介など、さまざまな依頼や相談に対応しました 

平成 30 年度より専任の産官学連携コーディネーターを配置し、研究シーズ集の作成、関係機関に

よるコンソーシアムによる連携活動、県内経済団体が開催する異業種交流会等への積極的参加な

どにより、企業ニーズと研究シーズのマッチング活動を推進しました。 

情報メディアセンターの利用促進方策として、鳥取市報や本学 Web サイト等を通じて、利用者カー

ドの無料発行や開館情報等を掲載し、広報・周知を図りました。鳥取県内の図書館が所蔵する図書

については、県内図書館を網羅した「横断検索システム」を利用して無料で相互貸借を行っていま

す。また、サークル活動状況の展示を行うなど、一般利用者や地域の方に学生活動の一部を紹介し

ました。 

西部サテライトキャンパスでは、公開講座や講演会等の開催の他、高校や企業・団体等との連携窓

口としての機能を果たしながら、各種協議会等へ委員参加するなど積極的に地域貢献に取り組み

ました。 

 

【平成 30 年度：3.40】 

＜公開講座等＞ 

・ 広く一般向けの講座のほか、小中学生向け科学教室や社会人向けキャリアアップ講座など多様

な参加者層を意識したテーマを設けて開催し、計 19 回 397 名が参加しました。従来からの鳥

取、倉吉、米子会場に加え、あらたに開設した岩美むらなかキャンパスでも初めて講座を開催

し、多数の地域住民の方が参加しました。 

・ 後期「特別講義Ａ(16)／特別講義Ⅰ(12）」を鳥取県との連携事業（とっとり消費者大学「くら

しの経済・法律講座」）として実施しました。一般受講者は 622 名でした（計 15回の参加者数、

重複あり）。 

・ サステイナビリティ研究所国際シンポジウムや経営学部特別公開講演会、ジオパーク科学実験

教室等の大規模行事においては数百人単位の来場者ありました。 

・ その他のイベント等も含め、全体での受講者は 2,398 名でした。 

＜情報メディアセンター＞ 

・ 新規利用者は 52 人。独自の公開講座・公開イベント参加者計 44 人。 
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・ 学生協働に取り組み、「チーム SDGs」や「ヤギ部」の活動紹介を実施しました。 

＜西部サテライトキャンパス＞ 

・ 「伯耆町地方創生推進会議」「鳥取県西部地域振興協議会地方創生有識者会議」「米子市中心市

街地活性化協議会」「角盤町エリア活性化プロジェクト」などの委員として、「伯耆国「大山 1300

年祭」」の行事に実行委員代理として参画しました。 

・ 学生を主体として、伯耆町添谷地区との地域交流を積極的に展開しました。 

・ 第３回山の日記念全国大会 in 鳥取歓迎フェスティバル里の恵み感謝祭に大学としてポスター

セッションと伯耆町の朝採れ野菜の販売を出店しました。 

・ 中海テレビ放送において、「未来への授業」を引続き制作、放映しました。 

・ 大山町教育委員会と共催で「出張英語村 in 大山町」を開催しました。 

・ 「循環型社会形成実習・演習Ｂ」の授業で西部地区の自然エネルギー施設見学と西部サテライ

トキャンパスで地域電力会社について企業とディスカッションを実施しました。 

＜地域イノベーション研究センター＞ 

・ 23 件の地域活性化に関する研究・受託調査を実施しました。 

・ 学外講義や公開講座等により 30 件の研究成果発表を実施しました。 

＜まちなかキャンパス＞ 

・ 毎週木曜日（祝日、年末年始などは除く）に、「まちなか英語村」を実施しました。（合計 950

人参加） 

・ 東部・中部・西部地域の各市町及び兵庫県の新温泉町で出張英語村を開催しました。（433 名参

加） 

 

【令和元年度：3.40】 

・ 公開講座は、計 18 回開催し 375 名が参加しました。 

・ 公開講座のほか SDGs 特別シンポジウム、サステイナビリティ研究所特別シンポジウム、地域

イノベーション研究センター研究成果報告会、夏休みエネルギー教室など、多種多様な催しを

開催し、2,963 人に学びの機会を提供しました。 

＜情報メディアセンター＞ 

・ 新規利用者は 55 人。紫外線対策として閲覧室の天窓に塗装を行い、紫外線による図書資料の

劣化防止や閲覧室内の温度上昇抑制等、閲覧室の環境整備に努めました。また、熱中症予防等

健康への配慮として、条件付き（密閉できる容器に入った飲料のみ）で閲覧室での水分補給を

許可しました。 

＜西部サテライトキャンパス＞ 

・ 「伯耆町地方創生推進会議」「鳥取県西部地域振興協議会地方創生有識者会議」「米子市中心市

街地活性化協議会」などの委員として参画しました。 
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・ 学生を主体として、伯耆町添谷地区との地域交流を積極的に展開しました。 

・ 中海テレビ放送において、「未来への授業」を引続き制作、放映しました。 

・ 大山町教育委員会と共催で「第３回出張英語村 in 大山町」を開催しました。 

・ 「循環型社会形成実習・演習Ｂ」の授業で西部地区の自然エネルギー施設見学と西部サテライ

トキャンパスで地域電力会社について企業とディスカッションを実施しました。 

・ サステイナビリティ研究所と共同開催で SDGs の観点に立った、小学生を対象とした「エネル

ギー教室」を８月に開催しました。 

・ 鳥取県経済同友会西部地区 SDGs 特別検討委員会と共同開催で本学教員を講師とした講演会を

米子市で開催しました。 

＜地域イノベーション研究センター＞ 

・ 30 件の地域活性化に関する研究・受託調査を実施しました。 

・ 学外講義や公開講座等により 30 件の研究成果発表を実施しました。 

・ 本学が申請主体となり、鳥取県、鳥取大学、鳥取県産業技術センター、鳥取県産業振興機構、

鳥取商工会議所、鳥取県商工会連合会、とっとりキャピタル株式会社とともに経済産業省に「食

のみやこ鳥取づくり連携支援計画」を申請し、地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展

の基盤強化に関する法律に基づく大臣承認を受けました。当該計画では、本学が橋渡し役を担

い、関係機関及び各種団体（とっとり農商工こらぼネット、鳥取県農林水産業産学官技術会議

等）が連携、機能補完を図り、鳥取県内の農林水産・食品分野の事業者に対する事業者ニーズ

と研究機関のマッチング、差別化戦略・販売開拓・研究開発・人材育成等、様々な支援を提供

しました。 

＜まちなかキャンパス＞ 

・ 毎週木曜日（祝日、年末年始などは除く）に、「まちなか英語村」を実施しました。（合計 1007

人参加）。 

・ 東部・中部・西部地域の各市町及び兵庫県の新温泉町で出張英語村を開催しました。（413 人参

加） 

 

【令和２年度：3.60】 

＜公開講座＞ 

・ 公開講座は、コロナ禍の影響を受けたため例年通りの実施ができず、形式を変更して実施しま

した（前期はオンライン形式、後期はオンラインと対面形式を併用、夏休み小学生対象講座は

中止）。 

・ 一般向け講座 11 回、社会人対象講座７回を実施し、のべ 828 名が受講しました。（内訳：当日

参加者 181 名、動画視聴数 647 名） 

・ ＦＭラジオを活用した公開講座「KAN ラジ」は、感染拡大状況を考慮して非公開収録に変更。
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収録動画を本学公式 YouTube チャンネル上でも配信しました。（視聴数 873 名） 

・ 公開講座のほかサイエンスカフェ、出張英語村など感染症対策を行いながら、できる範囲で多

様な学びの機会を提供し、265 名が参加しました。 

・ サステイナビリティ研究所・地域イノベーション研究センター成果発表会は、Web で実施し、

当日参加できない方向けには YouTube 動画にて研究成果を発信しました。（当日参加 49 名・動

画視聴 56 名） 

＜情報メディアセンター＞ 

・ 新型コロナウイルス感染拡大防止のため、学外者の利用を制限しました。県内各図書館との連

携により相互貸借の促進に努め、他館から 113 件の貸出依頼がありました。 

・ グループ学習室の什器を可動式折りたたみデスク(１人用)と可動式椅子に入れ替え、利用者の

多様な学修ニーズに対応できるスペースとして整備しました。既存の大型木製机及び椅子は閲

覧室に移動設置し、閲覧席数の増加を図りました。 

＜西部サテライトキャンパス＞ 

・ 島根県及び鳥取県西部地区内 37 校の高校に対し、延べ 52 回の訪問を実施するとともに、11 高

校への進学ガイダンスと４回の進学相談会に参加しました。公開講座を１回実施しました。 

・ 「伯耆町地方創生推進会議」「鳥取県西部地域振興協議会地方創生有識者会議」「米子市中心市

街地活性化協議会」などの委員として参画しました。新たに米子市からの依頼により米子市ま

ちづくり活動支援交付金審査委員長に就任しました。 

・ 中海テレビ放送において、「未来への授業」を引続き制作、放映しました。 

・ 当初予定していた伯耆町添谷地区との地域交流事業については、新型コロナウイルスによる影

響により中止しました。 

＜地域イノベーション研究センター＞ 

・ 35 件の地域活性化・地域貢献に関する研究・受託調査を実施しました。 

・ 学外講義や公開講座等で 24 件、サステイナビリティ研究所及び地域イノベーション研究セン

ター研究成果発表会（オンラインで実施）で７件の成果発表を実施しました。 

・ 本学学長裁量特別経費助成(出版物)の地域連携枠に採択された学術書（２件）を出版しました。 

・ 産官学連携コーディネーターが、企業ニーズと教員の研究シーズのマッチング活動を行い、行

政や企業との共同研究や活動を推進しました。持続的な地域の活性化を目指して着手した取組

みのうち複数の教員がプロジェクト的に関わったものは次の２件でした。 

●県内の農林水産・食品分野の事業者を対象とした「食のみやこ鳥取づくり連携支援計画」による

食のブランド化支援（当該年度支援件数５件） 

●鳥取商工会議所との SDGｓの実現に向けた連携事業。商工会議所の会員企業から３社をモデル企

業として選び、それぞれが抱える課題の解決に向けたプランを検討。 

＜まちなかキャンパス＞ 
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・ 新型コロナ感染症の影響を受け、学外者の利用を制限したため、相談窓口としての機能は極め

て限定的となりました。地域連携コーディネーターが、地域の相談窓口として学生ボランティ

アの派遣や専門知識を持つ教員の紹介など、さまざまな依頼や相談に対応しました。 

・ まちなか英語村の開催は中止しました。出張英語村においては、感染症対策を行いながら東部

の中等教育機関（高等学校または中高一貫校）３校で出張英語村を開催し、173 人が参加しま

した。 

 

数値目標：公開講座等の開催回数等…毎年度 1,100 人の参加者数を達成する。 

 平成 30 令和元 令和２ 

参加者数 2,398 2,963 2,071※ 

 

数値目標：地域活性化・地域貢献に関する研究…毎年度研究 35 件、成果発表 30件を達成する。 

 平成 30 令和元 令和２ 

研究 23 30 35 

成果発表 30 30 31 

※動画視聴や Web 参加を含む 

 

 

⑥地域の学校との連携 

中期目標 

子どもたちの知的好奇心を高める「学びの場」として活用されるよう、県内全域の小中学校、高校との連携を強化する。 

また、出前授業や英語村等の積極的な実施によって、本学への関心を高める。 

達成すべき数値目標等 

・小中学校、高校への出前授業回数 … 毎年度 28 回以上実施する。 

・小中学校、高校の公式行事としての利用回数 … 毎年度 25 回以上の利用を目指す。 

 

No. 中期計画 実施状況 

36 

現在、教員派遣や受入れ、出前授業等を行っている

高・大連携の更なる充実を目指すため、県下の小・

中・高校への教員の派遣、夏期休業中のセミナーや

出張英語村の開催など、教育支援に取り組みます。  

高大連携として、県内高等学校に教員を派遣しました。 

鳥取県、島根県、岡山県、広島県、大阪府、京都府、兵庫県のうち、本学から日帰り可能な高等学

校に対して、本学の教員が高校に伺い、公立鳥取環境大学でどのような勉強ができるのか、卒業後

の進路はどうなるのかといった説明とあわせて、大学の授業の様子を知ってもらう出前授業を行

いました。 

また、県内の小中学校等から依頼のあった学修支援ボランティアに学生が参加しました。 

一般向け、小学生向け等の出張英語村を開催し、教育支援に取り組みました。 
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【平成 30 年度：3.00】 

・ 高大連携は、５高等学校、10 テーマについて、９名の教員を派遣しました。 

・ 県内の小中学校等から依頼のあった学習支援ボランティアに学生 24 名（６件）が参加しまし

た。 

・ 出前授業の 11件、出張英語村 13 件の計 24 件でした。 

・ 高校、小中学校の大学見学は 11 回、英語村の来村が８件の計 19件でした。 

・ 西部サテライトキャンパスで、９月と３月の計２回一般向けの英語村を開催しました（参加者

45 名）。12月に小学生を対象とした英語村を開催しました（参加者 22 名）。 

 

【令和元年度：2.67】 

・ 高大連携は、５高等学校、10 テーマについて、９名の教員を派遣しました。 

・ 学習支援ボランティアに学生７名（４件）が参加しました。 

・ 令和元年度は、出前授業 12 件、出張英語村 11 件の計 23 件でした。 

・ 高校、小中学校の大学見学は 12 回、英語村の来村３回、計 15 回の受入しました。 

・ 西部サテライトキャンパスで、計３回の出張英語村を実施しました。 

 

【令和２年度：3.00】 

・ 高大連携は、４高等学校、９テーマについて延べ 11 名の教員を派遣しました。 

・ 学習支援ボランティアに学生２名（１件）が参加しました。 

・ 新型コロナによる影響を受け、出前授業６件でした。 

・ 同様に、高校、小中学校の大学見学は 10 回でした。 

・ コロナ禍の状況に配慮して、開催要請があった鳥取東高校(9/12)、鳥取敬愛高校(9/16)、青翔

開智中・高等学校(9/15)に、新型コロナウイルス感染症の感染対策を十分に講じたうえで、出

張英語村を開催しました。 

 

数値目標：小中学校、高校への出前授業回数…毎年度 28 回以上実施する。 

 平成 30 令和元 令和２ 

出前授業 24 23 9 

 

数値目標：小中学校、高校の公式行事としての利用回数…毎年度 25 回以上の利用を目指す。 

 平成 30 令和元 令和２ 

行事利用 19 15 10 
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⑦TUES サポーターの任命 

中期目標 （なし） 

 

No. 中期計画 実施状況 

37 

県内の初等中等教育関係者、保護者、生徒、企業関

係者等を TUES サポーターに任命し、本学に対する

意見や提案をいただき、大学の運営に反映させるこ

とを検討します。   

平成 30 年、令和元年は地域で活躍する青年、高校 PTA 関係者及び本学学生保護者を TUES サポー

ターに任命し、本学役職員との意見交換会（TUES 青年懇話会）を開催して、学生の人材育成や大

学の魅力向上などについて貴重な意見を伺い、大学運営の参考としました。 

令和２年度からは任命方式を、本学の更なる発展に向け深く関わりのある人物、団体等を TUES サ

ポーターとして設定する形に変更しました。時勢にあったテーマを決めて TUES サポーター会議を

実施して意見交換を行い、大学運営の参考としました。 

 

【平成 30 年度：4.00】 

・ 地域で活躍する青年、高校 PTA 関係者及び本学学生保護者計 15 名を TUES サポーターに任命し

ました。本学役職員との意見交換会（TUES 青年懇話会）を開催し、学生の人材育成や大学の魅

力向上などについて貴重な意見を頂きました。 

 

【令和元年度：3.00】 

・ 前年度に引き続き TUES 青年懇話会を開催し、学生の人材育成や大学の魅力向上などについて

貴重な意見を伺い大学運営の参考としました。 

 

【令和２年度：3.00】 

・ 本学の更なる発展に向け深く関わりのある人物、団体等を TUES サポーターとして設定し、３

月に「学生の本学卒業後の鳥取定着について」をメインテーマとし、公益財団法人ふるさと鳥

取県定住機構、公立鳥取環境大学を支援する会と意見交換を実施しました。 

 

 

（２）国際交流に関する目標達成のための計画 

①海外大学との交流推進と環境整備 

中期目標 
海外大学との連携をスムーズに展開するための体制を整備し、一層の大学相互間での教育・研究の進歩、発展がなされる交流となるための取

組を推進する。 

 

No. 中期計画  実施状況 

38 
国際交流センターを通じて、海外大学等との交流を

推進するとともに、県内外の国際交流に関する団体

国際交流センターを通じて、海外大学等との交流を推進し、現在協定を締結している大学とは、学

生交流をはじめ、交換留学や研究交流等の実績を重ねるとともに、協定締結大学数の拡大に向けた
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等との連携を強め、大学の国際化を図ります。 

現在協定を締結している大学とは、学生交流をはじ

め、交換留学や研究交流等の実績を重ねるととも

に、協定締結大学数の拡大に向けた取組を進めなが

ら、更なる大学相互間での教育・研究の推進を図り

ます。 

また、海外からの留学生の住居や研修できる施設の

整備について検討します。  

取組を進めながら、更なる大学相互間での教育・研究の推進を図りました。 

海外の大学との共同研究を推進するために、海外出張する場合の旅費の一部を助成する制度を設

けました。 

留学生の生活支援及び在学生との交流促進のため、令和元年度に新たに「留学生サポーター」制度

を開始し、留学生の大学生活のサポートを行いました。 

 

【平成 30 年度：3.33】 

・ 次のとおり協定校等との交流事業を実施しました。 

＜派遣＞ 

①清州大学校（韓国）研修交流 12 名 平成 30 年８月７日～８月 10 日 

②ユニテック工科大学（ニュージーランド）研修交流２名 平成 30 年８月 17 日～９月 17 日 

③ウラジオストク国立経済サービス大学（ロシア）研修交流８名 平成 30 年９月２日～９月９日 

＜受入＞ 

① 清州大学校（韓国） 

交換留学４名   前期３名、後期１名 

研修交流 15 名  平成 30 年８月 14 日～17 日 

②ユニテック工科大学（ニュージーランド）研修交流２名 平成 30 年 11 月 26 日～12 月 25 日 

③ミドルベリー大学（米国）研修交流 11 名 平成 30 年 10 月 13 日～10 月 15 日 

・ 海外の大学との共同研究を推進するために海外出張する場合の旅費の一部を助成する制度を

設け、５名の教員が教員同士の交流を実施しました。そのうちタイの大学と本学環境学部との

連携協定を進めており、この協定の実現と共同研究の実施に取り組んでいくこととしていま

す。 

・ 新たな海外大学との連携を目指し、本学では初となるヨーロッパ圏の大学との交渉を進め、

カッセル大学（ドイツ・ヘッセン州）への語学留学プログラムの実施について合意に至りまし

た。 

 

【令和元年度：2.75】 

・ 日韓関係の情勢を受けて、研修交流事業が中止となったほか、ユニテック工科大学の外国語学

科の廃止等、一部計画通りの交流事業が実施できませんでした。 

・ 韓国清州大学との交流事業が日韓関係の悪化を受けて中止となりましたが、鳥取県の交流事業

への派遣等により、８回の交流機会に本学の学生 58 人が参加しました。 

・ 新たな協定校として、セントラルクリスチャンカレッジ・カンザスとの交流に向けて交渉を進

め、協定の締結に向けて概ね合意を得ました。 

＜派遣＞19 人 
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①ウラジオストク国立経済サービス大学：10 人 ②鳥取県・江原道友好 25 周年交流：３人 

③東アジア政府観光フォーラム：２人 ④クブチ砂漠植林活動：２人 

⑤ユニテック工科大学：２人 

＜受入時＞39 人 

①ミドルベリー大学：７人 ②台湾学生交流団：16 人 

③ウラジオストク国立経済サービス大学：16 人 

・ 留学生の生活支援及び在学生との交流促進のため、令和元年度に新たに「留学生サポーター」

制度を開始し、留学生の大学生活のサポートを実施しました。 

 

【令和２年度：3.00】 

・ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けて、海外大学への短期留学や派遣を中止し、また

提携する海外大学との交流事業が中止となりました。 

・ 語学留学の代替措置として、トリニティ・ウエスタン大学（カナダ）へのオンライン語学留学

を計画し、学生３名が参加しました。（２/17～３/13） 

・ 新たな協定校として、セントラルクリスチャンカレッジ・カンザスとの交流に向けて交渉を進

め、本学との共同プログラム実施に向けた覚書を締結しました。 

・ 渡航ができない状況の中であっても、国際交流や語学留学への意欲の維持・向上や情報収集の

機会を提供するための代替措置として「オンライン de 国際交流」を実施しました。前期に

はドイツ、アメリカ、オーストラリア、後期にはカナダ、ニュージーランド、マレーシアの計

６回実施し、延べ 98 人の学生が参加しました。 

 

 

②海外留学の促進 

中期目標 グローバルに活躍できる人材を育成するため、留学機会を提供するための方策の充実を図るとともに、積極的な派遣や受入れのための取組を

推進する。 

達成すべき数値目標等 

・海外大学との学生交流・文化交流 … 毎年度学生数 50 人、交流回数 10 回以上を目指す。 

・海外大学との教員交流・学術交流 … 連携大学数を増加し、共同研究を実施する。 

 

No. 中期計画  実施状況 

39 

学生の海外留学を促進するため、外国人スタッフと

の英会話等を通じて、楽しみながら異文化体験や基

礎的な英語コミュニケーション能力を身に付ける

ことが出来る「英語村」の充実を図るとともに、語

英語村スタッフとのチャットによる学生の英語力の向上に努めたほか、国際交流センター職員の

カウンセリング、学生の意見を踏まえタレントショーや語学留学体験の発表など、学生主体のアク

ティビティを充実させることにより、学生の参加意欲を高めました。 

学術交流協定等を締結している海外の大学への留学を利用して「海外英語実習(12)」「海外語学実
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学の資格取得に対して受検費用の一部を助成する

ことにより語学力の更なる向上を支援します。ま

た、海外留学を行う学生に対し、渡航費の一部助成

の支援を引き続き行います。 

 

習(16)で単位認定する仕組みを整えています。また清州大学との交換留学においては、帰国後に韓

国語担当教員の評価により「韓国語」の単位認定する仕組みも整えました。 

海外留学等を行う学生に対し、渡航費の一部助成支援を行いました。 

 

【平成 30 年度：3.25】 

・ 海外留学（語学研修）をした学生は、30 人でした。 

・ 学術交流協定等を締結している海外の大学への留学を利用して「海外英語実習(12)」「海外語

学実習(16)で単位認定する仕組みを整えており、海外語学実習(16)で 15 名が単位修得しまし

た。 

・ 留学経験（交換留学、語学研修）をした学生の数は、90 人でした（交換留学２人、語学研修 88

人）。また、語学研修に参加した学生 30 人に経済的支援を実施しました。 

＜語学研修＞ 

①メリルハースト大学（アメリカ、英語)１人 

②ボンド大学（オーストラリア、英語）14 人 

③ユニテック工科大学（ニュージーランド、英語）３人 

④トリニティ・ウエスタン大学（カナダ、英語)12 人 

 

【令和元年度：3.50】 

・ 海外留学（語学研修）をした学生は、32 人でした。 

・ 海外語学実習(16)で 13 名が単位修得しました。 

・ 令和元年度は、学生への助成金額を拡充したほか、新たに開始したドイツカッセル大学への短

期留学は、渡航前に CEFR におけるＢ１レベルの英語力を身につけていることを条件とし、助

成金額を引き上げるなど学生の留学意欲のインセンティブとなるよう制度の見直しを実施し

ました。 

・ 令和元年度に海外大学等に留学した学生は 34 名で、在籍学生のうち留学（交換留学、語学研

修）を経験した学生の数は、92 人でした。 

＜語学研修＞ 

①カッセル大学／ドイツ 10 人 

② ワーナーパシフィック大学／アメリカ ５人 

③ ボンド大学／オーストラリア 17 人 

④ ユニテック工科大学／ニュージーランド ２人 

※トリニティ・ウエスタン大学／カナダは 13 人が参加予定であったが新型コロナウイルスの拡大

により派遣中止。 

 

71



【令和２年度：3.67】 

・ 新型コロナウイルスの感染リスクが収束しないため、海外大学への短期留学や派遣を中止しま

した。 

・ 語学留学の代替措置として、トリニティ・ウエスタン大学（カナダ）へのオンライン語学留学

を計画し、３名の学生が参加しました。 

・ 国際交流や語学留学への意欲の維持・向上や情報収集の機会を提供するための代替措置とし

て、「オンライン de 国際交流」を行いました。前期にはドイツ、アメリカ、オーストラリア、

後期にはカナダ、ニュージーランド、マレーシアの計６回実施し、延べ 98 人の学生が参加し

ました。 

・ セントラルクリスチャンカレッジ・カンザス大学（米国）との共同プログラム実施に向け覚書

を締結しました。 

 

数値目標：海外大学との学生交流・文化交流…毎年度学生数 50 人、交流回数 10 回以上を目指す。 

 平成 30 令和元 令和２ 

学生数 52 58 0 

交流回数 9 8 0 

 

数値目標等：海外大学との教員交流・学術交流…連携大学数を増加し、共同研究を実施する。 

平成 29 年度のトリニティ・ウエスタン大学（カナダ）に次ぎ、令和２年度に、セントラルクリス

チャンカレッジ・カンザス大学（米国）と教員交流や学術交流を含む包括協定を締結しました。今

後は、教員による海外大学との共同研究等が実現するよう、学生の海外留学の折に双方の教員が交

流を深められるような機会を積極的に設けていきます。 

 

 

③国際交流窓口機能の充実 

中期目標 （なし） 

 

No. 中期計画  実施状況 

40 

国際交流の窓口である本学の国際交流センターを

通して、鳥取県国際交流財団、鳥取大学国際交流セ

ンター及び JICA 中国国際センター等と連携を図

り、外国人留学生の受入れや留学生の派遣、留学支

援に関する情報を収集するとともに、情報交換等を

通じて大学の国際化等を図っていきます。 

国際交流センターでは、外部団体の諸会議への参加や日頃の情報連携を通じて、外国人留学生の受

入や生活支援などを充実させるよう取り組みました。韓国語・中国語圏担当専門職員１ 名及び英

語圏担当の専門職員を２名配置して、外国人留学生や海外大学からの受入学生の学習面や生活面

の相談に対応しました。 

令和元年度から新たに開始した「留学生サポーター」が留学生との交流を深め、異文化を理解しな

がら、留学生の大学生活のサポートを行いました。また、市内の日本語学校に委託し、毎週１回の
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 外国人留学生への日本語習得の特別授業を新たに実施し、学業及び生活面での語学支援を行いま

した。 

留学支援に関しては、国際交流センターと英語村が、留学情報の発信だけに留まらない総合的な相

談窓口となり、学生の不安解消や動機付け等を行うとともに、一人ひとりの状況や希望に合わせて

相談に応じました。 

 

【平成 30 年度：3.00】 

・ 外部団体の諸会議への参加や日頃の情報連携を通じて、外国人留学生の受入や生活支援などを

充実させるよう取り組みました。 

・ 本学で受入している留学生の学生生活を支援するため、国際交流センターの複数の職員が相談

に応じました。 

・ 留学支援に関しては、国際交流センターと英語村が、留学情報の発信だけに留まらない総合的

な相談窓口となり、学生の不安解消や動機付け等を行うとともに、一人ひとりの状況や希望に

合わせて相談に応じました。 

 

【令和元年度：3.50】 

・ 新たに開始した「学生サポーター」が留学生との交流を深め、異文化を理解しながら、留学

生の大学生活のサポートを実施しました。 

・ 市内の日本語学校に委託し、毎週１回の外国人留学生への日本語習得の特別授業を新たに実

施し、学業及び生活面での語学支援を実施しました。 

 

【令和２年度：3.00】 

・ 鳥取市多文化共生及び交流促進会議では、留学生が役所で様々な手続きをスムーズに済ませら

れるよう関係者と意見交換が行われ、留学生に手続について案内しました。 

・ 鳥取県留学生交流推進会議では、各団体の状況を報告し合い、そこで共有された「地域と留学

生との交流事業」等の情報を留学生に発信しました。 
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

１ 経営体制に関する目標 

中期目標 

公立化後第１期中期目標期間の課題を踏まえながら、自立し、柔軟かつ機動的な特性を備えた公立大学として、持続的な経営の実現を図る。 

健全かつ強固なガバナンスを構築し、将来にわたって安定的で持続可能な大学経営を行うため、学生や地域のニーズを把握するとともに、

機動的で積極的な運営が可能となる体制を整備し、理事長（学長）がリーダーシップを十分に発揮した経営を行う。 

このため、理事長（学長）のもとで、県民の意見を十分把握し、外部の有益な意見を積極的に取り入れ、教職員が一致団結して、継続的に大

学の経営改善に取り組む体制を構築する。 

達成すべき数値目標等 

・全学的な大学行事への参画率 … オープンキャンパス、出前授業等の教職員参加率 80％以上を目指す。 

 

No. 中期計画 実施状況 

41 

理事長（学長）の下に教職員が一丸となって大学運

営に取り組むために、幹部会議等において、法人及

び大学の運営全般及び重要事項について協議し、情

報を共有するとともに、学外理事及び経営審議会、

教育研究審議会の学外委員の意見を大学運営に十

分反映する体制を構築します。 

さらに、理事長がリーダーシップを発揮できるよ

う、事務局体制を整備し、健全な大学運営を行って

いきます。  

幹部会議を定例的に開催し、予算、決算などの財務情報や大学運営に関係する重要な事案（法人の

財政、入試改革、SDGs の取組）など、大学の取組についての協議、情報共有を行いました。 

また経営審議会、教育研究審議会を年数回開催し、年度計画や予算編成・重要規程の制定等に係る

審議を通じて、学外委員の意見を反映しました。 

令和２年度は新型コロナウイルス感染症対策への対応として幹部会メンバーを中心とする危機対

策本部会議を設置し、警戒段階別対応方針や授業の実施形態等を決定するなど、学長がリーダー

シップを発揮して危機に対応しました。 

 

【平成 30 年度：3.50】 

・ 幹部会議を 21 回開催しました 

・ 経営審議会を４回、教育研究審議会を４回開催しました。 

・ オープンキャンパスは、全教職員のうち 98％が参加。職員は運営スタッフとして、教員はイベ

ント(模擬授業、研究室公開)を担当しました。 

 

【令和元年度：3.50】 

・ 幹部会議を定例 23 回、臨時４回開催しました。 

・ 経営審議会、教育研究審議会を各４回開催しました。 

・ オープンキャンパスは、全教職員のうち 95％が参加しました。 

 

【令和２年度：3.00】 

・ 幹部会議を定例 23 回、臨時１回開催しました。 

・ 新型コロナ対策として Web を活用し、経営審議会、教育研究審議会を各４回開催しました。 

・ 新型コロナウイルス感染症対策のため Web 版オープンキャンパスとして実施し、教員、職員で
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役割を分担してオンライン相談等に対応。必要な体制を組みにて対応しましたが、例年の運営

方法とは変更したため、全教職員の 70％の参加でした（教員 82％ 事務職員 49％）。 

 

数値目標：全学的な大学行事への参画率 

… オープンキャンパス、出前授業等の教職員参加率 80％以上を目指す。 

 平成 30 令和元 令和２ 

行事参加率 98 95 70 
 

 

２ 地域に開かれた大学づくりに関する目標 

中期目標 

大学の教育・研究や地域連携の諸活動、大学運営状況等に関する情報の積極的な周知、情報公開を行う。 

また、行政、県内企業、団体と連携した取組を推進するとともに、外部との迅速かつ円滑な意思疎通を図り、大学運営に参画する外部有識

者等の優れた知見を的確に取り入れるなど、連携活動を効果的に実施するとともに、地域社会の要請に応え大学運営に反映されるよう、諸

活動の点検・評価を行い、改善・向上に向けた取組を推進する。 

 達成すべき数値目標等 

 ・高校、保護者等との意見交換 … 県内高校や経済界等との意見交換、保護者会を毎年度開催する。  
 

No. 中期計画 実施状況 

42 

教育・研究や社会貢献の成果・実績やイベント情報

をマスメディアに情報提供するとともに、「県政だ

より」や「鳥取市報」を活用して大学をアピールし

ます。また、大学ホームページを使いやすく分かり

やすい中身に刷新するなど、積極的な情報発信を行

います。 

県内高等学校長及び県内経済団体との意見交換の

場を毎年度設定するとともに、高校の進路指導担当

教員との連絡調整を密に行うことにより、高校の大

学教育に対する期待や要望を聞き取ります。併せ

て、教育委員会とも緊密な関係を構築し、県・市と

連携しながら大学の運営・教育の改革を進めます。

在学生の保護者会を毎年度開催し、大学を取り巻く

社会環境をはじめ、本学の教育、研究及び社会貢献

活動に関する報告を行い、大学に対する理解を深め

るとともに、保護者からの要望や意見を基に、その

後の学生支援等に活かします。 

教育・研究や社会貢献の成果・実績やイベント情報を直接及び県庁記者室経由にてマスメディアに

情報提供するとともに、「県政だより」や「鳥取市報」を活用して大学をアピールしました。 

また大学ホームページを用いて、積極的な情報発信を行いました。 

県内高等学校長や教育委員会、県内経済団体との意見交換の場を毎年開催し、大学教育に対する期

待や要望を収集し、県・市と連携しながら大学の運営・教育の改革を進めました。 

また保護者会を開いて大学に対する理解を深めるとともに、保護者からの要望や意見を学生支援等

に活かしました。 

 

【平成 30 年度：3.17】 

・ マスコミ資料提供件数 58 件、そのうち 29 件が掲載されました。 

・ 公式ホームページでは「TUES レポート」72 件、「お知らせ」81 件を掲載しました。 

・ 県政参画電子アンケートにおいて、大学の活動等に関する県民の認識や大学が取り組むべきこ

と等についてのアンケートを実施しました。 

・ 県内高等学校長との意見交換会を９月 14 日（木）に倉吉で開催しました（34 校出席）。 

・ ６月に高校教員対象説明会を本学と米子で開催し、大学説明を実施しました。(23 校、39 名参

加) 

・ 「公立鳥取環境大学を支援する会 定期総会（平成 30 年７月 24 日開催）」にて学生の地域活動
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 研究内容を発表したほか、「公立鳥取環境大学との産学官連携に関する懇談会（平成 31 年２月

19 日開催）」においても、教員及び学生による研究成果の発表を行い、公立鳥取環境大学を支

援する会の会員企業や鳥取県、鳥取市との意見交換を実施しました。 

・ 「鳥取県商工会連合会との意見交換会（平成 30 年 10 月 23 日開催）」にて、本学の幹部と連合

会の役員が大学との連携方策について意見交換を実施しました。 

 

【令和元年度：3.29】 

・ マスコミへの資料提供件数 39 件でした（前年比 67%）。 

・ 公式ホームページでは「TUES レポート」97 件（前年比 138%）、「お知らせ」120 件（前年比 152%）

を掲載しました。 

・ ホームページ管理システムの老朽化による更新にあわせて、ホームページデザインを変更しま

した。 

・ 平成 30年度に設けた TUES青年懇話会や公立鳥取環境大学を支援する会との産学官連携に関す

る懇談会等の機会を利用して、外部の様々な意見を聴き、大学運営の参考にしました。 

・ 県内高等学校長との意見交換会を９月 26 日に倉吉で開催しました（31 校出席）。 

・ ６月５日、14 日に高校教員対象説明会を本学と米子で開催し、大学説明を実施しました。(26

校、36 名参加) 

・ 保護者懇談会を 11 月 16 日に実施し、79 世帯の参加がありました。（個別懇談会 59 世帯、学部

別説明会 68 世帯、施設見学会 50 世帯）。 

・ 「公立鳥取環境大学を支援する会 定期総会」にて、学生が「智頭の森ブランディング」をテー

マにゼミ活動の成果を発表したほか、学部長が経営学部の取組を紹介し、会員と意見交換を実

施しました。 

・ 「公立鳥取環境大学との産学官連携に関する懇談会」では、環大コンペ１位の学生グループに

よる「みんなの森フェス！2019」、経営学部竹内ゼミの学生による「プロジェクト・ヘルシュの

実践」の発表のほか、環境学部の取り組みを紹介し、支援する会の会員企業や鳥取県、鳥取市

との意見交換を実施しました。 

 

【令和２年度：3.75】 

・ マスコミへの資料提供 27 件でした（前年比 71%）。 

・ 公式ホームページでは「TUES レポート」64 件（前年比 66%）、「お知らせ」99 件（前年比 82%）

を掲載しました。 

・ 12 月に県内高等学校長との意見交換会をオンラインで開催しました（29 校出席）。 

・ ６月に高校教員対象説明会を本学と米子で開催し、大学説明を実施しました。(29 校、55 名参

加) 

76



・ 新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し、１，３年生の保護者を対象にオンラインにて保護

者懇談会を 11月に実施し、40 世帯の参加がありました。 

・ 「公立鳥取環境大学を支援する会 定期総会」にて、学生が「ドイツ・カッセル大学研修」を

テーマに自らの留学体験とその有効性について発表をしたほか、大学の近況報告、副専攻制度

の紹介を行い、会員と意見交換を実施しました。 

・ 「公立鳥取環境大学との産学官連携に関する懇談会」にて、学生が高校生向けの SDGs 動画の

紹介を行ったほか、基調講演「SDGs と企業経営」、第 17 回環大コンペ～SDGs 論文コンテスト

～の表彰式及び発表会を行い、会員と意見交換を実施しました。 

・ 本学の更なる発展に向け深く関わりのある人物、団体等を TUES サポーターとして設定し、「学

生の本学卒業後の鳥取定着について」をメインテーマとし、公益財団法人ふるさと鳥取県定住

機構、公立鳥取環境大学を支援する会と意見交換を実施しました。 

 

数値目標：高校、保護者等との意見交換 

… 県内高校や経済界等との意見交換、保護者会を毎年度開催する。 

＜平成 30年度＞ 

県内高等学校長との意見交換会、高校教員対象説明会、公立鳥取環境大学を支援する会 定期総会、

公立鳥取環境大学との産学官連携に関する懇談会、鳥取県商工会連合会との意見交換会 

＜令和元年度＞ 

県内高等学校長との意見交換会、高校教員対象説明会、公立鳥取環境大学を支援する会 定期総会、

公立鳥取環境大学との産学官連携に関する懇談会、TUES 青年懇話会、保護者懇談会 

＜令和２年度＞ 

県内高等学校長との意見交換会、高校教員対象説明会、公立鳥取環境大学を支援する会 定期総会、

公立鳥取環境大学との産学官連携に関する懇談会、TUES サポーター会議、保護者懇談会 
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３ 事務局の組織・人事制度と人材育成に関する目標 

（１）多彩で有能な事務職員養成 

中期目標 
教職員の資質向上を図るため、研修への参加促進や研修内容の改善などによるＳＤ（スタッフ・ディベロップメント。大学職員の能力開発）

の充実、また、他大学や他機関との人事交流などの具体的な取組を実施し、多彩で有能な教職員養成を行う。  
 

No. 中期計画 実施状況 

43 

大学職員としての基本的知識や、大学を取り巻く

環境、他大学の先進的な取組を学び、その知識等を

学内に活かせるよう、外部で開催される研修会等

への参加やＳＤを計画的に実施します。 

また、他大学の先進的な大学運営業務や運営方法

について調査・確認することによって、本学での展

開や応用を通しての業務改善に繋げるとともに、

他大学職員との交流を通じて、事務職員間のネッ

トワークを構築していきます。 

中期計画期間内には、設置者との連携を図り、企画

提案力・実行力を兼ね備えた人材の育成を目指し

て、設置者への派遣研修を引き続き実施します。  

ＳＤの対象が事務職員から教育職員に広がったため、平成 30 年度にＳＤ推進委員会の構成を見直

しました。 

県主催の研修（各職級研修、能力開発研修等）の他、公立大学協会主催の研修（公立大学職員セミ

ナー、教務系実務者研修、職員基礎研修、会計セミナー、若手職員セミナー、入学者選抜分科会等）

に参加し、人材育成に取り組みました。 

また公立大学法人等運営事務研究会等に参加し、公立大学法人を取り巻く課題について、参加大学

との意見交換を行い、交流を深めました。 

 

【平成 30 年度：3.00】 

・ 平成 29 年度から事務職員に加え教員がＳＤの対象となったことから、平成 31 年度に向けてＳ

Ｄ推進委員会委員の構成を見直しました。ＳＤ研修を計５回実施しました。 

・ 平成 27 年度から鳥取県と交流人事を継続して実施しており、平成 29 年度から１名を研修派遣

しました。 

・ 公立大学法人山陽小野田市立山口東京理科大学において開催された実務研修会に、本学職員４

名が参加し、それぞれ担当業務に関する分科会等を通じ、参加大学との交流を深めるとともに、

業務内容に関し理解を深めました。 

 

【令和元年度：3.00】 

・ ＳＤ研修を計７回実施しました。 

・ 公立大学法人高知工科大学において開催された実務研修会に、事務局長及び職員１名が参加

し、関係団体との人事交流を通じて見えてくる公立大学法人を取り巻く課題について、参加大

学との意見交換を行い、交流を深めました。 

 

【令和２年度：3.00】 

・ ＳＤ研修を計５回実施しました。 

・ 福知山公立大学主催でオンライン開催された実務研修会に、事務局長及び職員４名が参加しま

した。 
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（２）事務職員人事評価制度の導入 

中期目標 
人事評価制度の内容を常に見直しながら、効果的に活用することで、職員の意欲や熱意を高めるとともに公立大学の職員としての人材育成

を考慮した人事を行う。  
 

No. 中期計画 実施状況 

44 

新しく導入した事務職員人事評価制度を活用によ

り、職務遂行能力と成果を踏まえた評価を行い、評

価結果を給与や昇任に反映させ、活力に満ちた職

員組織を目指します。また、年齢構成にも配慮し、

若手事務職員の採用を計画的に行うとともに、定

期的・計画的な人事異動により、組織の流動化を図

り、組織を活性化します。  

事務職員人事評価制度を活用により、職務遂行能力と成果を踏まえた評価を行い、評価結果を定期

昇級時の昇給数に加味しました。 

若手事務職員の採用を計画的に行うとともに、定期的・計画的な人事異動により、組織の流動化と

活性化を図りました。 

平成 30 年 10 月に担当制から係制に組織を改めました。 

 

【平成 30 年度：3.00】 

・ 平成 30 年 10 月に担当制から係制に組織を改め、係長を配置する等の人事異動を実施しまし

た。 

・ ２名の新規採用職員を総務課、企画交流推進課に配置し、組織の活性化を図りました。 

 

【令和元年度：3.00】 

・ 令和元年４月に総務課内に総合戦略室を設置するなどして人事異動を実施しました。 

 

【令和２年度：3.00】 

・ 総合戦略室を課内室から、総合戦略課に変更しました。また、学生支援センター、就職支援セ

ンターを設置するなどして人事異動を実施しました。 

 

 

４ 大学の効率化・合理化に関する目標 

中期目標 

限られた財政、人的資源で効率的に大学運営が行える体制を整備し、常に点検・見直しがなされるための具体的な策を講じ、効率的、合理

的な業務運営を図る。 

教員、職員の定員規模についても、質の高い教育環境の維持を担保しつつ、効率的な運営が図れるスリムで合理的な体制を目指し、点検・

見直しを行う。  

 

No. 中期計画 実施状況 
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45 

限られた財政資源、人的資源で効率的に大学運営

を行います。収入の安定化・拡大を図るためには、

志願者数や入学者数の安定的な確保や学納金の確

保等が重要であり、授業料未納の状況等の年々の

課題を分析し、具体的な対策を講じます。予算は、

大学運営の優先順位に基づき、全学的、戦略的に配

分します。 

理事長の迅速な意思決定を補佐するため、役員を

メンバーとした幹部会議等で検討し、理事長（学

長）のリーダーシップの下、教職員が一丸となる体

制とし、効率的な予算執行を行います。 

教員、事務職員の定員規模については、大学設置基

準に基づき配置するとともに、教員人事制度、事務

職員人事制度及びＦＤ、ＳＤにより、質の高い教職

員を養成し、効率的な運営が図られるスリムで合

理的な体制とします。  

当初予算編成方針において、次のとおり戦略的かつ重点的に取り組む事項及び第２期中期計画を円

滑に行うための重点実施事業を定めて、予算化・事業化しました。 

当初予算、補正予算の編成にあたって、事前に幹部会議で方針決定を行い、課題を共有するととも

に、方向性を明確にした上で、審議会に諮り、適切な予算執行に取り組みました。 

教員人事制度、事務職員人事制度及びＦＤ、ＳＤにより、質の高い教職員の育成に取り組みました。

特に職員人事評価に関しては、職員の面談において、職員一人一人が自己の業務目標を明確にし、

能力を向上させるため、面談シートを用いる等、人事評価の工夫を図りました。 

 

【平成 30 年度：3.33】 

・ 継続事業については、平成 31 年度当初予算編成の中で事業の見直しを行うとともに、併せて

年度計画策定時にも事業内容を検討しました。前年度の費用対効果を確認するとともに、人件

費等目に見えない支出がある場合はそれらも加えて勘案し、予算化するかを斟酌しました。結

果、平成 31 年度当初予算は平成 30 年度当初予算に比べ、人件費等を除いた経常費用ベースで

4,741 千円の減額を達成しました。 

・ 当初予算、補正予算の編成にあたって、事前に幹部会議で方針決定を行い、課題を共有すると

ともに、方向性を明確にした上で、審議会に諮りました。効率的な予算執行をおこなうため、

各部局で予算管理の徹底に努め、結果として、当期総利益 104,348 千円を確保しました。 

 

【令和元年度：3.00】 

・ 当初予算編成方針において、戦略的かつ重点的に取り組む事項及び第２期中期計画を円滑に行

うための重点実施事業を定めて、予算化・事業化を行いました。 

・ 当初予算編成の中で、ヒアリング等により事業の費用に対する効果検証や必要性の再確認を実

施。その中で事業の実施について見直しした結果を反映して予算化しました。 

・ 各部局で予算管理の徹底に努め、結果として当期総利益 23,204 千円を確保しました。 

 

【令和２年度：3.00】 

・ 当初予算編成方針において、戦略的かつ重点的に取り組む事項及び第２期中期計画を円滑に行

うための重点実施事業を定めて、予算化・事業化を行いました。 

・ 予算を「経常的予算」と「政策的予算」に分類し、使途を明確にしました。 

・ 当初予算編成の中で、ヒアリング等により事業の費用に対する効果検証や必要性の再確認を実

施。その中で事業の実施について見直しした結果を反映して予算化しました。 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響もあり、実施が困難な事業もありましたが、オンライン等を

利用するなど実施方法を工夫して、経費の節減に努めました。又、各部局で予算管理の徹底に

努め、結果として当期総利益 36,991 千円を確保しました。 
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Ⅲ 安定的な経営確保・財務内容の改善に関する目標 

１ 安定的な経営確保に関する目標 

中期目標 

（１）収入の拡大策を常に検討し、無駄な支出の抑制に努め、経営の安定化を実現する。 

（２）公立大学として、大学運営の財政的な健全性を確保するとともに、県民・市民に対する説明責任が果たせるよう、常に運営状況を把

握・分析し、適切な管理・運用を行う。 

 達成すべき数値目標等 

 ・黒字化 … 運営費交付金は地方交付税算入試算額以内とし、黒字化を維持する。 

・収入額 … 年間７億円以上を達成する。 

・自己財源比率 … 中四国公立大学平均以上を目指す。 

 ・経常的支出（※）に占める人件費の割合 … 中四国公立大学平均以内を目指す。 

 ※経常的支出：施設改修等による臨時的経費、政策的に県・市から委託又は補助される事 

業や外部からの受託研究等に要する経費を除いた額。  
 

No. 中期計画 実施状況 

46 

平成 32 年度入試から実施される入試改革や、受験

者数が大幅に減少していく 2018 年度問題等、今後

も多くの難しい問題に直面しますが、理事長（学長）

のリーダーシップの下、教職員一丸となった大学経

営・運営を行い、公立鳥取環境大学の発展に繋げま

す。 

  

幹部会議を月２回定例開催し、予算、決算などの財務情報や大学運営に関係する重要な事案につい

て、協議、情報共有を行いました。 

幹部会議での協議結果等については、部局連絡調整会議、課長会等を経由して教職員に周知され、

教職員一丸となった大学運営を行いました。 

令和２年度は新型コロナウィルス感染症対策への対応として幹部会メンバーを中心とする危機対

策本部会議を設置し、警戒段階別対応方針や授業の実施形態等を決定しました。 

 

【平成 30 年度：3.60】 

・ 今後の SDGs の取組に係る協議や入試改革、内部質保証の検討など、大学の新たな取組を行い

ました。 

・ 平成 31 年度当初予算編成方針において、戦略的かつ重点的に取り組む事項及び第２期中期計

画を円滑に行うための重点実施事業を定めて、予算化・事業化を行いました。 

 

【令和元年度：3.60】 

・ 2021 年度入試を見据えた入学定員の増、入学者選抜制度改革、副専攻カリキュラムの導入な

ど、大学の新たな取組を検討しました。 

・ 令和２年度も、年度計画の戦略的かつ重点的に取り組むべき事項を定めて、予算化・事業化を

行いました。 

 

【令和２年度：4.00】 

・ コロナ対応にかかる事項を検討し、速やかに対応するため、幹部会議のメンバーを中心とする
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危機対策本部会議を適宜開催し、警戒段階別対応方針や授業の実施形態等を決定しました。（計

42 回開催） 

・ 令和３年度当初予算編成においては、新規・拡充して取り組む重点事項を定めて、予算化・事

業化を行いました。 

 

数値目標：収入額…年間７億円以上を達成する。 

 平成 30 令和元 令和２ 

自己財源 9.03 億円 8.82 億円 8.14 億円 

 

数値目標：自己財源比率…中四国公立大学平均以上を目指す。 

 平成 30 令和元 令和２ 

比較大学 

平均※ 

41.9 47.2 41.1 

本学 52.1 54.0 48.3 

 

数値目標：経常的支出に占める人件費の割合…中四国公立大学平均以内を目指す。 

 平成 30 令和元 令和２ 

比較大学 

平均※ 

64.4 67.8 63.8 

本学 59.3 63.8 64.5 

※比較対象となる他大学の平均は、１年古い年度の値（決算後でないと確定しないため）。 

令和２年度は、コロナの影響による事業の中止や縮小のため経常的支出は減少し、相対的に経常的

支出に占める人件費の割合は増加しました。 
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２ 志願者確保に関する目標 

（１）志願者確保を達成するための具体的方策 

中期目標 

アドミッション・ポリシーに基づき、学生募集及び入学者選抜の制度を整備し、体制を強化するとともに、学生の受入れの適切性及び優れ

た学生の確保に向けた取組を常に点検・評価し、改善・向上に取り組み、入学定員充足率 100％の維持を目指す。 

さらに、出前授業や英語村等の積極的な実施によって、本学への関心を高めるとともに、オープンキャンパスや高校訪問、教員対象説明会

及び高校生・保護者向け説明会等により、本学への理解の一層の促進、情報発信の強化を図り、学生から選ばれる魅力ある大学づくりを推

進する。 

また、公立大学としての県民の期待に応えるため、大学の質を一層向上させるとともに、県内出身の入学者を増やすために、常に志願状況

や入試状況等を点検し、高校や地域のニーズも踏まえ、入学定員のあり方や、入学選抜制度のあり方について検討する。 

 達成すべき数値目標等 

・県内入学率 … 中期目標期間内に県内入学率 25％以上を目指す。 

 ・志願倍率 … 国公立大学平均値以上を目指す。 

 ・入学定員充足率 … 100％を達成する。 

 ・オープンキャンパス参加者数 … 毎年度 1，000 人以上の参加を目指す。 

※対象者：高校生、保護者、教員等  
 

No. 中期計画 実施状況 

47 

志願者を安定的に確保するとともに、入学定員が充

足できるよう教職員一丸となって取り組み、併せて

組織体制の検討を含め、学内体制を強化します。 

具体的には、志願者データの分析による実効性のあ

る広報を行うとともに、志願者状況を踏まえ進路担

当者等の高等学校教員に対する説明会を開催する

など、検証を重ねながらターゲットエリアを精査

し、重点化するなど志願者確保のための対策を講じ

ます。 

教員による出前授業、在学生による母校訪問、各地

で開催する教員説明会や進学相談会等において、本

学教育の特色をアピールするとともに、オープン

キャンパスの参加者に本学の教育・研究を体感して

いただくことにより志願者数の増加に繋げます。 

また、県内志願者確保のため、新たに県内入学者促

進コーディネーターの配置を検討するとともに、県

内高校対策として、鳥取県教育委員会と連携した県

前年入試結果及び高校訪問結果を検証したうえで、実績が見込める高校に重点的に訪問しました。

また、県外での進学相談会、高校教員説明会の機会を活用し、周辺地域の高校へ訪問し、本学のＰ

Ｒや情報収集を行いました。また、鳥取県内を除く地域で鳥取大学と共催で高校教員説明会を開催

し、教員に対し概要・入試説明をすることで本学の知見を深めてもらいました。 

進学相談会は、多くの来場者が見込める都市部で開催される大規模相談会を中心に参加しました。 

出前授業は、本学の教育・研究を紹介し特色をアピールすることができました 

在学生による母校訪問は、直接高校教員に学生の様子を伝えることができるため効果的であり、本

学の春期、夏期休業中に実施しました。 

受験情報誌・ウェブサイト・新聞広告により広く周知するともに、TVCM やＪＲの戸袋広告等を実

施しました。個々にはＤＭ送付、進学相談会や高校ガイダンスにおいて周知し参加者増加に努めま

した。 

オープンキャンパスでは鳥取駅との送迎バスの他、県外利用者用に無料送迎バスを運行し、遠隔地

の高校生が参加しやすい環境を整えました。 

平成 30 年４月より県内入学者促進コーディネーターを配置する等し、鳥取県教育委員会と連携し

た県内高校への働きかけと、定期的な高校訪問や教員説明会、校長との意見交換会、県教育委員会

との意見交換会等を実施しました。 

また令和２年度からは県内入学者促進コーディネーターに代わり、教職協働で高校訪問等へ対応
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内高校への働きかけと、定期的な高校訪問や教員説

明会、校長との意見交換会の実施など、きめ細かい

対応を行います。その他、受験媒体、新聞広告等を

効果的に活用するなど広報活動を戦略的に展開し

ます。 

 

し、令和３年度のアドミッションセンター設置に向けた検討を進めました。 

 

【平成 30 年度：3.80】 

・ 前年入試結果及び高校訪問結果を検証したうえで、実績が見込める高校に重点的に訪問しまし

た。県外での進学相談会、高校教員説明会の機会を活用し、周辺地域の高校へ訪問し、本学の

ＰＲや情報収集を実施しました。（訪問校数延べ 542 校） 

・ 鳥取県内を除く地域で鳥取大学と共催で高校教員説明会を開催しました。（全 36 会場で開催） 

・ 進学相談会は、多くの来場者が見込める都市部で開催される大規模相談会や、本学教員の模擬

授業が受講できる進学相談会を中心に参加しました。（45 会場 350 名来場） 

・ 出前授業は 11件実施し、受講者数は 539 名でした。 

・ 在学生による母校訪問を春期、夏期休業中に実施しており、休業前に学内掲示等により学生へ

ＰＲし、促進を図りました。（のべ 41 名訪問） 

・ 資料請求者には、受験情報誌・サイト・新聞広告により広く周知するともに、オープンキャン

パスの TVCM やＪＲの戸袋広告など公立化後初めて実施するとともに、個々にはＤＭ送付や進

学相談会や高校ガイダンスにおいて周知するなど、参加者拡大に努めました。 

・ 遠隔地からの無料送迎バスを運行し、来場者数は 1131 名で公立化後最高となりました。その

うち 389 名（34.4％）が無料送迎バスを利用しての来場で、遠隔地からのバス運行が、多数の

来場者数につながりました。 

・ ４月より県内入学者促進コーディネーターを配置し、鳥取県教育委員会と連携した県内高校へ

の働きかけと、定期的な高校訪問や教員説明会、校長との意見交換会、県教育委員会との意見

交換会等を実施しました。また県内の高校生に対しては、高校内ガイダンスや進学相談会を通

じて、本学の魅力を伝えるとともに、県内高校に対して、「鳥取県内出身学生生活支援制度」を

周知しました。 

県内高校訪問 のべ 86 回、県内高校ガイダンス 26 回、県内進学相談会 ２回 

 

【令和元年度：3.80】 

・ 県内外の高校へ訪問し、本学のＰＲや情報収集を実施しました。（訪問校数延べ 387 校） 

・ 鳥取県内を除く地域で鳥取大学と共催で高校教員説明会を開催しました。（40 会場 501 名） 

・ 多くの来場者が見込める都市部で開催される大規模相談会へ参加しました。（67会場 511 名） 

・ 出前授業は 12件実施し、受講者数は 576 名でした。 

・ 在学生による母校訪問を実施しました。（のべ 37 名訪問） 

・ オープンキャンパスは公立化後最多の来場者数 1,418 名を記録しました。うち 415 名（29.3％）

が無料送迎バスを利用しました。 

・ 県内入学者促進コーディネーターにより、県内高校へ重点的な対応を実施しました。 
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県内高校訪問 のべ 57 回、県内高校ガイダンス 18 回、県内進学相談会 12 回 

 

【令和２年度：3.80】 

・ 新型コロナウィルス感染症対策のため、鳥取県内を除く地域での鳥取大学との共催高校教員説

明会は中止し、資料請求を受け付ける形態に変更しました。結果、348 校からの資料請求に対

応しました。 

・ 多くの来場者が見込める都市部で開催される大規模相談会へ参加しました。（28会場 141 名） 

・ 高校側の県外からの受入れの中止、休校による授業進度の停滞等の影響を受け出前授業は６件

の実施に留まり、受講者数は 336 名でした。 

・ 在学生による母校訪問は、状況に鑑みて中止しましたが、３月から実験的にオンラインで４件

実施しました。 

・ オープンキャンパスの実地での開催が困難であると判断し、急遽 Web による実施に切替えまし

た。大学紹介、模擬授業等を動画コンテンツ（８本）として準備するとともに、教職員、学生

とオンライン面談を行う仕組み等を提供し、申込者 450 名の参加を得ました（申込者以外にも

保護者等の参加あり）。動画の再生回数は Web 版オープンキャンパス開催中、延べ 2,510 回で

した。 

・ 鳥取県教育委員会との意見交換会を 12 月に実施し高大連携事業について協議しました。 

・ 鳥取県高等学校長協会とはオンラインでの意見交換会を 12 月に実施し、本年度の特別入試の

状況を説明するとともに、県内からの入学者の増加に向けた協力を依頼しました。 

 県内高校訪問 のべ 53 回、県内高校ガイダンス ４回、県内進学相談会 ４回 

・令和３年度のアドミッションセンター設置に向けた検討を進めました。 

 

数値目標：県内入学率 … 中期目標期間内に県内入学率 25％以上を目指す。 

 平成 30 令和元 令和２ 

入学者数 299 306 315 

県内者 47 49 67 

県内入学率 15.7 16.0 21.3 

 

数値目標：志願倍率 … 国公立大学平均値以上を目指す。 

 平成 30 令和元 令和２ 

募集人員 276 276 300 

志願者数 1,643 1,360 1344 

志願倍率 6.0 4.9 4.5 

国公立大平均 4.7 4.3 4.3 
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数値目標：入学定員充足率 … 100％を達成する。 

 平成 30 令和元 令和２ 

募集人員 276 276 300 

入学者数 299 306 315 

定員充足率 108.3 110.9 105.0 

 

数値目標：オープンキャンパス参加者数 … 毎年度 1，000 人以上の参加を目指す。 

※対象者：高校生、保護者、教員等 

 平成 30 令和元 令和２ 

OC 参加者数 1131 1418 450※ 

※ Web オープンキャンパスとし、申込者数のみの人数（１申込で相談会等に保護者含めた参加あ

り）。また動画再生は期間中 2,510 回。 
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（２）志願者動向の継続的な把握と大学の魅力づくりの方策 

中期目標 （なし） 

 

No. 中期計画 実施状況 

48 

今何が大学に求められているのか、他大学の状況や

志願者動向の継続的な把握や社会の動向を注視し、

時代の要請に対応した大学となることと、併せて、

時代を先取りするような大学となることを目指し、

大学の運営・教育の改善に取り組みます。 

 

県内外の進学相談会や高校内ガイダンス、高校訪問を実施し、直接受験生やその保護者、高校教員

等と接触して志願者動向、当該高校の考え方等の情報を収集しました。また特に県内については入

学実績のある県内高校への重点訪問や、高校教員対象説明会、県内高等学校長との意見交換会を開

催し、情報収集を行いました。 

新入生アンケート等の情報を学内にフィードバックするとともに、本学との最初の接触媒体を把

握・検証し、学生募集の広報媒体の選定に役立てました。その他、受験産業の業者(複数)からの志

願者動向の収集にも努め、その情報はＳＤ研修を通じて学内へも展開しました。 

【平成 30 年度：3.00】 

・ 県内高校には年３回訪問し、オープンキャンパスへの誘導、入試の周知及び情報収集を実施し

ました。６月に高校教員対象説明会を本学と米子で開催し、昨年度の入試分析結果、平成 31 年

度入試の説明を実施しました。(23 校、39 名参加) 

・ 県内高等学校長との意見交換会を倉吉で開催しました。34 校が出席し、近況報告、意見交換を

実施しました。 

 

【令和元年度：3.00】 

・ 県内高校には年２回訪問しました。６月に高校教員対象説明会を本学と米子で開催し、昨年度

の入試分析結果、令和２年度入試の説明を実施しました。(26 校、36 名参加) 

・ 県内高等学校長との意見交換会を倉吉で開催し、31 校が参加しました。 

 

【令和２年度：3.00】 

・ 進学相談会へ 28 回、高校内ガイダンスへ 54 回、高校訪問を延べ 345 回実施し、直接受験生や

その保護者、高校教員等と接触し志願者動向、当該高校の考え方等の情報を収集するとともに、

本学の魅力の説明を実施しました。 

・ 受験産業の業者(複数)からの志願者動向の収集にも努め、その情報はＳＤ研修を通じて学内へ

も展開しました。 
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（３）入試のあり方等の検討 

中期目標 （なし） 

 

No. 中期計画 実施状況 

49 

各学部のアドミッション・ポリシーに基づき、「学

力の３要素」（「知識・技能」「思考力・判断力・表

現力等」「主体的に学修に取り組む態度」）を多面的・

総合的に評価し、本学に強い関心と志望動機のある

学生又は基礎学力の高い学生を、多様な入試により

選抜します。 

また、平成 32 年度から実施される大学入学共通テ

ストや志願者の状況並びに入学者の成績の追跡調

査などを参考にしながら、入試区分別の定員や入試

方法、入試科目等について検討を行います。   

各学部のアドミッション・ポリシーに基づき、多様な入試により入学生を選抜しました。 

令和３年度入学生から適用される新カリキュラムに併せ３ポリシー（ディプロマ・ポリシー、カリ

キュラム・ポリシー、アドミッション・ポリシー）の見直しを行いました。 

変更したアドミッション・ポリシーに基づき、また志願者動向、高校教員・保護者・地域等の要望

等を参考にしながら専門部会で検討し、新たな推薦入試（総合型選抜、学校推薦型選抜Ⅰ型、Ⅱ型、

Ⅲ型）を実施しました。学校推薦型選抜のうちⅡ型とⅢ型は鳥取県内高校出身者に限り、Ⅲ型は環

境学部のみの入試としました。 

今後学校推薦型選抜入試で入学した学生の成績の推移等を確認しながら、選抜方法の検討を継続

します。 

 

【平成 30 年度：4.00】 

・ 平成31年度入試は前年と同様の入試方法で入学試験を実施しました。 

・ ＡＯ入試の志願倍率は7.0 倍（+0.4 ポイント）と増加し、推薦入試は1.9 倍（昨年と同率）

と倍率を維持しました。一般入試は、経営学部の隔年現象の影響はありましたが、環境学部

の倍率が改善し一般入試全体で7.7 倍（-0.2 ポイント）と微減しました。平成31 年度入試

全体では6.0 倍（-0.2 ポイント）となりましたが、５倍以上の倍率を維持しました。 

・ 地域枠について検討を行い、県内限定の共通テストを利用する推薦入試を2021 年度から実施

することに決定しました。 

・ 私費外国人留学生入試の志願者は21 名で、志願者の数が安定してきました。 

・ 鳥取県内志願者は、両学部とも減少しました。推薦入試の地域枠について、環境学部は志願

者数が少なかったため、合格基準に達する受験生がおらず未充足でした。一方、経営学部は

県内志願者数が微減となったものの、合格者は地域枠の定員を充足しました。 

・ 平成32 年度から始まる新入試については、志願者動向、高校教員・保護者・地域等の要望等

を参考にしながら専門部会で検討し、地域枠について、県内限定の共通テストを利用する推

薦入試を2021 年度から実施する概要をまとめ２月に公表しました。 

 

【令和元年度：3.67】 

・ 令和２年度入試は前年と同様の入試方法で入学試験を実施しました。 

・ ＡＯ入試の志願倍率は7.6 倍（+0.6 ポイント）、推薦入試は2.3 倍（+0.4 ポイント）と増

加しました。一般入試は、環境学部のＡ方式と両学部のＢ方式の志願者が大きく減少し、一
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般入試全体で5.7 倍（-2.0 ポイント）と減少しました。令和２年度入試全体では4.9 倍でし

た（-1.1 ポイント。 

・ 鳥取県内志願者は、両学部とも減少しましたが、合格者(１名増)、入学者(２名増)は微増し

ました。推薦入試の地域枠について、環境学部は志願者数が少なかったため、合格基準に達

する受験生がおらず未充足でした。一方、経営学部は県内志願者、合格者とも微増となり、

地域枠の定員を充足しました。 

・ 私費外国人留学生入試の志願者は44 名でした。 

・ 私費留学生入試の選抜方法を検討した結果、現在の選抜方法を継続することに決定しまし

た。合格者の入学手続等を円滑に進めるため手続期間を変更し、改善を図りました。 

・ 地域枠について検討を行い、県内限定の共通テストを利用する推薦入試を令和３年度入試か

ら実施することに決定しました。環境学部において、高等学校からの意見も参考にし、県内

限定の新たな推薦入試を令和３年度入試から実施することに決定しました。 

・ 令和２年度から始まる新入試について、志願者動向、高校教員・保護者・地域等の要望等を

参考にしながら専門部会で検討。地域枠については、県内限定の共通テストを利用する推薦

入試を2021年度から実施することとし、概要をまとめて公表しました。 

 

【令和２年度：3.67】 

・令和３年度入試は、変更したアドミッション・ポリシーに従い、新しい入試方式にて実施しまし

た。 

・総合型選抜（旧ＡＯ入試）は定員を 20 名から 40 名と倍増させた影響により志願倍率が 3.7 倍

（-2.9 ポイント）でした。 

・学校推薦型選抜Ⅰ型（旧一般推薦型入試）は志願倍率が 2.5 倍（+0.2 ポイント）、本年度から実

施した学校推薦型選抜Ⅱ型、Ⅲ型は 0.5 倍、1.1 倍でした。 

・一般入試前期日程 A 方式が 4.1 倍（-0.2）、B 方式が 9.1 倍（+5.5）、後期日程が 18.2 倍(+0.7)

でした。 

・私費外国人留学生入試は定員若干名に対して 29 名の出願があり、社会人特別入試は出願がなく

未実施でした。 

・令和３年度新入生の新たな入試制度（学校推薦型選抜Ⅰ型、Ⅱ型、Ⅲ型）を実施。当該入試で入

学した学生の成績の推移等を確認しながら今後も選抜方法の検討を継続します。 

・令和３(2021)年度入試では募集人員を増やしました。志願者数は微減(-1.1%)で、受験者は微増

（+3.4%）でした。今後、この結果をアドミッションセンターで分析します。 
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３ 自己財源の増加に関する目標 

（１）授業料等の設定 

中期目標 学生納付金は、公立大学としての役割を踏まえつつ、他大学の動向、社会情勢等を勘案し、適切な額を設定する。 

 

No. 中期計画 実施状況 

50 

授業料等学生納付金は、公立大学が県内における高

等教育の機会均等に果たす役割等を踏まえつつ適

切な額を決定します。  

授業料等納付金は、国立大学の標準額を基本に、他の公立大学を参考にして 535,800 円に設定し、

入学金については、県外出身者は 282,000 円、県内出身者 188,000 円と、引き続き県内出身者に対

して優遇措置を行いました。 

 

【平成 30 年度：3.00】 

平成 31 年度入試における入学金減免：県内入学生 学部 46 名 研究科０名 

 

【令和元年度：3.00】 

令和２年度入試における入学金減免：県内入学生 学部 49 名 研究科２名 

 

【令和２年度：3.00】 

令和３年度入試における入学金減免：県内入学生 学部 66 名 研究科２名 
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（２）競争的外部資金の獲得 

中期目標 活発な研究活動が十分に行えるよう、競争的外部資金の獲得などについて、明確な数値目標を掲げ、積極的な申請等を推進する。 

 

No. 中期計画 実施状況 

51 

競争的研究資金や共同研究、受託研究などにより外

部資金の獲得を積極的に推進するとともに、外部研

究資金獲得の支援体制を整備します。 

外部研究資金の募集情報等を収集し、教員に対し迅

速に提供するとともに、申請にあたっては、内容説

明を含め申請書類作成等の支援を実施します。 

また、外部研究資金の獲得者、応募者に対しては、

学長配分研究費等のインセンティブを与える制度

を導入し、外部資金の申請数と獲得数の増を働きか

け、研究の活性化を推進します。 

  

学内競争的研究費助成制度（特別研究費助成）を設けており、「学外研究費獲得助成」「地域連携

特別助成」等の区分を設け、研究費を配分しました。 

令和元年度からは、学外研究費獲得助成枠に採択された研究課題については、科研費の申請を義務

付けたほか、学会での研究発表への参加旅費の助成や書籍の出版費の助成などにより、研究の活性

化を図りました。更に令和２年度からは、若手研究者の育成及び研究の活発化を後押しし、外部資

金獲得を目指すために、外部資金獲得助成（コンサル費用）を新設しました。 

 

【平成 30 年度：4.00】 

・ 学内競争的研究費助成制度（特別研究費助成）については、平成30 年４月に「若手研究者助

成」「学外研究費獲得助成」「地域連携特別助成」の３区分で学内公募を行い、応募のあっ

た課題から22課題を選定して研究費を配分しました。 

・ 競争的外部資金申請の増加を図るため、その準備として特別研究費の予算を前年より増額

し、積極的な取組を進めました。 

 

【令和元年度：4.00】 

・ 学内競争的研究費助成制度（特別研究費助成）により、「学外研究費獲得助成」「地域連携

特別助成」の２区分で学内公募を行い、応募のあった課題のうち22課題を選定し、助成を実

施しました。 

・ 学外研究費獲得助成枠に採択された研究課題については、科研費の申請を義務付けたほか、

学会での研究発表への参加旅費の助成や書籍の出版費の助成などにより、研究の活性化を図

りました。 

 

【令和２年度：3.00】 

・ 学内競争的研究費助成制度（特別研究費助成）により、「学外研究費獲得助成」「地域連携特別

助成」「SDGs 特別研究助成」の３区分で公募を行い、応募のあった課題のうち 19 課題を選定

し、助成を実施しました。 

・ 令和２年度からは、若手研究者の育成及び研究の活発化を後押しし、外部資金獲得を目指すた

めに、外部資金獲得助成（コンサル費用）を新設し、３名が利用しました。 
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４ 経費の抑制に関する目標 

中期目標 

（１）教育研究水準の維持向上、地域との連携、地方創生の推進に配慮しながら、予算の効率的・弾力的な執行により、職員人件費を含めた

管理的経費の抑制を図る。 

（２）運営経費について、年度計画を策定し、適正な予算執行を実施する。  
 

No. 中期計画 実施状況 

52 

環境に配慮した大学としての経費削減とコスト意

識の醸成に繋がる省エネルギー、省資源化の取組に

ついては、公立鳥取環境大学環境方針に盛り込むと

ともに、3年ごとに設定する環境目標の中に、省エ

ネルギー、省資源化に関する具体的な数値を設定

し、環境マネジメントシステム（EMS）によりその

達成を目指します。 

経費削減については、契約の見直し（合理化・集約

化・複数年化）、契約方法の競争的環境の確保、物

品購入の一元化、外部委託、更には作業効率を高め

るための業務改善を行うなど、経営上の課題を把握

し、対策に常に取り組みます。 

定員管理において、教員は、大学設置基準で定めら

れている教員数を確保し、その他教育研究の向上の

ために、非常勤教員を含めた教員配置を行います。

事務職員数は効率的な業務運営を前提とした正職

員、嘱託職員及びパート職員の配置を行い、大学の

目的を達成していくための適切な人員体制を整え

ます。 

運営経費については、中期計画を基本として、適正

な予算措置を行います。  

平成 30 年７月１日に環境方針の見直しを行い、新たな方針のもとで、鳥取県版環境管理システム

（TEAS 第Ⅰ種）の規格に適応するよう本学の環境マネジメントシステムを再構築し、令和元年６

月 25 日付けで鳥取県版環境管理システム（TEAS 第Ⅰ種）の認証を取得しました。平成 30 年度以

降、本学の著しい環境側面の上位３項目（教育、研究、地域貢献）について、各実行組織で３か年

の新たな目標を設定し、達成に向けて取り組みました。 

契約事務取扱規程に基づき、契約金額が高額になる案件を中心に複数年契約を積極的に導入し、コ

スト削減に努めました。また、４半期毎に期末執行見込を事務局各課から報告してもらうことによ

り、予算執行状況を常に意識してもらうことで、予算管理を徹底しました。 

給与制度は、鳥取県に準じた制度としています。 

教職員の配置については、定数内で配置しました。事務局では、正職員の配置を定数内とするとと

もに、嘱託職員を事務局内各部署へ効果的に配置し、人件費抑制に努めました。 

 

【平成 30 年度：3.33】 

・ 継続事業については、平成31年度当初予算編成の中で事業の見直しを行うとともに、併せて

年度計画策定時にも事業内容の検討を実施しました。具体的には前年度の費用対効果を確認

するとともに、人件費等目に見えない支出がある場合はそれらも加えて勘案し、予算化する

かを斟酌しました。結果、平成31年度当初予算は平成30 年度当初予算に比べ、人件費等を除

いた経常費用ベースで4,741千円の減額を達成しました。 

・ 平成 30 年７月１日に環境方針の見直しを行い、新たな方針のもとで、鳥取県版環境管理シス

テム（TEAS 第Ⅰ種）の規格に適応するよう本学の環境マネジメントシステムを再構築しまし

た。 

・ 平成 30 年度は、本学の著しい環境側面の上位３項目（教育、研究、地域貢献）について、各実

行組織で３か年の新たな目標を設定し、達成に向けて取り組みました。 

・ 教職員の配置については、定数内で配置しました。平成 31 年３月１日現在の職員数は、専任教

員：61 名（特任教員含む。理事長兼学長、役員兼務副学長除く）専任事務職員：34 名でした。

（県２名・市１名派遣職員含む。事務局長（役員であるため）、再雇用は除く） 

・ 正職員の配置を定数内とするとともに、嘱託職員を事務局内各部署へ効果的に配置し、人件費

抑制（人件費率 59.3％）に努めました。 
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【令和元年度：3.17】 

・ 令和２年度当初予算編成方針において、戦略的かつ重点的に取り組む事項及び第２期中期計

画を円滑に行うための重点実施事業を定めて、予算化・事業化を行いました。 

・ 令和元年６月 25 日付けで鳥取県版環境管理システム（TEAS 第Ⅰ種）の認証を取得しました。 

・ 教職員の配置については、定数内で配置しました。令和２年３月１日現在の職員数は、専任教

員：61 名（特任教員含む。理事長兼学長、役員兼務副学長除く）専任事務職員：34 名でした。

（県２名・市１名派遣職員含む。事務局長（役員）、再雇用は除く） 

 

【令和２年度：3.00】 

・ 11 月に鳥取県版環境管理システム審査登録機関による確認審査（認証後２年目の確認審査）を

受審しました。審査で指摘された不適合項目（１件）については早速是正したうえで改善報告

書を同機関へ提出し、その結果、認証継続が認められました。 

・ 教職員の配置については、定数内で配置しました。令和２年度末時点の職員数は、専任教員：

62 名（特任教員含む。理事長兼学長、役員兼務副学長除く）専任事務職員：34名でした。（県

２名・市１名派遣職員含む。事務局長（役員）、再雇用は除く） 
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５ 資産の運用管理の改善に関する目標 

（１）適正な施設整備とその活用 

中期目標 教育・研究の質の向上を図る観点での適正な施設整備と活用に努め、適切な維持管理を図る。 

 

No. 中期計画 実施状況 

53 

教育・研究用の実験室等や図書館機能の充実など、

新たな魅力づくりために必要な施設・設備について

計画的に整備します。また、建築後 17 年が経過し、

耐用年数を超える機器の整備及び施設を長期的に

利用することを目的として、平成 29 年度に策定し

た施設保全計画に基づき計画的な修繕等を行いま

す。 

平成 30 年３月に策定した施設保全計画については、現状の計画との不整合や乖離を整理し、見直

ししたうえで令和２年１月に一部改訂を行いました。 

施設保全計画に基づき計画的な修繕等を行うとともに、トイレ洋式化等のユニバーサルデザイン化

や新型コロナウィルス感染症対策を踏まえた施設整備を進めました。 

 

【平成 30 年度：3.00】 

・ 施設保全計画に基づき、教育研究棟ガスヒートポンプエアコン更新工事及び屋上防水工事（2/3

年目）並びに情報メディアセンター等の屋上防水工事を実施しました。 

 

【令和元年度：2.50】 

・ 職員住宅改修に向けて設計に着手しましたが、設計の過程で法令の規定により寄宿舎への用途

変更が不可能であることが判明したため、設計を中止しました。今後の職員住宅の活用につい

ては、外部有識者を交えた検討会議を設置し検討します。 

・ 施設保全計画に基づき、教育研究棟ガスヒートポンプエアコン更新工事及び屋上防水工事（3/3

年目）並びに本部講義棟等の屋上パラペット防水工事を実施しました。 

・ 施設保全計画については、現状の計画との不整合や乖離を整理し、見直ししたうえで令和２年

１月に一部改訂を実施しました。 

 

【令和２年度：4.00】 

・ 施設保全計画に基づき、本部講義棟・情報処理棟エアコン更新工事、高圧ケーブル改修工事、

ブライン管保温補修工事を実施しました。 

・ トイレの洋式化工事については、感染症対策を踏まえ工法・範囲を再検討した結果、今年度は

設計業務を実施し、次年度以降に順次施工することに変更しました。 

・ 次年度に計画していた学生センターエアコンの一部に故障が見られたため、前倒して更新工事

を実施しました。 
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（２）施設の積極的地域開放 

中期目標 教育・研究に支障のない範囲での施設の積極的な地域開放を行う。 

 

No. 中期計画 実施状況 

54 

地域に開かれた大学として、図書館、グラウンド、

教室等、施設の積極的な地域開放を行います。また、

受益者負担の観点から学外者の施設利用料金等を

適切に設定し、大学施設の貸出しを行います。 

図書館を一般開放するほか、テニスコートやグラウンド、教室等施設を地域開放しました。 

休日を中心に、学外者に対して適切な施設利用料金を設定し、貸し出しを行いました。 

 

【平成 30 年度：4.00】 

学外者貸出件数：計 358 件（グラウンド 33 件、テニスコート 149 件、講義室等 130 件、体育館 19

件、学生センター21 件、駐車場６件） 

 

【令和元年度：4.00】 

学外者貸出件数：計 331 件（グラウンド６件、テニスコート 177 件、講義室等 113 件、体育館６

件、駐車場１件、学生センター28 件） 

 

【令和２年度：- 】 

・新型コロナウィルス感染症拡大防止のため、大学施設の学外者の立入りを制限し、施設開放につ

いても学生等の安全を守るため貸出しを見合わせました。 
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Ⅳ 点検・評価・情報公開に関する目標 

１ チェック体制・設置者による評価に関する目標 

中期目標 

新生公立鳥取環境大学運営協議会を通じて設置者による指導、監督を受けるとともに、教育目標の達成の度合いや志願の状況、健全経営実

現のための取組状況など、大学運営全般について、毎年度公立大学法人公立鳥取環境大学評価委員会による評価を受け、その結果を教育研

究活動及び業務運営の改善・向上に活用する。  
 

No. 中期計画 実施状況 

55 

設置者が設置する新生公立鳥取環境大学運営協議

会の決定を踏まえて、大学経営や大学運営を行いま

す。また、教育目標の達成度、志願状況、定員状況

及び健全経営実現のための取組状況など大学運営

全般について、毎年度公立大学法人公立鳥取環境大

学評価委員会による評価を受け、その結果を教育研

究活動及び業務運営の改善に活用します。 

 

新生公立鳥取環境大学運営協議会はもとより、設置者との連絡調整を図り、連携を密にするように

努めました。 

公立大学法人公立鳥取環境大学評価委員会による評価を受け、業務実績評価において指摘のあっ

た内容を、教育研究活動及び業務運営の改善に利用しました。 

ＩＲを推進するため学内組織体制を整備しました。 

 

【平成 30 年度：3.00】 

・ 平成 29 年度の業務実績評価において、少子化進展下における将来を見通した大学改革等につ

いて指摘があり、大学運営に反映しました。 

・ 夜間の通学における安全を確保するため通学路の照明設置工事を実施しました。 

・ ＩＲを推進するため組織体制を整備し、総合戦略室を設置しました。 

 

【令和元年度：3.00】 

・ 平成 30 年度の業務実績評価において指摘のあった将来を見通した大学改革等について、入試

制度変更や副専攻設置に向けた検討を行うなど大学運営に反映しました。 

 

【令和２年度：3.00】 

・ 令和元年度の業務実績評価において指摘のあった将来を見通した大学改革等について、入試制

度変更による新たな選抜方式の実施や副専攻設置に向けた準備を進めるなど大学運営に反映

しました。 
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２ 自己点検に関する目標 

中期目標 

大学機関別認証評価等の第三者評価を活用しながら、自己点検・評価を実施し、教育・研究活動等の改善に取り組む。 

内部質保証（PDCA サイクル等を適切に機能させることによって、質の向上を図り、教育・学習等が適切な水準にあることを大学自らの責任

で説明・証明していく学内の恒常的・継続的プロセスのこと）が機能するための全学内部質保証推進組織（内部質保証のための全学的な方

針と手続を定め、その推進に責任を負う全学的な体制）を構築する。 

また、その結果をもとに改善・向上に向けた取組を実施する。  
 

No. 中期計画 実施状況 

56 

平成 30 年度中に内部質保証を機能するための全学

内部質保証推進組織を構築します。平成 31 年度に

自己点検評価を実施し、改善が必要な事項について

は、早期に改善を図ります。平成 32 年度には、認

証評価機関による機関別認証評価（第三者評価）を

受け、その結果に基づき、全学内部質保証推進組織

で将来的な改革策を含め検討し、計画を策定の上実

行します。 

内部質保証を推進するため、特命学長補佐を任命するとともに、各部局のPDCA サイクルのマネジ

メントする内部質保証推進会議を設置しました。 

教育の質保証に関する専門的な事項に関する調査、研究を行う組織として教育質保証推進ユニッ

トを併せて設置し、教育内容の改善・充実に取り組みました。 

令和元年度に、機関別認証評価（第三者評価）に向けて新たに公立鳥取環境大学内部質保証に関す

る基本方針を制定し、組織的に内部質保証の取組を推進しました。 

令和２年度には７年に１度受審する機関別認証評価を受審し、認証を得ました。 

【平成 30 年度：4.00】 

・ 内部質保証を推進するため、特命学長補佐を任命するとともに、内部質保証推進会議を設置し

ました。 

・ 教育の質保証に関する専門的な事項に関する調査、研究を行う組織として教育質保証推進ユ

ニットを併せて設置し、組織体制を構築しました。 

 

【令和元年度：4.00】 

・ 令和２年度に受審する機関別認証評価（第三者評価）に向けて、新たに公立鳥取環境大学内部

質保証に関する基本方針を制定し、組織的に内部質保証の取組を推進しました。 

・ 教育質保証推進ユニットが、教育の質保証に係る調査、研究、提案を行い、授業評価アンケー

トやラーニングポートフォリオ等をベースとした PDCA サイクルによる教育内容の改善・充実

に取り組みました。 

 

【令和２年度：4.00】 

・ 教育質保証推進ユニットが、引き続き授業評価アンケートやラーニングポートフォリオ等を

ベースとした PDCA サイクルによる教育内容の改善・充実に取り組みました。 

・ ７年に１度受審する機関別認証評価を受審し、令和３年３月 19 日に認証を得ました。認証手

続きの過程で教学に関わる事項を中心に各種項目を点検することを通じ、内部質保証の取り組

みを推進しました。 
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３ 中間評価に関する目標 

中期目標 

３年ごとに、大学運営についての中間評価を実施するとともに、その時点における数値目標等を適正に見直し、設置者へ報告し、公表する。 

また、中間評価において明らかとなった課題、問題点を速やかに改善する具体的なアクションプランを策定し、中期目標の確実な実施を担

保する。  

 

No. 中期計画 実施状況 

57 

平成 33 年度に、設置者が実施する中間評価で明

らかになった課題、問題点等を速やかに改善するた

めに、具体的なアクションプランを策定します。 

 

課題や問題点等への対応策については、令和４年度の年度計画と併せて策定します。 

 

４ 情報公開と広報活動に関する目標 

（１）実効的な広報戦略の展開 

中期目標 

学生の確保、大学の知名度向上に向け広報体制を強化し、詳細な調査やデータ解析を行い、全国の高校や地域、社会に向けて、各種メディア

等を積極的に活用し、大学のブランド力を向上させる。 

また、県民へ大学の魅力を発信し、優れた学生に選ばれる大学となるため、生徒、保護者、教員に対して、きめ細やかで積極的なＰＲを行

う。 

 達成すべき数値目標等 

 ・マスコミへの掲載数 … 毎年度マスメディアに 50 件以上の掲載を目指す。  

 

No. 中期計画 実施状況 

58 

教職員一人ひとりが広報マンであるという自覚の

下、全教職員が一丸となってブランディングを行

い、公立鳥取環境大学というブランドイメージを確

立します。 

また、志願動向の把握や年度ごとのオープンキャン

パスの参加者状況、資料請求者情報や志願者情報の

調査分析に基づき広報計画を策定し、様々な広報手

段を活用したターゲットに応じた戦略的な広報を

展開します。 

教員・学生の活動情報をマスメディアに積極的に提

供することにより、県内の生徒、保護者、教員を始

資料請求者データや志願者データの分析や新入生アンケートの結果を分析し、ターゲットエリア

毎にメリハリをつけた戦略的な広報計画を策定しました。 

テレビＣＭ、ラジオＣＭの利用の他、鳥取駅へのポスター広告、受験生向けの媒体を活用するなど、

効果を考えながら広報を行いました。 

オープンキャンパスのオンライン化に際し、動画の制作を行い、現在では 20 本の動画を公開して

おり、再生回数は 16000 回を超え広報ツールとして大きな役割を果たしました。 

毎月１回全教職員に対して、情報提供を依頼するメールを送信するなど、定期的に広報を意識して

もらえるよう努めました。 

 

【平成 30 年度：4.00】 

・ オープンキャンパス広報 
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めとして大学の評価に繋げていきます。 

 

テレビＣＭ 15 秒×３局×10 日間（20 本、22 本、18 本） 

ラジオＣＭ 10 日間（20 秒×33 本、30 秒×30 本） 

・ マスコミ資料提供件数 58 件、そのうち 29 件の掲載を含む延べ 147 件が新聞掲載されました。 

 

【令和元年度：4.00】 

・ オープンキャンパス広報 

テレビＣＭ 15 秒×３局×10 日間（20 本、22 本、18 本） 

ラジオＣＭ 10 日間（20 秒×33 本、30 秒×30 本） 

・ マスコミ資料提供件数 39 件、そのうち 22 件の掲載を含む延べ 92 件が新聞掲載されました。 

 

【令和２年度：4.00】 

・ 対面での活動が大幅に制限され、高校訪問、高校教員説明会、高校内ガイダンス、進学相談会

等の実施、参加が当初の計画通りには行えませんでしたが、高校教員説明会はその名簿を用い

た資料配布に変更し、オープンキャンパスはオンラインでの開催に切替える等の対応を実施し

ました。 

・ 新たに、一般選抜の出願時期に合わせて受験生向けのバナー広告を掲載しました。掲載にあ

たってはターゲットを十分に検討し、効果（クリック数による結果）を得ることができました。 

・ オープンキャンパスのオンライン化に際し、動画の制作（８本）を行い、期間中の再生回数は

2510 回でした。オープンキャンパス終了後も更に 12 本の動画を追加し、現在 20 本の動画を公

開しています。再生回数は 16,000 回を超え広報ツールとして大きな役割を果たしています。 

・ テレビＣＭ、ラジオＣＭは実施せず、受験生向けの媒体へ集中し、地域別・分野別(SDGs)等、

効果を考えながら広報活動を行いました。 

・ 鳥取駅構内へポスター広告を出しました。 

・ マスコミ資料提供件数 27 件、そのうち８件の掲載を含む延べ 104 件が新聞掲載されました。 

 

数値目標：マスコミへの掲載数 … 毎年度マスメディアに 50 件以上の掲載を目指す 

 平成 30 令和元 令和２ 

提供件数 58 39 27 

掲載数 29 22 8 

新聞掲載数 147 92 104 
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（２）積極的な情報提供 

中期目標 

公立大学としての社会に対する説明責任を果たし、大学運営の透明性確保のため、大学に係る基本的情報を明示し公開することはもとより、

教育情報、自己点検・評価結果、その他諸活動に関する積極的な情報提供を行い、社会、地域に必要な大学として評価されるよう努める。 

達成すべき数値目標等 

・公開項目の公開度 … 学校教育法に定める公開項目のホームページ上での公開度を向上する。  

 

No. 中期計画 実施状況 

59 

大学運営の透明性確保のため、ホームページ等を活

用して学校教育法、地方独立行政法人法等に基づい

た各種情報の公開度を高めるとともに、教育研究活

動に関する情報等大学の活動状況を積極的に提供・

公開します。 

学校教育法、地方独立行政法人法等に基づいた各種情報を適切にホームページに公開しました。

ホームページトップページに「教育情報」へのバナーを設置し、定款・業務方法書、中期目標・計

画等法令に基づいた情報がすぐに探せるように努めました 

また、各種シンポジウムや研究成果発表会等イベントの案内や、教育研究活動に関する情報等大学

の活動状況をホームページの他、YouTube 等による動画配信、Twitter や Facebook 等 SNS を用いて

積極的に公開しました。 

 

【平成 30 年度：3.00】 

・ サステイナビリティ研究所では、特別企画シンポジウムや国際シンポジウムについて案内し、

多くの参加者がありました。 

・ 地域イノベーション研究センターでは、日本財団事業「海と日本 PROJECT」に参画し、本学学

生が地域の小学生に鳥取の海について教える企画事業を実施し、この取組は地元民放テレビ局

で放送されました。 

・ 環境学部、経営学部とも新たに Facebook ページを立ち上げ、教育・研究活動に関する情報の

提供に努めました。 

 

【令和元年度：3.00】 

・ サステイナビリティ研究所では、特別企画シンポジウムや国際シンポジウムについて案内し、

多くの参加者がありました。 

・ 地域イノベーション研究センターでは、「平成 30 年度 地域イノベーション研究センター研究

成果報告会」を開催しました。 

 

【令和２年度：3.00】 

・ ホームページのデザインを一新し、利用者の視認性を高め、操作性を向上させました。本改修

に際して、スマートフォンでの表示性を重視しました。 
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Ⅴ その他業務運営に関する目標 

１ コンプライアンス（法令遵守）に関する目標 

中期目標 
法令を遵守することはもとより、社会の規範やルールを守り、県民の信頼を損なわないよう、公立大学法人の教職員及び学生の意識の向上

を図り、コンプライアンス推進体制を構築する。 

 

No. 中期計画 実施状況 

60 

全教職員は公立大学の一員であることを自覚し、

法令や会計規則、就業規則等の法人規程を遵守し、

社会の規範やルールを守ります。県民、市民の信頼

を損なう行動をとらないようにするため、平成 26

年３月に策定したコンプライアンスに係る基本方

針に基づき、コンプライアンスに反する事案が発生

した場合の調査及び再発防止策を策定する。併せ

て、社会的信頼の維持及び適法・適正な業務を推進

するために公益通報・相談窓口を設置するととも

に、毎年度教職員を対象に研修等を開催します。 

副理事長を委員長とする不正使用防止計画推進

委員会を設置し、研究費の不正使用を防止するとと

もに、副学長（研究担当）を委員長とする不正行為

防止対策委員会を設置し、研究活動の不正行為を防

止します。学長が任命した委員からなる内部監査班

は不正使用防止計画推進委員会と連携して内部監

査を実施します。 

なお、不正使用、不正行為の通報又は発覚した際

は、調査委員会を立ち上げ不正を調査します。  

平成 26 年に策定したコンプライアンス基本方針に基づき、本学職員だけではなく、学生に対して

もコンプライアンスを求めています。 

平成 30 年４月１日付けで、職員の倫理行動規準や禁止行為等を示す職員倫理規程を制定し、周知

徹底を図りました。また、教職員の倫理教育としてコンプライアンス研修やハラスメント防止を目

的とした人権研修等を実施しました。 

研究活動における不正行為に対応する不正行為防止対策委員会（委員長：副学長）と研究費の不正

使用を防止する不正使用防止計画推進委員会（委員長：副理事長）が連携して、適切な研究活動を

引き続き進めました。適切な研究活動のための啓発用リーフレットを作成して教職員や学生に配

布する他、内部監査を実施し、研究費の適切使用の点検を行いました。 

 

【平成 30 年度：3.00】 

・ 教職員の倫理教育としてコンプライアンス研修のほか、ハラスメント防止を目的とした人権研

修を開催しました。 

・ ９件（うち特別監査３件）の内部監査を実施し、不適切な研究費の使用はありませんでした。 

 

【令和元年度：3.00】 

・ 教職員の倫理教育としてコンプライアンス研修のほか、ハラスメント防止とメンタルヘルス向

上を目的としたコミュニケーション研修を開催しました。 

・ 10 件（うち特別監査３件）の内部監査を実施し、不適切な研究費の使用はありませんでした。 

 

【令和２年度：3.00】 

・ コンプライアンス研修として、リスクマネジメント研修を実施しました。 

・ １、３年生を対象に、後期ガイダンスでハラスメント防止研修を実施しました。 

・ ハラスメント等の相談窓口の周知を目的としてパンフレットを配付しました。 

・ ９件（うち特別監査３件）の内部監査を実施し、不適切な研究費の使用はありませんでした。 
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２ 人権に関する目標 

中期目標 教職員と学生の人権意識向上のための研修等を行うとともに、ハラスメントなどの人権に関する相談体制の拡充等に積極的に取り組む。 

 

No. 中期計画 実施状況 

61 

人権侵害のない良好な就学・就業環境を維持・向

上するために、制定したガイドラインに基づき、人

権侵害の防止・解決に取り組み、併せて、人権意識

向上のため研修会・講座の開催、ガイドブックの作

成配布など、全教職員学生の人権に対する意識向上

に取り組みます。 

 また、アカデミックハラスメント等の人権侵害の

発生を防止するため、学内にハラスメント防止・人

権委員会を組織するとともに、相談窓口を設置する

など、学生、教職員など全ての構成員が安心して大

学生活が送られる人権保護体制の充実に引き続き

取り組みます。  

学生、教職員等へハラスメント防止啓発パンフレットを配布し、学内外の相談体制の周知を図りま

した。ハラスメント防止に関するガイドラインや相談窓口を学内 Web へ掲載し、いつでも確認でき

る環境を整えました。また、ハラスメント防止研修を行い、人権の意識の向上を図りました。 

相談体制は、教員・事務職員で構成する男女３名ずつの相談員を配置し、メール、電話、ファック

ス、手紙による相談の受入体制を整えました。相談事案が発生した場合は、弁護士、医師等へ相談

するなど適切に対応します。 

 

【平成 30 年度：3.00】【令和元年度：3.00】 

・ 学生、教職員等へハラスメント防止啓発パンフレットを配布し、学内外の相談体制の周知を図

りました。 

・ 学外の専門家を招き、教職員対象の研修を行い、人権意識の向上を図りました。 

 

【令和２年度：3.00】 

・ １，３年生を対象に、後期ガイダンスでハラスメント防止研修を実施しました。 

・ オンラインで相談員及び役職者対象のハラスメント防止研修を行い、人権意識の向上を図りま

した。 

・ 相談員向けのオンライン研修に３名の相談員が参加しました。 
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３ 施設整備に関する目標 

中期目標 

施設設備の有効活用を図るため、長期的展望に立ち、エネルギー使用の効率化やユニバーサルデザインなど、環境や利用者等への配慮と適

切な財産保全の視点を踏まえた計画的、積極的な整備を行う。 

 達成すべき数値目標等 

 ・ＣＯ２排出量 … 年間 1，000 トン以下を目指す。  
 

No. 中期計画 実施状況 

62 

基本理念に基づく環境方針を定め、その方針に基

づき３年ごとの実行目標と実行計画を策定します。

目標には環境負荷を軽減するキャンパスの実現を

盛り込み、資源の消費量を減らすとともに、廃棄物

の削減に向けた計画を策定します。実行計画は、環

境マネジメントシステムに基づき策定し、毎年内部

の監査組織が履行状況の点検を行い、見直し・改善

を行います。さらに、毎年外部組織の監査を受け、

客観性と公正さを保ち、監査結果は公開します。 

 また、財産保全のために施設設備の点検・更新を

定期的に行うとともに、キャンパスのユニバーサル

デザイン化を目指し、環境や利用者に配慮した施設

設備の整備を計画的に実施します。  

平成 30 年 7 月 1 日に環境方針の見直しを行い、新たな方針のもとで、鳥取県版環境管理システ

ム（TEAS 第Ⅰ種）の規格に適応するよう本学の環境マネジメントシステムを再構築しました。本

学の著しい環境側面の上位３項目（教育、研究、地域貢献）について、各組織が３か年の実行目標

を設定し、達成に向けて取り組みました。 

令和元年６月 25 日付けで鳥取県版環境管理システム（TEAS 第Ⅰ種）の認証を取得しました。 

財産保全のために施設整備の点検・更新を計画的に行い、ユニバーサルデザイン化も進めました。 

 

【平成 30 年度：3.50】 

・ 平成30年7月1日に環境方針の見直しを行い、新たな方針のもとで、鳥取県版環境管理システ

ム（TEAS 第Ⅰ種）の規格に適応するよう本学の環境マネジメントシステムを再構築しまし

た。 

・ 施設保全計画に基づき、教育研究棟ガスヒートポンプエアコン更新工事及び屋上防水工事（2/3

年目）並びに情報メディアセンター等の屋上防水工事を実施しました。 

 

【令和元年度：3.33】 

・ 令和元年６月25日付けで鳥取県版環境管理システム（TEAS第Ⅰ種）の認証を取得しました。 

・ 施設保全計画に基づき、教育研究棟ガスヒートポンプエアコン更新工事及び屋上防水工事（3/3

年目）並びに本部講義棟等の屋上パラペット防水工事を実施しました。 

・ 教育研究棟と情報処理棟間の渡り廊下の扉を自動ドアに改修するなど、キャンパスのユニバー

サルデザイン化及び魅力ある施設づくりに寄与する改修工事を実施しました。 

・ 施設保全計画については、現状の計画との不整合や乖離を整理し、見直ししたうえで令和２年

１月に一部改訂を実施しました。 

・ 夜間の通学の安全確保のため、市道歩道沿いの大学の敷地に LED 照明 41 灯を設置し、学生の

通学環境の向上を図りました。 

 

【令和２年度：3.00】 

・ 施設保全計画に基づき、本部講義棟・情報処理棟エアコン更新工事、高圧ケーブル改修工事、

103



ブライン管保温補修工事を実施しました。 

・ トイレの洋式化工事については、感染症対策を踏まえた工法・範囲を再検討した結果、令和２

年度は設計業務を実施し、次年度以降に順次施工することに変更しました。 

・ 令和３年度に計画していた学生センターエアコンの一部に故障が見られたため、前倒して更新

工事を実施しました。 

 

数値目標：ＣＯ２排出量（t）… 年間 1，000 トン以下を目指す。 

 平成 30 令和元 令和２ 

ＣＯ２排出量 1,331.5 1,297 1,261.7 

 

ＣＯ２排出量（t）の推移 

 平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 平成 28 平成 29 

ＣＯ２排出量 1,347.9 1,350.6 1,332.6 1,357.3 

(1,019) 

1,355.8 

(1,005.8) 

1,290.1 

※( )は、平成 27 年度、28 年度の業務実績報告書において、４月～12 月の９か月分として記載し

ていた数値。 

 

延べ床面積（㎡）の推移 

 平成 27 平成 28 平成 29 

延べ床面積 27,741.3 30,848.8 32,263.3 

※平成 28 年度は実験実習棟、平成 29 年度は新講義棟増築 
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４ 安全管理に関する目標 

中期目標 
教育研究現場の安全確保を徹底するため、災害発生時の対応について備えた、環境・体制の整備を行う。また、情報セキュリティポリシー

に基づいて体制を整え、具体的な規程類・手順書類等の整備を行い、学内への教育活動を行う。 

 

No. 中期計画 実施状況 

63 

災害発生時の教育研究現場の安全確保のために

環境整備を行うとともに、災害発生時対応マニュア

ルに基づき、災害発生時に迅速かつ適切に対応でき

る体制を構築します。 

また、「個人情報の保護に関する法律（個人情報

保護法）」「鳥取県個人情報保護条例」を遵守し、情

報の種類（電磁的媒体、光学的媒体、紙媒体など）

を問わず、個人情報を安全かつ適正に管理・運用す

る規程を定め、その周知を図ります。 

 個人情報については、その不正利用や紛失・滅失、

改ざん又は漏洩することのないよう厳重に管理す

るとともに、個人情報を扱う教職員、その他学内に

常駐する（委託）事業者等に対する教育・研修を定

期的に行います。平成 27 年度に施行した情報セ

キュリティポリシーに基づき情報システムを整備

するとともに、教職員に対して研修等を実施してい

きます。 

 

教職員だけではなく学生を含めた消防訓練を実施しました。 

個人情報を適切に管理し、また教職員を対象とした個人情報保護や情報セキュリティに関する研

修を行いました。 

令和元年度後半から始まった新型コロナウィルス感染症拡大に対し、幹部を中心とした危機対策

本部会議を設置し、本学独自の「新型コロナウィルス感染症への警戒段階別対応方針」を定め、変

化する感染状況を踏まえ、教育研究活動や地域活動等に対して、適時適切な判断を行いました。 

 

【平成 30 年度：3.00】 

・ 消防訓練を行い、43 名の教職員が参加しました。 

・ 消防計画に定めた予防活動を行うために統括防火・防災管理者に必要な講習を受講しました。 

・ 教職員を対象とした個人情報保護や情報セキュリティに関する研修を実施しました。 

・ 開示請求に基づき入試や職員採用試験において開示しました。 

入試 53 件、職員採用試験 31 件 

【令和元年度：3.33】 

・ 職員向けに消防訓練を行い、35 名の職員が参加しました。初めて学生も含めた形式での消防訓

練を実施し、学生 209 名、職員 76 名が参加しました。 

・ 教職員を対象とした個人情報保護や情報セキュリティに関する研修を実施しました。 

・ 開示請求に基づき入試や職員採用試験において開示しました。 

入試 81 件（職員採用試験は開示請求無し） 

【令和２年度：3.33】 

・ 職員向けに消防訓練を行い、38 名が参加しました。学生も含めた形式でも消防訓練を実施

し、学生 145 名、職員 43 名が参加しました。 

・ ９月の学生へのガイダンスでは、学内の避難経路・器具の確認、予防活動、災害時に身を守

る方法等の周知を図り、学生の防災意識を高めました。 

・ 消防計画に定めた予防活動を行うために自衛消防業務新規講習を３名受講しました。 

・ 教職員を対象とした個人情報保護や情報セキュリティに関する研修を実施しました。 

・ 開示請求に基づき入試や職員採用試験において開示しました。 

 入試 47 件（職員採用試験は開示請求無し） 
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